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公布された条例のあらまし 

 

亀岡市社会体育施設条例の一部を

改正する条例要綱 

 

１　社会体育施設の目的外使用に係る許可及び

当該使用料について、新たに規定を設けるこ

ととした。 

 

２　この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３　この条例は、令和８年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市行政手続条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１　デジタル社会の形成を図るための規制改革

を推進するためのデジタル社会形成基本法等

の一部を改正する法律の一部施行に伴い、公

示送達の方法を改めることとした。 

 

２　この条例は、令和８年５月２１日から施行

することとした。 

 

 

 

特別職の職員で常勤のものの給与

に関する条例等の一部を改正する

条例の一部を改正する条例要綱 

 

１　各町に委嘱している自治委員の報酬の額を

規定することとした。 

 

２　この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

カーシェルター野水設置条例要綱 

 

１　大規模災害が発生した場合の地域防災拠点

及び緊急避難場所としての利用並びに応急対

策に必要な資機材を備蓄するため、カーシェ

ルター野水（車中避難場所）を設置すること

とした。 

 

２　使用料、使用の許可、使用者の管理義務等

所要の規定を設けることとした。 

 

３　目的外使用の許可、目的外使用料の規定を

設けることとした。 

 

４　条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

めることとした。 

 

５　この条例は、公布の日から施行することと

した。 
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亀岡市消防団条例の一部を改正す

る条例要綱 

 

１　消防団員の処遇を改善し団員を確保するた

め、部長、班長及び団員の報酬を次のように

改めることとした。 

 

 

２　この条例は、令和８年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市国民健康保険条例の一部を

改正する条例要綱 

 

１　国民健康保険法施行令の一部改正に伴い、

次のとおり改正することとした。 

⑴　子ども・子育て支援納付金の納付に要す

る費用を保険料として徴収するため、新た

に子ども・子育て支援納付金賦課額を新設

することとした。 

⑵　国民健康保険料の基礎賦課額に係る賦課

限 度 額 を ６ ７ ０ ， ０ ０ ０ 円 （ 現 行　　　　

６６０，０００円）に改め、子ども・子育

て支援納付金賦課額に係る賦課限度額を　

３０，０００円に設定することとした。 

⑶　国民健康保険料を減額する所得判定の基

準のうち、５割軽減基準の被保険者数に乗

ずる金額を３１０，０００円（現行　　　

３０５，０００円）に、２割軽減基準の被

保険者数に乗ずる金額を５７０，０００円

 

改正前

部長　　年額　３５，８００円

 班長　　年額　３１，４００円

 団員　　年額　２９，１００円

 

改正後

部長　　年額　３６，４００円

 班長　　年額　３４，２００円

 団員　　年額　３２，８００円

（現行５６０，０００円）に改めることと

した。 

 

２　この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３　この条例は、令和８年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市介護保険条例の一部を改正

する条例要綱 

 

１　介護保険の第１号保険料の標準段階を判定

する際に、令和７年度税制改正の影響により

第１号保険料の標準段階が変わりうる第１号

被保険者について、保険料の収入不足を防ぐ

観点から、従前と同様の判定となるよう、令

和８年度に限り特例の規定を設けることとし

た。 

 

２　この条例は、令和８年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市特定乳児等通園支援事業の

運営に関する基準を定める条例要

綱 

 

１　子ども・子育て支援法等の一部を改正する

法律の一部の施行に伴う関係政令の整備及び

経過措置に関する政令の施行に伴い、亀岡市

特定乳児等通園支援事業（こども誰でも通園

制度）の実施に必要な運営に関する基準を定

めることとした。 
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２　この条例の施行に関し、必要な経過措置を

定めることとした。 

 

３　この条例は、令和８年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例要綱 

 

１　家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準等の改正に伴い、所要の規定整備を図る

こととした。 

 

２　この条例は、令和８年１２月２５日から施

行することとした。 

 

 

 

亀岡市立病院の使用料及び手数料

に関する条例の一部を改正する条

例要綱 

 

１　亀岡市立病院における無痛ＭＲＩ乳がん検

診料の上限を定めることとした。 

 

２　この条例は、令和８年４月１日から施行す

ることとした。 

 

 

 

亀岡市営特定目的住宅条例の一部

を改正する条例要綱 

 

１　曽我部町穴太に設置している特定目的住宅

１戸について、除却に伴い用途廃止すること

とした。 

 

２　この条例は、公布の日から施行することと

した。 

 

 

 

亀岡市税条例及び亀岡市都市計画

税条例の一部を改正する条例要綱 

 

１　地方税法及び地方税法等の一部を改正する

法律の一部改正に伴い、亀岡市税条例及び亀

岡市都市計画税条例の一部を次のとおり改正

した。 

⑴　個人住民税の控除等について、給与所得

控除の最低保障額を７４万円（現行６５万

円）に引き上げることとした。（引き上げ

額９万円のうち、５万円は２年間の時限措

置） 

⑵　軽自動車税の環境性能割を廃止すること

とした。 

⑶　その他所要の規定整備を図ることとした。 

 

２　条例の施行に関し、必要な経過措置を定め

ることとした。 

 

３　この条例は、令和８年４月１日から施行し

た。 
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条　例 

 

　亀岡市社会体育施設条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第１号 

 

亀岡市社会体育施設条例の一部を

改正する条例 

 

　亀岡市社会体育施設条例（昭和３９年亀岡市

条例第１２号）の一部を次のように改正する。 

 

　第１４条を第１９条とする。 

　第１３条の２第１項前段中「第８条」を「第

９条」に改め、同項中「第８条から第１０条」

を「第９条から第１１条」に、「別表第２」を

「別表第３」に改め、同条を第１８条とする。 

　第１３条第３項中「別表第２」を「別表第

３」に改め、同条第４項中「第２条の２、第４

条から第７条」を「第３条、第５条から第８

条」に、「第２条の２中」を「第３条中」に、

「第４条、第６条、第７条及び第１０条中」を

「第５条、第７条、第８条及び第１１条中」に

改め、同条を第１７条とする。 

　第１２条を第１６条とし、第１１条を第１５

条とし、同条の前に次の３条を加える。 

　（目的外使用） 

第１２条　社会体育施設は、法令その他別に定

めがある場合のほか、これを目的外に使用す

ることができない。ただし、使用が社会体育

施設の管理上支障がないと認められるもので、

特に市長が許可した場合は、この限りでない。 

　（目的外使用料） 

第１３条　目的外使用の許可を受けて社会体育

施設の一部を使用する者は、目的外使用料を

市長が定める期日までに納付しなければなら

ない。 

２　目的外使用料は、別表第１に掲げる額の範

囲内において、市長が定める額とする。ただ

し、第３条第２項に定める使用期間及び使用

時間を超えて使用する場合は、別表第２に掲

げる額の範囲内において、市長が定める額と

する。 

　（目的外使用料の減免） 

第１４条　市長は、特に必要があると認めると

きは、目的外使用料を減免し、又は免除する

ことができる。 

　第１０条を第１１条とし、第３条から第９条

までを１条ずつ繰り下げ、第２条の２を第３条

とする。 

　別表第１中「（第８条関係）」を「（第９条

及び第１３条関係）」に改め、同表備考を次の

ように改める。 

備考 

１　市外居住者（法人にあっては、その主たる

事業所の所在地が市外にある者。次項におい

て同じ。）が使用する場合は、この表に定め

る額の５割相当額を加算する。 

２　使用者が目的外使用する場合は、この表に

定める額（市外居住者にあっては、前項によ

り算出した額）の５倍に相当する額とする。 

　別表第２中「（第１３条関係）」を「（第　

１７条関係）」に改め、同表を別表第３とし、

別表第１の次に次の１表を加える。 
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別表第２（第１３条関係） 

備考 

１　営利を目的とする使用にあっては、この表に定める額の５倍に相当する額とす

る。 

２　使用の期間が１年未満の端数を生じる場合には月割で計算し、１月未満の端数

が生じる場合は日割で計算する。この場合において、使用料の額は、月割にあっ

ては年額を１２で除した額とし、日割にあっては年額を３６５で除した額とする。 

３　使用の期間が１日未満の場合は、１日として計算する。 

４　目的外使用料の額に１円未満の端数が生じた場合は、その端数は切り捨てる。 

５　使用面積が１平方メートル未満の場合は、１平方メートルとして計算する。 

６　電気、水道及び下水道の使用料は、別に実費を徴収する。 

７　その他の目的外の占用料については、市長が別に定める。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

　（経過措置） 

２　この条例による改正後の亀岡市社会体育施設条例の規定は、令和８年４月１日以後の使用に係

る目的外使用料について適用し、同日前の使用に係る目的外使用料については、なお従前の例に

よる。 

 

「掲示済」 

 

 種別 単位 金額

 土地使用料 １年 固定資産評価基準により算定した額に１００分の４

を乗じた額
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　亀岡市行政手続条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第２号 

 

亀岡市行政手続条例の一部を改正

する条例 

 

　亀岡市行政手続条例（平成８年亀岡市条例第

２５号）の一部を次のように改正する。 

 

　第２条第５号、第４条、第１３条並びに第　

１４条第１項及び第２項中「名あて人」を「名

宛人」に改める。 

　第１５条第１項中「名あて人」を「名宛人」

に改め、同条第３項中「名あて人」を「名宛

人」に、「その者の氏名、同項第３号及び第４

号に掲げる事項並びに当該行政庁が同項各号に

掲げる事項を記載した書面をいつでもその者に

交付する旨を当該行政庁の事務所の掲示場に掲

示すること」を「公示の方法」に改め、同項後

段を削り、同条に次の１項を加える。 

４　前項の公示の方法による通知は、不利益処

分の名宛人となるべき者の氏名、第１項第３

号及び第４号に掲げる事項並びに当該行政庁

が同項各号に掲げる事項を記載した書面をい

つでもその者に交付する旨（以下この項にお

いて「公示事項」という。）を総務省令で定

める方法により不特定多数の者が閲覧するこ

とができる状態に置くとともに、公示事項が

記載された書面を当該行政庁の事務所の掲示

場に掲示し、又は公示事項を当該事務所に設

置した電子計算機の映像面に表示したものの

閲覧をすることができる状態に置く措置をと

ることによって行うものとする。この場合に

おいては、当該措置を開始した日から２週間

を経過したときに、当該通知がその者に到達

したものとみなす。 

　第１６条第１項中「同条第３項後段」を「同

条第４項後段」に改める。 

　第２２条第３項中「第１５条第３項」の次に

「及び第４項」を、「同条第３項」の次に「及

び第４項」を加え、「名あて人」を「名宛人」

に改め、「参加人」と、」の次に「同項中」を

加え、「掲示を始めた日から２週間を経過し

た」を削り、「、掲示を始めた」を「、当該措

置を開始した」に改める。 

　第２８条中「名あて人」を「名宛人」に改め

る。 

　第２９条中「第１５条第３項及び」の次に

「第４項並びに」を加え、「「同項第３号」を

「同条第４項中「第１項第３号」に、「同条第

３号」を「第２８条第３号」に、「同条第３項

後段」を「同条第４項後段」に、「第１５条第

３項後段」を「第１５条第４項後段」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この条例は、令和８年５月２１日から施行す

る。 

 

「掲示済」 
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　特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第３号 

 

特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一部を改正する条例の一部を改正

する条例 

 

　特別職の職員で常勤のものの給与に関する条例等の一部を改正する条例（令和７年亀岡市条例第

３３号）の一部を次のように改正する。 

 

　第４条を次のように改める。 

（特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正） 

第４条　特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に関する条例（昭和３１年亀岡市条例第

２５号）の一部を次のように改正する。 

　別表中 

「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

を 

 1　教育委員会委員 年額　1,000,000円

 2　識見を有する者の中から選任された監査委員 月額　121,000円

 3　議会の議員の中から選任された同委員 月額　53,000円

 4　選挙管理委員会委員長 年額　389,000円

 5　同委員 年額　277,000円

 6　公平委員会委員長 年額　223,000円

 7　同委員 年額　155,000円

 8　農業委員会会長 年額　243,000円

 9　同副会長 年額　219,000円

 10　同委員 年額　194,000円

 11　農地利用最適化推進委員 年額　194,000円

 12　スポーツ推進委員 年額　36,000円

 13　固定資産評価審査委員会委員 日額　9,700円

 14　介護認定審査会委員 日額　14,300円

 15　障害者介護給付費等支給認定審査会委員 日額　14,300円

 16　法令又は条例に基づく附属機関の構成員 日額　9,700円
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「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 1　教育委員会委員 年額　1,016,000円

 2　識見を有する者の中から選任された監査委員 月額　123,000円

 3　議会の議員の中から選任された同委員 月額　54,000円

 4　選挙管理委員会委員長 年額　395,000円

 5　同委員 年額　281,000円

 6　公平委員会委員長 年額　227,000円

 7　同委員 年額　157,000円

 8　農業委員会会長 年額　247,000円

 9　同副会長 年額　222,000円

 10　同委員 年額　197,000円

 11　農地利用最適化推進委員 年額　197,000円

 12　自治委員 月額　72,000円

 13　スポーツ推進委員 年額　37,000円

 14　固定資産評価審査委員会委員 日額　9,900円

 15　介護認定審査会委員 日額　14,500円

 16　障害者介護給付費等支給認定審査会委員 日額　14,500円

 17　法令又は条例に基づく附属機関の構成員 日額　9,900円
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　カーシェルター野水設置条例をここに公布す

る。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第４号 

 

カーシェルター野水設置条例 

 

　（設置） 

第１条　大規模災害が発生した場合の地域防災

拠点及び緊急避難場所としての利用並びに応

急対策に必要な資機材を備蓄するため、カー

シェルター野水（車中避難場所）（以下　

「カーシェルター」という。）を設置する。 

　（名称及び位置） 

第２条　避難場所の名称及び位置は、次のとお

りとする。 

　　名　称　　カーシェルター野水 

　　位　置　　亀岡市吉川町穴川野水１５番１

外 

　（管理） 

第３条　カーシェルターは、常に良好な状態に

おいて管理し、効率的に運営しなければなら

ない。 

　（禁止行為） 

第４条　カーシェルターにおいては、次に掲げ

る行為をしてはならない。 

⑴　公の秩序又は善良な風俗を害すること。 

⑵　施設又は附帯設備を毀損し、汚損し、若

しくは滅失すること。 

⑶　土地の形質又は物件等の位置若しくは構

造を変更し、又は損壊すること。 

⑷　ごみその他の汚物を捨てること。 

⑸　その他カーシェルターの管理に支障があ

る行為をすること。 

　（使用料） 

第５条　カーシェルターの使用料は、無料とす

る。 

　（使用の許可） 

第６条　カーシェルターを使用しようとする者

は、あらかじめ市長の許可を受けなければな

らない。当該使用許可に係る事項を変更しよ

うとするときも同様とする。 

２　市長は、使用目的がカーシェルターの設置

目的に資する事業に限り、使用を許可するこ

とができる。 

３　市長は、使用を許可する場合において、　

カーシェルターの管理上必要な条件を付すこ

とができる。 

　（使用許可の制限） 

第７条　市長は、カーシェルターを使用しよう

とする者が第４条に掲げる禁止行為を行うお

それがあるときは、使用を許可しないことが

できる。 

　（使用許可の取消し等） 

第８条　次の各号のいずれかに該当するときは、

市長は、いつでも使用の許可を取り消し、又

は使用を制限し、若しくは停止することがで

きる。 

⑴　使用の目的を変更したとき。 

⑵　この条例又はこの条例の規定に基づく処

分に違反し、若しくは違反するおそれがあ

ると認められるとき。 

⑶　偽りその他不正な手段により使用の許可

を受けたとき。 

⑷　災害その他不可抗力の事由によってカー

シェルターの使用ができなくなったとき。 

⑸　規則で定める事項を遵守しないとき。 

⑹　その他公用又は管理上の都合により、市

長が特に必要と認めるとき。 

　（使用者の管理義務） 

第９条　使用者は、使用期間中その使用に係る

施設及び附帯設備を善良なる管理者の注意を
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もって管理しなければならない。 

　（目的外使用） 

第１０条　カーシェルターは、法令その他別に

定めがある場合のほか、これを目的外に使用

することができない。ただし、使用がカー　

シェルターの管理に支障がないと認められる

場合で、特に市長が認めたときは、この限り

でない。 

　（目的外使用料） 

第１１条　目的外使用の許可を受けてカーシェ

ルターの一部を使用する者（以下「目的外使

用者」という。）は、目的外使用料を市長が

定める期日までに納付しなければならない。 

２　目的外使用料は、別表に掲げる額の範囲内

において、市長が定める額とする。 

　（目的外使用料の減免） 

第１２条　市長は、特に必要があると認めると

きは、目的外使用料を減額し、又は免除する

ことができる。 

　（目的外使用料の不還付） 

第１３条　既納の目的外使用料は、還付しない。

ただし、市長が特に必要があると認めるとき

は、その全部又は一部を還付することができ

る。 

　（市の免責） 

第１４条　使用者又は目的外使用者において、

カーシェルターの使用又はこの条例の規定に

基づく処分により損害を生じた場合は、市は、

一切その責めに任じないものとする。 

　（損害賠償） 

第１５条　使用者又は目的外使用者は、カー　

シェルターの施設又は附帯設備を毀損し、汚

損し、又は滅失したときは、市長が相当と認

める損害額を賠償しなければならない。ただ

し、市長が損害額を賠償させることが適当で

ないと認めたときは、この限りでない。 

　（委任） 

第１６条　この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

　　　附　則 

 

　この条例は、公布の日から施行する。 

 

【別表　省略】 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市消防団条例の一部を改正する条例をこ

こに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第５号 

 

亀岡市消防団条例の一部を改正す

る条例 

 

　亀岡市消防団条例（昭和３０年亀岡市条例第

４９号）の一部を次のように改正する。 

 

　 別 表 ⑴ の 項 中 「 ３ ５ ， ８ ０ ０ 円 」 を　　　

「３６，４００円」に、「３１，４００円」を

「３４，２００円」に、「２９，１００円」を

「３２，８００円」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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　亀岡市国民健康保険条例の一部を改正する条

例をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第６号 

 

亀岡市国民健康保険条例の一部を

改正する条例 

 

　亀岡市国民健康保険条例（昭和３４年亀岡市

条例第７号）の一部を次のように改正する。 

 

　第６条の２第１項第１号中「第１条第３号」

を「第１条の２第３号」に改める。 

　第１２条の２を次のように改める。 

　（保険料の賦課額） 

第１２条の２　保険料の賦課額は、次に掲げる

額の合算額とする。 

⑴　世帯主の世帯に属する被保険者につき算

定した基礎賦課額（国民健康保険法施行令

（昭和３３年政令第３６２号）第２９条の

７第１項第１号に規定する基礎賦課額をい

う。以下同じ。） 

⑵　世帯主の世帯に属する被保険者につき算

定した後期高齢者支援金賦課額（国民健康

保険法施行令第２９条の７第１項第２号に

規定する後期高齢者支援金等賦課額をいう。

以下同じ。） 

⑶　世帯主の世帯に属する介護納付金賦課被

保険者（国民健康保険法施行令第２９条の

７第１項第３号に規定する介護納付金賦課

被保険者をいう。以下同じ。）につき算定

した介護納付金賦課額（国民健康保険法施

行令第２９条の７第１項第３号に規定する

介護納付金賦課額をいう。以下同じ。） 

⑷　世帯主の世帯に属する被保険者につき算

定した子ども・子育て支援納付金賦課額

（国民健康保険法施行令第２９条の７第１

項第４号に規定する子ども・子育て支援納

付金賦課額をいう。以下同じ。） 

　第１２条の３第１号イ中「、高齢者医療確保

法」を「及び高齢者医療確保法」に、「及び」

を「、」に改め、「（以下「介護納付金」とい

う。）」の次に「並びに子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号）の規定による納付

金（以下「子ども・子育て支援納付金」とい

う。）」を加え、同号カ中「並びに介護納付

金」を　「、介護納付金並びに子ども・子育て

支援納付金」に改め、同条第２号中「、病床転

換支援金等及び介護納付金」を「及び病床転換

支援金等、介護納付金並びに子ども・子育て支

援納付金」に改める。 

　第１６条の６中「６６０，０００円」を　

「６７０，０００円」に改める。 

　第１６条の６の２第１号中「次号において同

じ。）」の次に「の額」を加える。 

　第１６条の６の５第１項第３号中「イ又はウ

に掲げる世帯」を「特定世帯又は特定継続世

帯」に改める。 

　第１６条の７第１号中「次号において同

じ。）」の次に「の額」を加える。 

　第１６条の１１の次に次の５条を加える。 

　（子ども・子育て支援納付金賦課総額） 

第１６条の１２　保険料の賦課額のうち子ど

も・子育て支援納付金賦課額（第２０条、第

２０条の３、第２０条の４及び第２０条の５

の規定により子ども・子育て支援納付金賦課

額を減額するものとした場合にあっては、そ

の減額することになる額を含む。）の総額

（以下「子ども・子育て支援納付金賦課総

額」という。）は、第１号に掲げる額の見込

額から第２号に掲げる額の見込額を控除した

額を基準として算定した額とする。ただし、
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第２５条第１項の規定による保険料の減免を

行う場合においては、第１号に掲げる額の見

込額から第２号に掲げる額の見込額を控除し

た額に第３号に掲げる額の見込額を合算した

額を基準として算定した額とすることができ

る。 

⑴　当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア　当該年度における国民健康保険事業費

納付金の納付に要する費用（京都府の国

民健康保険に関する特別会計において負

担する子ども・子育て支援納付金の納付

に要する費用に充てる部分に限る。次号

において同じ。）の額 

イ　第２０条の５に規定する基準に従い子

ども・子育て支援納付金賦課額の被保険

者均等割額を減額するものとした場合に

減額することとなる額の総額 

⑵　当該年度における次に掲げる額の合算額 

ア　法附則第７条の規定により読み替えら

れた法第７５条の規定により交付を受け

る補助金（国民健康保険事業費納付金の

納付に要する費用に係るものに限る。）

及び同条の規定により貸し付けられる貸

付金（国民健康保険事業費納付金の納付

に要する費用に係るものに限る。）の額 

イ　その他国民健康保険事業に要する費用

（国民健康保険事業費納付金の納付に要

する費用に限る。）のための収入（法第

７２条の３第１項、第７２条の３の２第

１項及び第７２条の３の３第１項の規定

による繰入金を除く。）の額 

⑶　当該年度における第２５条第１項の規定

による子ども・子育て支援納付金賦課額の

減免の額の総額 

　（子ども・子育て支援納付金賦課額） 

第１６条の１３　保険料の賦課額のうち子ど

も・子育て支援納付金賦課額は、当該世帯に

属する被保険者につき算定した所得割額及び

被保険者均等割額の合算額の総額並びに当該

世帯につき算定した世帯別平等割額の合計額

に、当該世帯に属する１８歳以上被保険者

（国民健康保険法施行令第２９条の７第５項

第３号に規定する１８歳以上被保険者をいう。

以下同じ。）につき算定した１８歳以上被保

険者均等割額の総額を加算した額とする。 

（子ども・子育て支援納付金賦課額の所得割

額の算定） 

第１６条の１４　前条の所得割額は、被保険者

に係る賦課期日の属する年の前年の所得に係

る基礎控除後の総所得金額等に、次条の所得

割の保険料率を乗じて算定する。 

（子ども・子育て支援納付金賦課額の保険料

率） 

第１６条の１５　子ども・子育て支援納付金賦

課額の保険料率は、次のとおりとする。 

⑴　所得割　子ども・子育て支援納付金賦課

総額から、第１６条の１２第１号イに掲げ

る額の見込額及び同号イに係る同条第３号

に掲げる額の見込額の合算額から同条第１

号イに係る同条第２号に掲げる額の見込額

を控除した額を控除した額（以下「子ど

も・子育て支援納付金賦課額の保険料率の

算定に係る額」という。）の１００分の　

５０に相当する額を被保険者に係る基礎控

除後の総所得金額等（国民健康保険法施行

令第２９条の７第５項第４号ただし書に規

定する場合にあっては、国民健康保険法施

行規則第３２条の１０の２に規定する方法

により補正された後の金額とする。）の総

額で除して得た数 

⑵　被保険者均等割　子ども・子育て支援納

付金賦課額の保険料率の算定に係る額の　

１００分の３５に相当する額を当該年度の

前年度及びその直前の２箇年度の各年度に

おける被保険者の数等を勘案して算定した

数で除して得た額 
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⑶　１８歳以上被保険者均等割　第１６条の

１２第１号イに掲げる額の見込額及び同号

イに係る同条第３号に掲げる額の見込額の

合算額から同条第１号イに係る同条第２号

に掲げる額の見込額を控除した額を、当該

年度の前年度及びその直前の２箇年度の各

年度における１８歳以上被保険者の数等を

勘案して算定した数で除して得た額 

⑷　世帯別平等割　アからウまでに掲げる世

帯の区分に応じ、それぞれアからウまでに

定めるところにより算定した額 

ア　特定世帯又は特定継続世帯以外の世帯　

子ども・子育て支援納付金賦課額の保険

料率の算定に係る額の１００分の１５に

相当する額を当該年度の前年度及びその

直前の２箇年度の各年度における被保険

者が属する世帯の数等を勘案して算定し

た数から特定世帯の数に２分の１を乗じ

て得た数と特定継続世帯の数に４分の１

を乗じて得た数の合計数を控除した数で

除して得た額 

イ　特定世帯　アに定めるところにより算

定した額に２分の１を乗じて得た額 

ウ　特定継続世帯　アに定めるところによ

り算定した額に４分の３を乗じて得た額 

２　前項に規定する保険料率を決定する場合に

おいて、小数点以下第４位未満の端数又は１

円未満の端数があるときは、これを切り上げ

るものとする。 

３　市長は、第１項に規定する保険料率を決定

したときは、速やかに告示しなければならな

い。 

　（子ども・子育て支援納付金賦課限度額） 

第１６条の１６　第１６条の１３の子ども・子

育て支援納付金賦課額は、３０，０００円を

超えることができない。 

　第１９条第１項中「第１６条の６の３」の次

に「若しくは第１６条の１３」を加え、「、第

２０条の３第１項（同条第３項」を「若しくは

同条第５項各号に定める額、第２０条の３第１

項（同条第３項又は第４項」に改め、「第１６

条の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率に

それぞれ１０分の５を乗じて得た」を削り、

「第２０条の３第４項第１号（同条第６項」を

「同条第５項（同条第７項又は第８項」に、

「又は第４項」を「から第５項まで」に、「若

しくは同条第５項各号（同条第７項又は第８

項」を「、同条第６項各号（同条第８項から第

１０項まで」に、「の算定」を「若しくは第　

２０条の５第１項に定める額の算定」に改め、

同条第２項中「若しくは第１６条の６の３の額

若しくは第１６条の８の額」を「、第１６条の

６の３、第１６条の８若しくは第１６条の１３

の額」に改め、「第２０条第１項各号に定める

額」の次に「若しくは同条第５項各号に定める

額」を加え、「第１６条の基礎賦課額の被保険

者均等割の保険料率にそれぞれ１０分の５を乗

じて得た」を削り、「第２０条の３第４項第１

号」を「同条第５項」に、「若しくは同条第５

項各号に定める額」を「、同条第６項各号に定

める額若しくは第２０条の５第１項に定める

額」に改める。 

　第２０条第１項中「６６０，０００円」を

「６７０，０００円」に改め、同項第１号中

「第３号」の次に「並びに第５項」を加え、　

同 項第２号 中「 ３０ ５，００ ０円 」を　　　

「３１０，０００円」に改め、同項第３号中

「５６０，０００円」を「５７０，０００円」

に 改 め 、 同 条 第 ３ 項 及 び 第 ４ 項 中　　　　　

「６６０，０００円」を「６７０，０００円」

に改め、同条に次の２項を加える。 

５　次の各号に該当する納付義務者に対して課

する保険料の賦課額のうち子ども・子育て支

援納付金賦課額は、第１６条の１３の子ど

も・子育て支援納付金賦課額から、それぞれ、

当該各号に定める額を減額して得た額（当該
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減額して得た額が３０，０００円を超える場

合には、３０，０００円）とする。 

⑴　第１項第１号に規定する総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額の合算額が、地方税法

第３１４条の２第２項第１号に定める金額

（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、同号に定める金額に

当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１００，０００円を乗じて得た金額を加え

た金額）を超えない世帯に係る保険料の納

付義務者 

　アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の子ども・子育て支援

納付金賦課額の被保険者均等割額の算定の

対象とされるものの数を乗じて得た額、イ

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者の

うち当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の１８歳以上被保険者均等割額の

算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額及びウに掲げる額を合算した額 

ア　当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の被保険者均等割の保険料率に

１０分の７を乗じて得た額 

イ　当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の１８歳以上被保険者均等割の

保険料率に１０分の７を乗じて得た額 

ウ　当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の世帯別平等割の保険料率に　

１０分の７を乗じて得た額 

⑵　第１項第１号に規定する総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額の合算額が、地方税法

第３１４条の２第２項第１号に定める金額

（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、同号に定める金額に

当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１００，０００円を乗じて得た金額を加え

た金額）に３１０，０００円に当該年度の

保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合にはその発生した日

とする。）現在において当該世帯に属する

被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を超

えない世帯に係る保険料の納付義務者で　

あって前号に該当する者以外の者 

　アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の子ども・子育て支援

納付金賦課額の被保険者均等割額の算定の

対象とされるものの数を乗じて得た額、イ

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者の

うち当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の１８歳以上被保険者均等割額の

算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額及びウに掲げる額を合算した額 

ア　当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の被保険者均等割の保険料率に

１０分の５を乗じて得た額 

イ　当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の１８歳以上被保険者均等割の

保険料率に１０分の５を乗じて得た額 

ウ　当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の世帯別平等割の保険料率に　

１０分の５を乗じて得た額 

⑶　第１項第１号に規定する総所得金額及び

山林所得金額並びに他の所得と区分して計

算される所得の金額の合算額が、地方税法

第３１４条の２第２項第１号に定める金額

（世帯主等のうち給与所得者等の数が２以

上の場合にあっては、同号に定める金額に

当該給与所得者等の数から１を減じた数に

１００，０００円を乗じて得た金額を加え

た金額）に５７０，０００円に当該年度の

保険料賦課期日（賦課期日後に保険料の納

付義務が発生した場合にはその発生した日

とする。）現在において当該世帯に属する
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被保険者の数と特定同一世帯所属者の数の

合計数を乗じて得た額を加算した金額を超

えない世帯に係る保険料の納付義務者で　

あって前２号に該当する者以外の者 

　アに掲げる額に当該世帯に属する被保険

者のうち当該年度分の子ども・子育て支援

納付金賦課額の被保険者均等割額の算定の

対象とされるものの数を乗じて得た額、イ

に掲げる額に当該世帯に属する被保険者の

うち当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の１８歳以上被保険者均等割額の

算定の対象とされるものの数を乗じて得た

額及びウに掲げる額を合算した額 

ア　当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の被保険者均等割の保険料率に

１０分の２を乗じて得た額 

イ　当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の１８歳以上被保険者均等割の

保険料率に１０分の２を乗じて得た額 

ウ　当該年度分の子ども・子育て支援納付

金賦課額の世帯別平等割の保険料率に　

１０分の２を乗じて得た額 

６　第１６条の１５第２項及び第３項の規定は、

前項各号ア及びイに規定する額（前項に規定

する第１号の一人当たり軽減額、第２号の一

人当たり軽減額及び第３号の一人当たり軽減

額）の決定について準用する。この場合にお

いて、第１６条の１５第２項及び第３項の規

定中「保険料率」とあるのは「額（「第１号

の一人当たり軽減額、第２号の一人当たり軽

減額及び第３号の一人当たり軽減額」）」と

読み替えるものとする。 

　第２０条の２中「及び」を「、第１６条の６

の４、第１６条の９及び第１６条の１４並び

に」に改め、「第１項」の次に「（同条第３項

又は第４項の規定により読み替えて準用する場

合を含む。）及び同条第５項」を加える。 

　第２０条の３第１項中「第４項」を「第５

項」に改め、同条第６項中「第４項」を「第５

項」に改め、「「後期高齢者支援金等賦課額」

と」の次に「、「第２０条第１項各号」とある

のは「第２０条第３項の規定により読み替えら

れた同条第１項各号」と」を加え、「第５項」

を「第６項」に改め、同項を同条第７項とし、

同条中第５項を第６項とし、第４項を第５項と

し、第３項の次に次の１項を加える。 

４　第１項及び第２項の規定は、子ども・子育

て支援納付金賦課額の減額について準用する。

この場合において、第１項中「基礎賦課額」

とあるのは「子ども・子育て支援納付金賦課

額」と、「第１６条」とあるのは「第１６条

の１５」と、第２項中「第１６条第３項」と

あるのは「第１６条の１５第３項」と読み替

えるものとする。 

　第２０条の３に次の１項を加える。 

８　第５項及び第６項の規定は、子ども・子育

て支援納付金賦課額の減額について準用する。

この場合において、第５項中「基礎賦課額」

とあるのは「子ども・子育て支援納付金賦課

額」と、「第２０条第１項各号」とあるのは

「第２０条第５項各号」と、「第１６条」と

あるのは「第１６条の１５」と、第６項中

「第１６条第３項」とあるのは「第１６条の

１５第３項」と読み替えるものとする。 

　第２０条の４第１項中「第２９条の７第５項

第８号」を「第２９条の７第６項第８号」に、

「６６０，０００円」を「６７０，０００円」

に、「第５項」を「第６項」に改め、同項第１

号中「第３２条の１０の２」を「第３２条の　

１０の３」に改め、同条第３項及び第４項中

「６６０，０００円」を「６７０，０００円」

に改め、同条第８項中「第５項」を「第６項」

に 、 「 第 ６ 項 」 を 「 第 ７ 項 」 に 、　　　　　

「６６０，０００円」を「６７０，０００円」

に改め、「「１７０，０００円」と」の次に　

「、「第２０条第１項各号」とあるのは「第　
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２０条第４項の規定により読み替えられた同条

第１項各号」と」を加え、同項を同条第９項と

し、同条第７項中「第５項」を「第６項」に、

「６６０，０００円」を「６７０，０００円」

に改め、「「２６０，０００円」と」の次に　

「、「第２０条第１項各号」とあるのは「第　

２０条第３項の規定により読み替えられた同条

第１項各号」と」を加え、「第６項」を「第７

項」に改め、同項を同条第８項とし、同条第６

項 を 同 条 第 ７ 項 と し 、 同 条 第 ５ 項 中　　　　

「６６０，０００円」を「６７０，０００円」

に改め、同項を同条第６項とし、同条第４項の

次に次の１項を加える。 

５　第１項及び第２項の規定は、子ども・子育

て支援納付金賦課額の減額について準用する。

この場合において、第１項中「基礎賦課額」

とあるのは「子ども・子育て支援納付金賦課

額」と、「被保険者均等割」とあるのは「被

保険者均等割及び１８歳以上被保険者均等

割」と、「第１３条」とあるのは「第１６条

の１３」と、「６７０，０００円」とあるの

は「３０，０００円」と、第２項中「第１６

条」とあるのは「第１６条の１５」と読み替

えるものとする。 

　第２０条の４に次の１項を加える。 

１０　第６項及び第７項の規定は、子ども・子

育て支援納付金賦課額の減額について準用す

る。この場合において、第６項中「基礎賦課

額」とあるのは「子ども・子育て支援納付金

賦課額」と、「被保険者均等割」とあるのは

「被保険者均等割及び１８歳以上被保険者均

等割」と、「第１３条」とあるのは「第１６

条の１３」と、「６７０，０００円」とある

のは「３０，０００円」と、「第２０条第１

項各号」とあるのは「第２０条第５項各号」

と、第７項中「第１６条」とあるのは「第　

１６条の１５」と読み替えるものとする。 

　第２０条の４の次に次の１条を加える。 

（１８歳に達する日以後の最初の３月３１日

以前である被保険者の被保険者均等割額の減

額） 

第２０条の５　当該年度において、その世帯に

１８歳に達する日以後の最初の３月３１日以

前である被保険者（以下「１８歳未満被保険

者」という。）がある場合における当該１８

歳未満被保険者に係る当該年度分の子ども・

子育て支援納付金賦課額の被保険者均等割額

は、第１６条の１５の子ども・子育て支援納

付金賦課額の被保険者均等割の保険料率に相

当する額（第２０条第５項、第２０条の３第

４項の規定により読み替えられた同条第１項

若しくは同条第８項の規定により読み替えら

れた同条第５項又は前条第５項の規定により

読み替えられた同条第１項若しくは同条第　

１０項の規定により読み替えられた同条第６

項に規定する基準に従い当該１８歳未満被保

険者に係る当該年度分の子ども・子育て支援

納付金賦課額の被保険者均等割の保険料率に

相当する額を減額するものとした場合にあっ

ては、当該減額後の額。以下同じ。）から、

当該保険料率に相当する額を控除して得た額

とする。 

２　第１６条の１５第３項の規定は、前項に規

定する額の決定について準用する。この場合

において、第１６条の１５第３項の規定中

「保険料率」とあるのは「額」と読み替える

ものとする。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和８年４月１日から施行す

る。 

　（経過措置） 

２　この条例による改正後の第１２条の２、第

１６条の６、第１６条の１２から第１６条の
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１６まで及び第１９条から第２０条の５まで

の規定は、令和８年度以後の年度分の保険料

について適用し、令和７年度以前の年度分の

保険料については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市介護保険条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第７号 

 

亀岡市介護保険条例の一部を改正

する条例 

 

　亀岡市介護保険条例（平成１２年亀岡市条例

第１５号）の一部を次のように改正する。 

 

　附則に次の２条を加える。 

（令和８年度の保険料率の算定に関する所得

の額の算定方法の特例） 

第１２条　第１号被保険者（令和８年度分の保

険料の賦課期日において当該保険料を賦課す

る市町村に住所を有しない者を除き、令和８

年度分の地方税法の規定による市町村民税の

賦課期日において当該保険料を賦課する市町

村に住所を有する者（同法第２９４条第３項

の規定により当該市町村の住民基本台帳に記

録されている者とみなされた者を含む。）に

限る。以下この条及び次条第１項において同

じ。）のうち、令和７年の合計所得金額に給

与所得が含まれている者（同年中の給与等

（所得税法第２８条第１項に規定する給与等

を い う 。 以 下 同 じ 。 ） の 収 入 金 額 が　　　　　　

５５１，０００円以上６５１，０００円未満

である者に限る。）の令和８年度における保

険料率の算定についての第３条第１項（第６

号ア、第７号ア、第８号ア、第９号ア、第　

１０号ア、第１１号ア、第１２号ア、第１３

号ア、第１４号ア及び第１５号アに係る部分

に限る。）の規定の適用については、同項第

６号ア中「（地方税法（昭和２５年法律第　

２９２号）第２９２条第１項第１３号に規定

する合計所得金額をいい、租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第

１項若しくは第２項、第３４条第１項、第　

３４条の２第１項、第３４条の３第１項、第　

３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５

条の３第１項又は第３６条の規定の適用があ

る場合には、当該合計所得金額から令第２２

条の２第２項に規定する特別控除額を控除し

て得た額とし、当該合計所得金額が零を下回

る場合には、零とする。以下同じ。）」とあ

るのは、「（地方税法第２９２条第１項第　

１３号に規定する合計所得金額をいい、当該

合計所得金額に所得税法第２８条第１項に規

定する給与所得が含まれている場合には、当

該給与所得の金額については、同条第２項の

規定によって計算した金額に令和７年中の同

条第１項に規定する給与等の収入金額から　

５５０，０００円を控除して得た額を加えた

額によるものとし、租税特別措置法による特

別控除の適用がある場合には、当該合計所得

金額から令第２２条の２第２項に規定する特

別控除額を控除して得た額とし、当該合計所

得金額が零を下回る場合には、零とする。以

下同じ。）」とする。 

２　第１号被保険者のうち、令和７年の合計所

得金額に給与所得が含まれている者（同年中

の給与等の収入金額が６５１，０００円以上
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１，６１９，０００円未満である者に限

る。）の令和８年度における保険料率の算定

についての第３条第１項（第６号ア、第７号

ア、第８号ア、第９号ア、第１０号ア、第　

１１号ア、第１２号ア、第１３号ア、第１４

号ア及び第１５号アに係る部分に限る。）の

規定の適用については、同項第６号ア中

「（地方税法（昭和２５年法律第２９２号）

第２９２条第１項第１３号に規定する合計所

得金額をいい、租税特別措置法（昭和３２年

法律第　２６号）第３３条の４第１項若しく

は第２項、第３４条第１項、第３４条の２第

１項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、

第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又

は第３６条の規定の適用がある場合には、当

該合計所得金額から令第２２条の２第２項に

規定する特別控除額を控除して得た額とし、

当該合計所得金額が零を下回る場合には、零

とする。以下同じ。）」とあるのは、「（地

方税法第２９２条第１項第１３号に規定する

合計所得金額をいい、当該合計所得金額に所

得税法第２８条第１項に規定する給与所得が

含まれている場合には、当該給与所得の金額

については、同条第２項の規定によって計算

した金額に１００，０００円を加えた額によ

るものとし、租税特別措置法による特別控除

の適用がある場合には、当該合計所得金額か

ら令第２２条の２第２項に規定する特別控除

額を控除して得た額とし、当該合計所得金額

が零を下回る場合には、零とする。以下同

じ。）」とする。 

３　第１号被保険者のうち、令和７年の合計所

得金額に給与所得が含まれている者（同年中

の給与等の収入金額が１，６１９，０００円

以上１，９００，０００円未満である者に限

る。）の令和８年度における保険料率の算定

についての第３条第１項（第６号ア、第７号

ア、第８号ア、第９号ア、第１０号ア、第　

１１号ア、第１２号ア、第１３号ア、第１４

号ア及び第１５号アに係る部分に限る。）の

規定の適用については、同項第６号ア中

「（地方税法（昭和２５年法律第２９２号）

第２９２条第１項第１３号に規定する合計所

得金額をいい、租税特別措置法（昭和３２年

法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは

第２項、第３４条第１項、第３４条の２第１

項、第３４条の３第１項、第３５条第１項、

第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又

は第３６条の規定の適用がある場合には、当

該合計所得金額から令第２２条の２第２項に

規定する特別控除額を控除して得た額とし、

当該合計所得金額が零を下回る場合には、零

とする。以下同じ。）」とあるのは、「（地

方税法第２９２条第１項第１３号に規定する

合計所得金額をいい、当該合計所得金額に所

得税法第２８条第１項に規定する給与所得が

含まれている場合には、当該給与所得の金額

については、同条第２項の規定によって計算

した金額に６５０，０００円から令和７年給

与所得控除額（令和７年中の所得税法第２８

条第１項に規定する給与等の収入金額から、

当該給与等の収入金額を所得税法等の一部を

改正する法律（令和７年法律第１３号）第１

条の規定による改正前の所得税法別表第五の

給与等の金額として、同表により当該金額に

応じて求めた同表の給与所得控除後の給与等

の金額を控除して得た額をいう。）を控除し

て得た額を加えた額によるものとし、租税特

別措置法による特別控除の適用がある場合に

は、当該合計所得金額から令第２２条の２第

２項に規定する特別控除額を控除して得た額

とし、当該合計所得金額が零を下回る場合に

は、零とする。以下同じ。）」とする。 

（令和８年度の保険料率の算定に関する基準

の特例） 

第１３条　第１号被保険者の令和８年度におけ
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る保険料率の算定についての第３条第１項の

規定の適用については、当該第１号被保険者

の属する世帯の世帯主及び全ての世帯員のう

ちに、第１号に掲げる者に該当し、かつ、第

２号又は第３号に掲げる者のいずれかに該当

する者があるときは、当該該当する者は、同

年度分の地方税法の規定による市町村民税が

課されている者とみなす。 

⑴　令和７年の合計所得金額に給与所得が含

まれている者（令和８年度分の保険料の賦

課期日において当該保険料を賦課する市町

村に住所を有しない者を除く。）であって、

令和８年度分の地方税法の規定による市町

村民税の賦課期日において当該保険料を賦

課する市町村に住所を有するもの（同法第

２９４条第３項の規定により当該市町村の

住民基本台帳に記録されている者とみなさ

れた者を含む。） 

⑵　地方税法第２９５条第１項第２号に掲げ

る者に該当し、かつ、令和８年度分の同法

の規定による市町村民税が課されていない

者であって、次のアからウまでに掲げる場

合のいずれかに該当するもの 

ア　令和７年中の給与等の収入金額が　　

５５１，０００円以上６５１，０００円

未満であり、かつ、１，３５０，０００

円から同年の合計所得金額を控除して得

た額が、同年中の給与等の収入金額から

５５０，０００円を控除して得た額以下

である場合 

イ　令和７年中の給与等の収入金額が　　

６ ５ １ ， ０ ０ ０ 円 以 上　　　　　　　　

１，６１９，０００円未満であり、かつ、　　　　　　　　

１，３５０，０００円から同年の合計所

得 金 額 を 控 除 し て 得 た 額 が　　　　　　

１００，０００円以下である場合 

ウ　令和７年中の給与等の収入金額が　　

１ ， ６ １ ９ ， ０ ０ ０ 円 以 上　　　　　　

１，９００，０００円未満であり、かつ、　　　　　　

１，３５０，０００円から同年の合計所

得 金 額 を 控 除 し て 得 た 額 が 、　　　　　

６５０，０００円から、同年中の給与等

の収入金額から当該給与等の収入金額を

所得税法等の一部を改正する法律（令和

７年法律第１３号）第１条の規定による

改正前の所得税法別表第五（以下「別表

第五」という。）の給与等の金額として、

別表第五により当該金額に応じて求めた

別表第五の給与所得控除後の給与等の金

額を控除して得た額を控除して得た額以

下である場合 

⑶　地方税法第２９５条第１項各号に掲げる

者に該当せず、かつ、令和８年度分の同法

の規定による市町村民税が課されていない

者であって、次のアからウまでに掲げる場

合のいずれかに該当するもの 

ア　令和７年中の給与等の収入金額が　　

５５１，０００円以上６５１，０００円

未満であり、かつ、地方税法第２９５条

第３項に規定する政令で定める基準に従

い当該市町村の条例で定める金額から同

年の合計所得金額を控除して得た額が、

同 年 中 の 給 与 等 の 収 入 金 額 か ら　　　　

５５０，０００円を控除して得た額以下

である場合 

イ　令和７年中の給与等の収入金額が　　

６ ５ １ ， ０ ０ ０ 円 以 上　　　　　　　　

１，６１９，０００円未満であり、かつ、

地方税法第２９５条第３項に規定する政

令で定める基準に従い当該市町村の条例

で定める金額から同年の合計所得金額を

控除して得た額が１００，０００円以下

である場合 

ウ　令和７年中の給与等の収入金額が　　

１ ， ６ １ ９ ， ０ ０ ０ 円 以 上　　　　　　

１，９００，０００円未満であり、かつ、
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地方税法第２９５条第３項に規定する政

令で定める基準に従い当該市町村の条例

で定める金額から同年の合計所得金額を

控除して得た額が、６５０，０００円か

ら、同年中の給与等の収入金額から当該

給与等の収入金額を別表第五の給与等の

金額として、別表第五により当該金額に

応じて求めた別表第五の給与所得控除後

の給与等の金額を控除して得た額を控除

して得た額以下である場合 

２　第１号被保険者の令和８年度における保険

料率の算定についての第３条第１項の規定の

適用については、当該第１号被保険者が前項

第１号に掲げる者に該当し、かつ、同項第２

号又は第３号に掲げる者のいずれかに該当す

るときは、当該第１号被保険者は、同年度分

の地方税法の規定による市町村民税が課され

ている者とみなす。 

 

　　　附　則 

 

　この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市特定乳児等通園支援事業の運営に関す

る基準を定める条例をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第８号 

 

亀岡市特定乳児等通園支援事業の

運営に関する基準を定める条例 

 

　（趣旨） 

第１条　この条例は、子ども・子育て支援法

（平成２４年法律第６５号。以下「法」とい

う。）第５４条の３において準用する法第　

４６条第２項の内閣府令で定める規定に基づ

き、本市の区域内における特定乳児等通園支

援事業の運営に関する基準（以下「最低基

準」という。）を定めるものとする。 

　（定義） 

第２条　この条例において使用する用語の意義

は、法及び特定乳児等通園支援事業の運営に

関する基準（令和７年内閣府令第９５号。以

下「特定乳児等通園支援事業基準」とい

う。）で使用する用語の例による。 

（特定乳児等通園支援事業の運営に関する基

準） 

第３条　最低基準は、次条に定めるもののほか、

特定乳児等通園支援事業基準の定めるところ

による。 

　（暴力団の排除） 

第４条　特定乳児等通園支援事業者等は、次の

いずれかに該当する者であってはならない。 

⑴　暴力団（暴力団員による不当な行為の防

止等に関する法律（平成３年法律第７７

号）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。） 

⑵　亀岡市暴力団排除条例（平成２４年亀岡

市条例第２４号）第２条第４号に規定する

暴力団員等 

　（委任） 

第５条　この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この条例は、令和８年４月１日から施行す

る。 
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　（準備行為） 

２　この条例の施行のために必要な行為は、こ

の条例の施行の日前においても行うことがで

きる。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例を

ここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第９号 

 

亀岡市家庭的保育事業等の設備及

び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

 

　亀岡市家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準を定める条例（平成２６年亀岡市条例

第２２号）の一部を次のように改正する。 

 

　第１４条を次のように改める。 

　（児童対象性暴力等の防止） 

第１４条　家庭的保育事業者等は、法第３４条

の１６第４項において準用する法第２１条の

５の１８第４項の規定に基づき、児童対象性

暴力等（学校設置者等及び民間教育保育等事

業者による児童対象性暴力等の防止等のため

の措置に関する法律（令和６年法律第６９

号）第２条第２項に規定する児童対象性暴力

等をいう。以下この条において同じ。）を防

止し、及び児童対象性暴力等が行われた場合

に利用乳幼児を適切に保護するため、児童等

対象業務従事者（利用乳幼児と接する業務に

従事する者のうち、支配性、継続性及び閉鎖

性のある環境の下で当該利用乳幼児に接する

ものをいう。）に係る犯罪事実確認（同法第

４条第１項に規定する犯罪事実確認をい

う。）その他の必要な措置を講じなければな

らない。 

 

　　　附　則 

 

　この条例は、令和８年１２月２５日から施行

する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市立病院の使用料及び手数料に関する条

例の一部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第１０号 

 

亀岡市立病院の使用料及び手数料

に関する条例の一部を改正する条

例 

 

　亀岡市立病院の使用料及び手数料に関する条

例（平成１６年亀岡市条例第１０号）の一部を

次のように改正する。 

 
　第２条第３項中第７号を第８号とし、第３号

から第６号までを１号ずつ繰り下げ、第２号の

次に次の１号を加える。 
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⑶　無痛ＭＲＩ乳がん検診料　２０，０００

円以内で管理者が定める額 
 

　　　附　則 

 

　この条例は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市営特定目的住宅条例の一部を改正する

条例をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第１１号 

 

亀岡市営特定目的住宅条例の一部

を改正する条例 

 

　亀岡市営特定目的住宅条例（昭和４３年亀岡

市条例第１１号）の一部を次のように改正する。 

 

　別表亀岡市曽我部町穴太の項中「８」を

「７」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この条例は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

　亀岡市税条例及び亀岡市都市計画税条例の一

部を改正する条例をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市条例第１２号 

 

亀岡市税条例及び亀岡市都市計画

税条例の一部を改正する条例 

 

　（亀岡市税条例の一部改正） 

第１条　亀岡市税条例（昭和３０年亀岡市条例

第３９号）の一部を次のように改正する。 

　第１８条の３中「種別割」を「軽自動車

税」に改める。 

第１９条中「、第７６条の６第１項」を削

り、同条第２号及び第３号中「第７６条の６

第１項の申告書、」を削る。 

第３２条第３項中「以下この項及び次項並

びに」を「次項及び」に改め、「とい

う。）」の次に「（同号ロに掲げるものを除

く。以下この項において同じ。）」を加える。 

第３４条第２項中「附則第５条の６第２

項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」

に改める。 

第３５条の３第１項ただし書中「及び第　

３５条の４の３第１項」を「並びに第３５条

の４の３第１項及び第２項第４号」に改める。 

第３５条の４の２第１項第２号中「除

き、」を「除く。次条第１項第２号において

同じ。）（」に改め、「。次条第 1 項におい

て同じ」を削り、同条第５項中「次条第４

項」を「次条第５項」に改める。 

第３５条の４の３第１項を次のように改め

る。 

　次に掲げる者（以下この条において「公
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的年金等受給者」という。）は、公的年金

等支払者（所得税法第２０３条の６第１項

に規定する申告書の提出の際に経由すべき

同項に規定する公的年金等（以下この項に

おいて「公的年金等」という。）の支払者

をいう。以下この条において同じ。）から

毎年最初に公的年金等の支払を受ける日の

前日までに、施行規則で定めるところによ

り、次項各号に掲げる事項を記載した申告

書を、当該公的年金等支払者を経由して、

市長に提出しなければならない。 

⑴　所得税法第２０３条の６第１項の規定

により同項に規定する申告書を提出しな

ければならない者 

⑵　法の施行地において公的年金等（所得

税法第２０３条の７の規定の適用を受け

るものを除く。）の支払を受ける第２３

条第１項第１号に掲げる者であって、特

定配偶者（所得割の納税義務者（合計所

得金額が９００万円以下であるものに限

る。）の自己と生計を一にする配偶者

（合計所得金額が９５万円以下であるも

のに限る。）をいう。次号及び次項第３

号において同じ。）（退職手当等（第　

５１条の２に規定する退職手当等に限る。

以下この号において同じ。）に係る所得

を有する者に限る。）又は扶養親族（年

齢１６歳未満の者又は控除対象扶養親族

であって退職手当等に係る所得を有する

者に限る。）若しくは特定親族（退職手

当等に係る所得を有する者であって、合

計所得金額が８５万円以下であるものに

限る。）を有する者 

⑶　法の施行地において公的年金等（所得

税法第２０３条の７の規定の適用を受け

るものに限る。）の支払を受ける第２３

条第１項第１号に掲げる者（当該年中に

支払を受けるべき当該公的年金等の額が

その年最初に当該公的年金等の支払を受

けるべき日の前日の現況において令第　

４８条の９の７の３に定める金額に満た

ない者を除く。）であって、障害者、寡

婦若しくはひとり親に該当する者又は特

定配偶者若しくは扶養親族（年齢１６歳

未満の者又は控除対象扶養親族に限

る。）若しくは特定親族（合計所得金額

が８５万円以下であるものに限る。）を

有する者 

第３５条の４の３第５項中「第３項」を

「第４項」に改め、同項を同条第６項とし、

同条第４項中「第４８条の９の７の３」を

「第４８条の９の８」に改め、同項を同条第

５項とし、同条第３項を同条第４項とし、同

条第２項中「前項」を「第１項」に、「法第

３１７条の３の３第１項の規定による申告書

に」を「同条第１項の規定による申告書に」

に、「法第３１７条の３の３第１項の規定に

よる申告書を提出する」を「同条第１項の規

定による申告書を提出する」に改め、同項を

同条第３項とし、同条第１項の次に次の１項

を加える。 

２　前項の規定による申告書の記載事項は、

次に掲げる事項とする。 

⑴　公的年金等支払者の名称 

⑵　公的年金等受給者が、法第３１４条の

２第１項第６号に規定する特別障害者又

はその他の障害者に該当する場合にはそ

の旨及びその該当する事実並びに寡婦又

はひとり親に該当する場合にはその旨 

⑶　特定配偶者の氏名 

⑷　扶養親族又は特定親族の氏名 

⑸　その他施行規則で定める事項 

第５９条中「土地に」を「土地又は家屋

に 」 に 改 め 、 「 、 家 屋 に あ っ て は　　　　　

２ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を 削 り 、　　　　　　

「 １ ， ５ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 を　　　　　　
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「１，８００，０００円」に改める。 

第７５条第１項を次のように改める。 

　軽自動車税は、軽自動車等に対し、その

所有者に課する。 

第７５条第２項を削り、同条第３項中「種

別割」を「軽自動車税」に、「、第１項」を

「、前項」に、「その使用者に」を「当該軽

自動車等の使用者に軽自動車税を」に改め、

同項ただし書中「これを課さない」を「この

限りでない」に改め、同項を同条第２項とす

る。 

第７５条の２の見出し及び同条中「種別

割」を「軽自動車税」に改める。 

第７６条第１項を次のように改める。 

　軽自動車等の売買契約において売主が当

該軽自動車等の所有権を留保している場合

には、買主を軽自動車等の所有者とみなし

て、軽自動車税を課する。 

第７６条第２項中「三輪以上の軽自動車の

取得者又は」を削り、同条第３項及び第４項

を削る。 

第７６条の３から第７６条の８までを削る。 

第７７条（見出しを含む。）、第７８条

（見出しを含む。）及び第８０条（見出しを

含む。）中「種別割」を「軽自動車税」に改

める。 

第８２条の見出し中「種別割」を「軽自動

車税」に改め、同条第１項中「種別割」を

「軽自動車税」に、「施行規則第３３号の４

の２様式」を「施行規則第３３号の４様式」

に改め、同条第２項及び第３項中「施行規則

第３３号の４の２様式」を「施行規則第３３

号の４様式」に改める。 

第８２条の２の見出し、第８４条（見出し

を含む。）及び第８４条の２（見出しを含

む。）中「種別割」を「軽自動車税」に改め

る。 

第８５条第２項中「第７５条第３項ただし

書」を「第７５条第２項ただし書」に、「種

別割」を「軽自動車税」に改め、同条第７項

中「種別割」を「軽自動車税」に改める。 

附則第６条中「から令和９年度まで」を

「以後」に改める。 

附則第７条の３の前の見出し及び同条を削

る。 

附則第７条の３の２に見出しとして「（個

人の市民税の住宅借入金等特別税額控除）」

を付し、同条第１項中、「令和２０年度」を

「令和２５年度」に、「居住年が平成１１年

から平成１８年まで又は」を「同法第４１条

第１項に規定する居住年が」に、「令和７

年」を「令和１２年」に、「において、前条

第１項の規定の適用を受けないときは、法附

則第５条の４の２第５項」を「には、法附則

第５条の４第５項」に改め、同条第２項中

「附則第７条の３の２第１項」を「附則第７

条の３第１項」に改め、同条を附則第７条の

３とする。 

附則第７条の４中「又は附則第２０条第１

項」を「、附則第１９条の３第１項又は附則

第２０条第１項」に、「附則第５条の６第２

項」を「附則第５条の６第３項又は第４項」

に改める。 

　附則第８条第１項中「令和９年度」を「令

和１２年度」に改め、同条第２項中「、附則

第７条の３の２第１項」を削る。 

附則第９条の２中「附則第７条の２第４

項」の次に「（法附則第７条の３第３項又は

第４項の規定により読み替えて適用される場

合を含む。）」を加える。 

附則第１０条の２第３項中「附則第１５条

第２５項第１号イ」を「附則第１５条第２４

項第１号イ」に改め、同条第４項中「附則第

１５条第２５項第１号ロ」を「附則第１５条

第２４項第１号ロ」に改め、同条第５項中

「附則第１５条第２５項第１号ハ」を「附則
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第１５条第２４項第 1号ハ」に改め、同条第

６項中「附則第１５条第２５項第１号ニ」を

「附則第１５条第２４項第１号ニ」に改め、

同条第７項中「附則第１５条第２５項第２

号」を「附則第１５条第２４項第２号」に改

め、同条第８項中「附則第１５条第２５項第

３号イ」を「附則第１５条第２４項第３号

イ」に改め、同条第９項中「附則第１５条第

２５項第３号ロ」を「附則第１５条第２４項

第３号ロ」に改め、同条第１０項中「附則第

１５条第２５項第３号ハ」を「附則第１５条

第２４項第４号」に改め、同条第１１項から

第１３項までを削り、同条第１４項中「附則

第１５条第２８項」を「附則第１５条第２７

項」に改め、同項を同条第１１項とし、同条

第１５項中「附則第１５条第３２項」を「附

則第１５条第３１項」に改め、同項を同条第

１２項とし、同条第１６項中「附則第１５条

第３６項」を「附則第１５条第３５項」に改

め、同項を同条第１３項とし、同条第１７項

中「附則第１５条第３７項」を「附則第１５

条第３６項」に改め、同項を同条第１４項と

し、同条第１８項中「附則第１５条第４０

項」を「附則第１５条第３９項」に改め、同

項を同条第１５項とし、同条第１９項中「附

則第１５条第４１項」を「附則第１５条第　

４０項」に改め、同項を同条第１６項とし、

同条中第２０項を第１７項とし、第２１項を

第１８項とし、同条に次の１項を加える。 

１９　法附則第１５条の１１第１項に規定す

る市町村の条例で定める割合は３分の１と

する。 

附則第１０条の３第７項中「附則第１２条

第１６項」を「附則第１２条第１７項」に改

め、同条第８項中「附則第１２条第１９項」

を「附則第１２条第２０項」に改め、同条第

９項第４号中「附則第１２条第２３項」を

「附則第１２条第２４項」に改め、同項第６

号中「附則第１２条第２４項」を「附則第　

１２条第２５項」に改め、同条第１０項第５

号及び第１２項第５号中「附則第１２条第　

３１項」を「附則第１２条第３２項」に改め、

同条第１５項中「附則第１２条第１９項」を

「附則第１２条第２０項」に改め、同条第　

１６項中「改修実演芸術公演施設」を「改修

特別特定建築物」に、「高齢者、障害者等の

移動等の円滑化の促進に関する法律施行規則

（平成１８年国土交通省令第１１０号）第　

１０条第２項に規定する通知書の写し及び主

として劇場、音楽堂等の活性化に関する法律

（平成２４年法律第４９号）第２条第２項に

規定する実演芸術の公演の用に供する施設で

ある」を「施行規則附則第７条の２第１項に

規定する補助に係る補助金確定通知書の写し

及び高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促

進に関する法律（平成１８年法律第９１号）

第１４条第１項に規定する建築物移動等円滑

化基準（同条第３項の条例で付加した事項を

含む。）又は同法第１７条第３項第１号に規

定する同法第２条第２０号に規定する建築物

特定施設の構造及び配置に関する基準に適合

する」に改め、同項第３号を次のように改め

る。 

⑶　家屋が高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律施行令（平成　

１８年政令第３７９号）第５条各号に規

定する特別特定建築物（高齢者、障害者

等の移動等の円滑化の促進に関する法律

第１４条第３項の条例で定める同法第２

条第１８号に規定する特定建築物を含

む。）のいずれに該当するかの別 

附則第１５条の２から第１５条の６までを

削る。 

附則第１６条の見出し中「の種別割」を削

り、同条第１項中「法第４４４条第３項に規

定する」を「道路運送車両法第６０条第１項
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後段の規定による」に、「から第４項まで」

を「及び第３項」に改め、「の種別割」を削

り、同条第２項中「令和４年４月１日から令

和８年３月３１日まで」を「令和７年４月１

日から令和１０年３月３１日まで」に改め、

「の種別割」を削り、同条第３項中「法第　

４４６条第１項第３号」を「同項」に改め、

「及び次項」を削り、「令和４年４月１日」

を「令和７年４月１日」に、「当該初回車両

番号指定を受けた日の属する年度の翌年度

分」を「令和８年度分」に改め、「の種別

割」を削り、同条第４項を削る。 

附則第１６条の２の見出し中「の種別割」

を削り、同条第１項中「の種別割」を削り、

「から第４項まで」を「又は第３項」に改め、

同条第２項及び第３項中「の種別割」を削る。 

附則第１６条の３第３項第２号、第１６条

の４第３項第２号及び第１７条第３項第２号

中「、附則第７条の３第１項及び附則第７条

の３の２第１項」を「及び附則第７条の３第

1 項」に改める。 

附則第１７条の２第１項中「令和８年度」

を「令和１１年度」に改め、同条第２項中

「令和８年度」を「令和１１年度」に、「附

則第３４条の２第５項」を「附則第３４条の

２第６項」に、「附則第３４条の２第１０

項」を「附則第３４条の２第１２項」に改め、

同条に次の１項を加える。 

４　第１項（第２項において準用する場合を

含む。）の場合において、所得割の納税義

務者が、租税特別措置法第３１条の２第２

項第１３号から第１５号までに掲げる土地

等の譲渡に該当するものをしたときにおけ

るその譲渡をした土地等がその譲渡をした

時において地すべり等防止法（昭和３３年

法律第３０号）第３条第１項の地すべり防

止区域、急傾斜地の崩壊による災害の防止

に関する法律（昭和４４年法律第５７号）

第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土

砂災害警戒区域等における土砂災害防止対

策の推進に関する法律（平成１２年法律第

５７号）第９条第１項の土砂災害特別警戒

区域又は特定都市河川浸水被害対策法（平

成１５年法律第７７号）第５６条第１項の

浸水被害防止区域内にあるときは、当該土

地等の譲渡は、第１項又は第２項に規定す

る優良住宅地等のための譲渡又は確定優良

住宅地等予定地のための譲渡に該当しない

ものとみなす。 

附則第１８条第５項第２号及び第１９条第

２項第２号中「、附則第７条の３第１項及び

附則第７条の３の２第１項」を「及び附則第

７条の３第１項」に改める。 

附則第１９条の２の次に次の１条を加える。 

（特定暗号資産に係る譲渡所得等に係る個

人の市民税の課税の特例） 

第１９条の３　当分の間、所得割の納税義務

者が前年中に租税特別措置法第３８条の２

第１項に規定する事業所得、譲渡所得又は

雑所得を有する場合には、当該事業所得、

譲渡所得及び雑所得については、第３２条

第１項及び第２項並びに第３３条の規定に

かかわらず、他の所得と区分し、前年中の

当該事業所得の金額、譲渡所得の金額及び

雑所得の金額として令附則第１８条の６の

４で定めるところにより計算した金額（以

下この項において「特定暗号資産に係る譲

渡所得等の金額」という。）に対し、特定

暗号資産に係る課税譲渡所得等の金額（特

定暗号資産に係る譲渡所得等の金額（次項

第１号の規定により読み替えて適用される

第３２条の３の規定の適用がある場合には、

その適用後の金額）をいう。）の１００分

の３に相当する市民税の所得割を課する。 

２　前項の規定の適用がある場合には、次に

定めるところによる。 
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⑴　第３２条の３の規定の適用については、

同条中「総所得金額」とあるのは、「総

所得金額、附則第１９条の３第１項に規

定する特定暗号資産に係る譲渡所得等の

金額」とする。 

⑵　第３３条の４から第３４条の２まで、

第３４条の３第 1項、附則第７条第１項

及び附則第７条の３第１項の規定の適用

については、第３３条の４中「所得割の

額」とあるのは「所得割の額及び附則第

１９条の３第１項の規定による市民税の

所得割の額」と、第３４条第１項前段、

第３４条の２、第３４条の３第１項、附

則第７条第１項及び附則第７条の３第１

項中「所得割の額」とあるのは「所得割

の額並びに附則第１９条の３第１項の規

定による市民税の所得割の額」と、第３

４条第 1 項後段中「所得割の額」とある

のは「所得割の額及び附則第１９条の３

第１項の規定による市民税の所得割の額

の合計額」とする。 

⑶　第３５条の規定の適用については、同

条中「又は山林所得金額」とあるのは

「若しくは山林所得金額又は附則第１９

条の３第１項に規定する特定暗号資産に

係る譲渡所得等の金額」と、「若しくは

山林所得金額」とあるのは「、山林所得

金額若しくは附則第１９条の３第１項に

規定する特定暗号資産に係る譲渡所得等

の金額」とする。 

⑷　附則第５条の規定の適用については、

同条第１項中「山林所得金額」とあるの

は「山林所得金額並びに附則第１９条の

３第１項に規定する特定暗号資産に係る

譲渡所得等の金額」と、同条第２項中

「所得割の額」とあるのは「所得割の額

並びに附則第１９条の３第１項の規定に

よる市民税の所得割の額」とする。 

附則第２０条第２項第２号中「、附則第７

条の３第１項及び附則第７条の３の２第１

項」を「及び附則第７条の３第１項」に改め

る。 

附則第２０条の２第２項第２号及び第５項

第２号並びに第２０条の３第２項第２号及び

第５項第２号中「、第７条の３第１項及び第

７条の３の２第１項」を「及び第７条の３第

１項」に改める。 

　（亀岡市都市計画税条例の一部改正） 

第２条　亀岡市都市計画税条例（昭和３２年亀

岡市条例第２号）の一部を次のように改正す

る。 

　第２条第２項中「あつては」を「あって

は」に改める。 

　第５条第２項中「によつて」を「によっ

て」に改める。 

　附則第２項（見出しを含む。）中「附則第

１５条第３２項」を「附則第１５条第３１

項」に改める。 

　附則第３項（見出しを含む。）中「附則第

１５条第３６項」を「附則第１５条第３５

項」に改める。 

　附則第４項（見出しを含む。）中「附則第

１５条第３７項」を「附則第１５条第３６

項」に改める。 

　附則第５項（見出しを含む。）中「附則第

１５条第４１項」を「附則第１５条第４０

項」に改める。 

　附則第１８項中「第９項、第１３項から第

１７項まで、第１９項、第２０項、第２４項、

第２７項、第３１項から第３３項まで、第　

３６項、第３７項、第４１項若しくは第４４

項」を「第８項、第１２項から第１６項まで、

第１８項、第１９項、第２３項、第２６項、

第３０項から第３２項まで、第３５項、第　

３６項、第４０項若しくは第４３項」に改め、

同項を附則第１９項とする。 



 
亀　岡　市　公　報

32 

第９７５号令和８年４月１５日発行

　附則第１７項中「附則第７項及び第９項」

を「附則第８項及び第１０項」に、「附則第

７項及び第１０項」を「附則第８項及び第　

１１項」に、「附則第８項、第１０項及び第

１１項」を「附則第９項、第１１項及び第　

１２項」に、「附則第１０項から第１２項ま

で」を「附則第１１項から第１３項まで」に、

「附則第１２項」を「附則第１３項」に、

「附則第１３項から第１５項まで」を「附則

第１４項から第１６項まで」に、「附則第　

１４項」を「附則第１５項」に改め、同項を

附則第１８項とする。 

　附則第１６項を附則第１７項とし、附則第

１２項から第１５項までを１項ずつ繰り下げ

る。 

　附則第１１項中「附則第７項」を「附則第

８項」に改め、同項を附則第１２項とする。 

　附則第１０項中「附則第７項」を「附則第

８項」に改め、同項を附則第１１項とする。 

　附則第９項中「附則第７項」を「附則第８

項」に改め、同項を附則第１０項とする。 

　附則第８項を附則第９項とし、附則第７項

を附則第８項とする。 

　附則第６項の見出し中「改修実演芸術公演

施設」を「改修特別特定建築物」に改め、同

項中「改修実演芸術公演施設」を「改修特別

特定建築物」に、「高齢者、障害者等の移動

等の円滑化の促進に関する法律施行規則（平

成１８年国土交通省令第１１０号）第１０条

第２項に規定する通知書の写し及び主として

劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成

２４年法律第４９号）第２条第２項に規定す

る実演芸術の公演の用に供する施設である」

を「施行規則附則第７条の２第１項に規定す

る補助に係る補助金確定通知書の写し及び高

齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関

する法律（平成１８年法律第９１号）第１４

条第１項に規定する建築物移動等円滑化基準

（同条第３項の条例で付加した事項を含

む。）又は同法第１７条第３項第１号に規定

する同法第２条第２０号に規定する建築物特

定施設の構造及び配置に関する基準に適合す

る」に改め、同項第３号を次のように改める。 

⑶　家屋が高齢者、障害者等の移動等の円

滑化の促進に関する法律施行令（平成　

１８年政令第３７９号）第５条各号に掲

げる特別特定建築物（高齢者、障害者等

の移動等の円滑化の促進に関する法律第

１４条第３項の条例で定める同法第２条

第１８号に規定する特定建築物を含

む。）のいずれに該当するかの別 

　附則第６項を第７項とし、第５項の次に次

の１項を加える。 

（法附則第１５条の１１第１項の条例で定

める割合） 

６　法附則第１５条の１１第１項に規定する

市町村の条例で定める割合は３分の１とす

る。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

第１条　この条例は、令和８年４月１日から施

行する。ただし、次の各号に掲げる規定は、

当該各号に定める日から施行する。 

⑴　亀岡市税条例第３５条の３第１項ただし

書、第３５条の４の２及び第３５条の４の

３の改正規定並びに附則第６条の改正規定

及び附則第７条の３の２第１項の改正規定

（「令和２０年度」を「令和２５年度」に

改める部分及び「令和７年」を「令和１２

年」に改める部分に限る。）並びに次条第

１項及び第２項の規定　令和９年１月１日 

⑵　第５９条の改正規定　令和９年４月１日 

⑶　第３４条第２項の改正規定並びに附則第

７条の４の改正規定 
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（「附則第５条の６第２項」を「附則第５

条の６第３項又は第４項」に改める部分に

限る。）、附則第９条の２の改正規定及び

附則第１７条の２の改正規定（同条第１項

及び第２項中「令和８年度」を「令和１１

年度」に改める部分を除く。）並びに次条

第４項の規定　令和１０年１月１日 

　（市民税に関する経過措置） 

第２条　この条例による改正後の亀岡市税条例

（以下「新条例」という。）第３５条の４の

３第１項及び第２項の規定は、前条第１号に

掲げる規定の施行の日以後に支払を受けるべ

き公的年金等について提出する新条例第３５

条の４の３第１項の規定による申告書につい

て適用し、同日前に支払を受けるべき公的年

金等について提出したこの条例による改正前

の亀岡市税条例第３５条の４の３第１項の規

定による申告書については、なお従前の例に

よる。 

２　前条第１号に掲げる規定による改正後の市

税条例附則第７条の３第１項及び第２項の規

定は、市民税の所得割の納税義務者が令和８

年１月１日以後に所得税法等の一部を改正す

る法律（令和８年法律第１２号。以下この項

において「所得税法等改正法」という。）第

７条の規定による改正後の租税特別措置法

（昭和３２年法律第２６号）第４１条第１項

に規定する居住用家屋（同条第　１６項の規

定により同条第１項に規定する居住用家屋と

みなされる同条第１６項に規定する特例居住

用家屋を含む。）若しくは既存住宅（同条第

１７項の規定により同条第１項に規定する既

存住宅とみなされる同条第１７項に規定する

特例既存住宅及び同条第３５項の規定により

同条第１項に規定する既存住宅とみなされる

同条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含

む。）若しくは増改築等をした家屋（同条第

１７項の規定により同条第１項に規定する増

改築等をした家屋とみなされる同条第１７項

に規定する特例増改築等をした家屋を含み、

当該増改築等又は当該特例増改築等に係る部

分に限る。）又は同条第６項に規定する認定

住宅等（同条第１８項の規定により同条第６

項に規定する認定住宅等とみなされる同条第

１８項に規定する特例認定住宅等を含む。）

を同条第１項の定めるところによりその者の

居住の用に供する場合について適用し、市民

税の所得割の納税義務者が同日前に所得税法

等改正法第７条の規定による改正前の租税特

別措置法第４１条第１項に規定する居住用家

屋（同条第２０項の規定により同条第１項に

規定する居住用家屋とみなされる同条第２０

項に規定する特例居住用家屋を含む。）若し

くは既存住宅（同条第３５項の規定により同

条第１項に規定する既存住宅とみなされる同

条第３５項に規定する要耐震改修住宅を含

む。）若しくは増改築等をした家屋（当該増

改築等に係る部分に限る。）又は同条第１０

項に規定する認定住宅等（同条第２１項の規

定により同条第１０項に規定する認定住宅等

とみなされる同条第２１項に規定する特例認

定住宅等を含む。）を同条第１項の定めると

ころによりその者の居住の用に供した場合に

ついては、なお従前の例による。 

３　前条第４号に掲げる規定による改正後の市

税条例附則第７条の４の規定は、同号に掲げ

る規定の施行の日（以下この項及び第５項に

おいて「４号施行日」という。）の属する年

度の翌年度以後の年度分の個人の市民税につ

いて適用し、４号施行日の属する年度分まで

の個人の市民税については、なお従前の例に

よる。 

４　新条例附則第１７条の２第４項の規定は、

市民税の所得割の納税義務者が前条第３号に

掲げる規定の施行の日以後に行う新条例附則

第１７条の２第１項の土地等の譲渡について
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適用する。 

５　新条例附則第１９条の３の規定は、４号施

行日の属する年度の翌年度以後の年度分の個

人の市民税について適用する。 

　（固定資産税に関する経過措置） 

第３条　別段の定めがあるものを除き、新条例

の規定中固定資産税に関する部分は、令和８

年度以後の年度分の固定資産税について適用

し、令和７年度分までの固定資産税について

は、なお従前の例による。 

２　新条例第５９条の規定は、令和９年度以後

の年度分の固定資産税について適用し、令和

８年度分までの固定資産税については、なお

従前の例による。 

３　令和６年４月１日から令和８年３月３１日

までの間に新たに取得された地方税法等の一

部を改正する法律（令和８年法律第２号）第

１条の規定による改正前の地方税法（昭和　

２５年法律第２２６号。次項において「旧

法」という。）附則第１５条第２５項に規定

する特定再生可能エネルギー発電設備に対し

て課する固定資産税については、なお従前の

例による。 

４　平成３０年４月１日から令和８年３月３１

日までの間に旧法附則第１５条の１１第１項

に規定する利便性等向上改修工事が行われた

同項に規定する改修実演芸術公演施設に対し

て課する固定資産税については、なお従前の

例による。 

　（軽自動車税に関する経過措置） 

第４条　新条例の規定中軽自動車税に関する部

分は、令和８年度以後の年度分の軽自動車税

について適用する。 

２　この条例の施行の日前の三輪以上の軽自動

車の取得に対して課する軽自動車税の環境性

能割については、なお従前の例による。 

３　令和７年度以前の年度分の軽自動車税の種

別割については、なお従前の例による。 

（市税条例等の一部を改正する条例の一部改

正） 

第５条　市税条例等の一部を改正する条例（平

成２６年亀岡市条例第１６号）の一部を次の

ように改正する。 

　附則第６条中「の種別割」を削る。 

 

「掲示済」 
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規　則 

 

　亀岡市会計管理者の補助組織設置規則の一部

を改正する規則をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第３号 

 

亀岡市会計管理者の補助組織設置

規則の一部を改正する規則 

 

　亀岡市会計管理者の補助組織設置規則（昭和

４２年亀岡市規則第１０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

　第３条第２項中第９号を第１０号とし、第６

号から第８号までを１号ずつ繰り下げ、第５号

の次に次の１号を加える。 

⑹　公共料金明細サービス（金融機関が引き

落とす料金の請求金額を、事前に確認でき

るサービスをいう。）を利用した支出に係

る支出負担行為及び支出命令に関すること。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 
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　亀岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

 

　　　令和８年３月１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第４号 

 

亀岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則の一部を改正する

規則 

 

　亀岡市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条例施行規則（令和元年亀岡市規則第４５

号）の一部を次のように改正する。 

 

　別表第２を次のように改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

別表第２（第２８条関係）

備考

１ 複数の勤務地を有する者等の支給額は、上記の通勤距離にかかわらず、1日当たり１５０

円とする。

２ （ ）については、自転車、原動機付自転車若しくは二輪自動車を使用する場合の支給額

とする。

通勤距離 １日当たり

上段は１週間当たりの勤務日数
下段は１年間の勤務日数

１日 ２日 ３日 ４日 ５日

48日から
72日まで

73日から
120日まで

121日から
168日まで

169日から
216日まで

217日以上

片道2㎞以上
5㎞未満

円
100

（50）

円
400

（200）

円
800

（400）

円
1,200
（600）

円
1,600
（800）

円
2,000

（1,000）

片道5㎞以上
10㎞未満

200
（100）

840
（420）

1,680
（840）

2,520
（1,260）

3,360
（1,680）

4,200
（2,100）

片道10㎞以上
15㎞未満

350
（170）

1,460
（730）

2,920
（1,460）

4,380
（2,190）

5,840
（2,920）

7,300
（3,650）

片道15㎞以上
20㎞未満

500
（250）

2,080
（1,040）

4,160
（2,080）

6,240
（3,120）

8,320
（4,160）

10,400
（5,200）

片道20㎞以上
25㎞未満

640
（320）

2,700
（1,350）

5,400
（2,700）

8,100
（4,050）

10,800
（5,400）

13,500
（6,750）

片道25㎞以上
30㎞未満

790
（390）

3,320
（1,660）

6,640
（3,320）

9,960
（4,980）

13,280
（6,640）

16,600
（8,300）

片道30㎞以上
35㎞未満

940
（470）

3,940
（1,970）

7,880
（3,940）

11,820
（5,910）

15,760
（7,880）

19,700
（9,850）

片道35㎞以上
40㎞未満

1,090
（540）

4,560
（2,280）

9,120
（4,560）

13,680
（6,840）

18,240
（9,120）

22,800
（11,400）

片道40㎞以上
1,230
（610）

5,180
（2,590）

10,360
（5,180）

15,540
（7,770）

20,720
（10,360）

25,900
（12,950）
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　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　通勤手当支給規則の一部を改正する規則をこ

こに公布する。 

 

　　　令和８年３月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第５号 

 

通勤手当支給規則の一部を改正す

る規則 

 

　通勤手当支給規則（昭和３３年亀岡市規則第

１４号）の一部を次のように改正する。 

 

　第３条第１項第２号中「若しくは通勤方法を

変更し」を「、通勤方法若しくは条例第１２条

第３項に規定する駐車場（以下「駐車場」とい

う。）を変更し、駐車場の利用を開始し、若し

くは終了し」に改め、「運賃等の額」の次に

「若しくは駐車場の利用料金」を加える。 

　第４条中「確認し」の次に「、又は第１２条

に定める駐車場たる要件を具備していること及

び駐車場の料金を証明する書類の提出を求める

等の方法により確認し」を加える。 

　第８条第１項第１号中「条例第１２条第６

項」を「条例第１２条第７項」に改める。 

　第１０条第２号中「同条第２項第２号に定め

る額」の次に「（駐車場を利用し、その料金を

負担することを常例とする職員（次号において

「駐車場等利用職員」という。）にあっては、

その額に同条第３項に定める額を加算した

額）」を加え、「同項第１号」を「同条第２項

第１号」に改め、同条第３号中「同条第２項第

２号に定める額」の次に「（駐車場等利用職員

にあっては、その額に同条第３項に定める額を

加算した額）」を加え、「同項第２号」を「同

条第２項第２号」に改める。 

　第１１条第２号ただし書中「除く。」の次に

「（以下「自転車」という。）」を加える。 

　第１８条を第２１条とし、第１７条を第２０

条とする。 

　第１６条第１項中「第１３条第１項」を「第

１６条第１項」に改め、同条を第１９条とする。 

　第１５条第１項中「条例第１２条第６項」を

「条例第１２条第７項」に改め、同条を第１８

条とする。 

　第１４条第１項中「条例第１２条第５項」を

「条例第１２条第６項」に改め、同項第２号中

「若しくは通勤方法を変更し」を「、通勤方法

若しくは駐車場を変更し、駐車場の利用を開始

し、若しくは終了し」に、「運賃等の額」を

「運賃等の額若しくは駐車場の料金」に改め、

同項第３号中「第１６条第２項」を「第１９条

第２項」に改め、同条第２項中「条例第１２条

第５項」を「条例第１２条第６項」に改め、同

項第２号中「第１２条第４項第１号又は第２

号」を「第１５条第４項第１号又は第２号」に

改め、同条第３項中「条例第１２条第５項」を

「条例第１２条第６項」に改め、同条を第１７

条とする。 

　第１３条を第１６条とする。 

　第１２条第１項中「第１７条」を「第２０

条」に改め、同条第４項中「条例第１２条第４

項」を「条例第１２条第５項」に改め、同項第

２号中「及び同号に定める額」を「、同号に定

める額及び同条第３項に定める額」に改め、同

条を第１５条とする。 
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　第１１条の次に次の３条を加える。 

　（駐車場の要件） 

第１２条　条例第１２条第３項で定める駐車場

の要件は、次の各号のいずれにも該当するこ

ととする。 

⑴　勤務公署の周辺又は第４条の規定に基づ

き決定し、若しくは改定する手当額の基礎

となる経路若しくはこれに準ずるものとし

て市長の定める経路上にある交通機関の駅、

停留所等の周辺にある施設であること。 

⑵　職員が自転車を駐車するために使用する

施設（自転車以外の自動車等の駐車のため

の部分と、自転車の駐車のための部分が同

一の施設にある場合は、当該自転車の駐車

のための部分に限る。）でないこと。 

⑶　その利用について職員の配偶者若しくは

条例第１０条に規定する扶養親族に料金を

支払うこととなる施設又はこれに準ずるも

のとして市長が定める施設でないこと。 

２　前項に規定する要件を満たさない場合で　

あって、自動車等の駐車のための施設の状況、

職員の事情により、駐車場等に係る通勤手当

を支給しないことが著しく不適当であると市

長が認めるときは、同項の規定にかかわらず、

市長が別に定める要件とする。 

（駐車場に係る通勤手当が支給されない職員） 

第１３条　第１０条第３号に掲げる職員につい

ては、条例第１２条第３項の適用を除外する。 

　（駐車場に係る通勤手当の額） 

第１４条　条例第１２条第３項で定める「１箇

月当たりの駐車料金の額に相当する額」は、

次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各

号に定める額とする。 

⑴　一の駐車場を利用する場合　次のアから

ウまでに掲げる区分に応じ、それぞれアか

らウまでに定める額 

ア　月を単位として駐車場の料金が定めら

れている場合　当該料金の額 

イ　駐車場の料金を定める期間（月又は年

によって定めた期間に限る。）が２以上

の月にわたる場合　当該料金の額をその

わたる月の数で除した額（その額に１円

未満の端数があるときは、その端数を切

り捨てた額） 

ウ　ア及びイに掲げる場合以外の場合　市

長が定める額 

⑵　二以上の駐車場を利用する場合　それぞ

れの駐車場等について前号アからウまでに

定める額を合計した額 

　別記様式を次のように改める。 

 

【別記様式　省略】 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市財務規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

 

　　　令和８年３月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第６号 

 

亀岡市財務規則の一部を改正する

規則 

 

　亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１

号）の一部を次のように改正する。 
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　第６０条の次に次の１条を加える。 

　（支出の調査決定の例外） 

第６０条の２　前条の規定にかかわらず、公共

料金明細サービス（金融機関が引き落とす料

金の請求金額を事前に確認できるサービスを

いう。以下同じ。）を受けて支払う場合は、

前条第１項の規定による調査及び支出の決定

を集合してすることができる。 

　第６２条中「第６０条」を「第６０条及び第

６０条の２」に改める。 

　第６４条に次の１号を加える。 

⑺　公共料金明細サービスを受けて支払う経

費 

　第９４条を次のように改める。 

　（口座自動振替払） 

第９４条　前条の規定にかかわらず、公共料金

明細サービスを受けて支払う経費は、債権者

が指定した期日に債権者の請求金額を指定金

融機関が市の預金口座から債権者の預金口座

に振り替える方法により支払うことができる。 

２　前項の規定による支払に係る支出負担行為

の確認及び支出命令に係る事務は、会計担当

課長が行うものとする。 

３　第１項の支払に係る当該歳出予算を所管す

る各部課等の長は、予算の適正な管理に努め、

必要に応じ適切な処理をしなければならない。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市財務規則の一部を改正する規則をここ

に公布する。 

 

　　　令和８年３月１０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第７号 

 

亀岡市財務規則の一部を改正する

規則 

 

　亀岡市財務規則（昭和４０年亀岡市規則第１

号）の一部を次のように改正する。 

 

　第１２１条第１項第１号中「３００，０００

円 」 を 「 ６ ０ ０ ， ０ ０ ０ 円 」 に 、　　　　　

「５００，０００円」を「１，０００，０００

円」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市事務分掌規則等の一部を改正する規則

をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第８号 

 

亀岡市事務分掌規則等の一部を改

正する規則 
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（亀岡市事務分掌規則の一部改正） 

第１条　亀岡市事務分掌規則（平成１２年亀岡市規則第２号）の一部を次のように改正する。 

　別表第１政策企画部の部企画調整課の項中「ＳＤＧｓ・企画推進係」を「未来戦略推進係」に

改め、同表生涯学習部の部を次のように改める。 

 

　別表第１産業観光部の部農林振興課の項中「営農推進係　担い手支援係　有機・食農推進係」

を「農業振興係　食と農の未来創造係」に改め、同表まちづくり推進部の部都市計画課の項中

「開発指導係　開発許可係」を「開発係」に改める。 

　別表第２生涯学習部の項中「人権啓発課」を「市民力推進課」に改める。 

　別表第３生涯学習部の部人権啓発課の項及び市民力推進課の項を次のように改める。 

 

 生涯学習部 市民力推進課 市民活動推進係

 人権啓発課 啓発振興係　男女共同参画推進係

 文化芸術課 文化振興係　文化財係

 生涯スポーツ課 生涯スポーツ係

 市民力推進課 生涯学習に係る総合企画及び調整に関すること。

 生涯学習に係る調査及び研究に関すること。

 生涯学習推進審議会に関すること。

 市民協働及び市民活動に係る総合調整及び推進に関すること。

 ガレリアかめおかに関すること。

 交流会館に関すること。

 生涯学習かめおか財団との連絡調整に関すること。

 京都市西京区・亀岡市住民交流推進協議会に関すること。

 部の総務担当課事務に関すること。

 人権啓発課 人権施策に係る総合企画及び調整に関すること。

 人権問題の調査研究に関すること。

 人権擁護委員に関すること。

 人権啓発活動の推進に関すること。

 人権相談に関すること。

 人権啓発資料の収集、作成及び活用に関すること。

 他の部及び課に属さない人権問題に関すること。

 地域振興（他の部課等の所管に属するものを除く。）に関する
こと。

 文化センター及び児童館に関すること。

 隣保事業の届出に関すること。

 住宅新築資金等貸付事業管理組合との連絡調整に関すること。

 男女共同参画社会実現に係る総合企画及び調整に関すること。

 男女共同参画に係る調査研究及び情報の収集に関すること。

 男女共同参画に係る啓発及び施策の推進に関すること。

 その他男女共同参画に関すること。
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　別表第３市民生活部の部保険医療課の項中 

「保険給付及び葬祭費等の支給申請の受付に関すること。 

　高齢者医療に関すること。 

　京都府後期高齢者医療広域連合との連絡調整に関すること。」 

を 

「後期高齢者医療保険給付及び葬祭費等の支給申請の受付に関すること。 

　福祉医療（高齢者）に関すること。 

　京都府後期高齢者医療広域連合に関すること。　　　　　　　　　　　」 

に改め、同表こども未来部の部保育課の項中 

「その他保育に関すること。　　　　」を 

「その他保育に関すること。 

　乳児等通園支援事業に関すること。」 

に改め、同表産業観光部の部商工観光課の項中 

「商工団体の指導育成及び連絡調整に関すること。」を 

「商工団体の指導育成及び連絡調整に関すること。 

　地域商社に関すること。　　　　　　　　　　　」に改める。 

　（亀岡市文書取扱規則の一部改正） 

第２条　亀岡市文書取扱規則（平成１３年亀岡市規則第２７号）の一部を次のように改正する。 

　別表第１中 

「 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　を 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

「 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

（亀岡市上下水道事業における地方公営企業法第３９条第２項の規定に基づき市長が定める職に

関する規則の一部改正） 

第３条　亀岡市上下水道事業における地方公営企業法第３９条第２項の規定に基づき市長が定める

職に関する規則（昭和４２年亀岡市規則第５号）の一部を次のように改正する。 

　本則第６号中「、水道経営係長及び下水道経営係長」を「及び経営係長」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

「掲示済」 

 生涯学習部

 人権啓発課 人権

 市民力推進課 市推

 生涯学習部

 市民力推進課 市推

 人権啓発課 人権
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　亀岡市会計管理者の補助組織設置規則の一部

を改正する規則をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第９号 

 

亀岡市会計管理者の補助組織設置

規則の一部を改正する規則 

 

　亀岡市会計管理者の補助組織設置規則（昭和

４２年亀岡市規則第１０号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

　第３条第２項中第９号を第１０号とし、第５

号から第８号までを１号ずつ繰り下げ、第４号

の次に次の１号を加える。 

⑸　収入印紙の売りさばきに関すること。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　カーシェルター野水設置条例施行規則をここ

に公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１０号 

 

カーシェルター野水設置条例施行

規則 

 
　（趣旨） 

第１条　この規則は、カーシェルター野水設置

条例（令和８年亀岡市条例第４号。以下「条

例」という。）の施行に関し必要な事項を定

めるものとする。 

　（使用許可の申請） 

第２条　条例第６条第１項の規定によりカー　

シェルター野水（車中避難場所）（以下　

「カーシェルター」という。）の使用の許可

を受けようとする者は、カーシェルター野水

使用許可申請書（別記第１号様式。以下「使

用許可申請書」という。）を市長に提出しな

ければならない。 

２　前項の使用許可申請書の提出期間は、使用

しようとする日前２月から１４日までの期間

とする。ただし、やむを得ない事情があるも

のとして市長が認めた場合は、この限りでな

い。 

　（使用の許可） 

第３条　市長は、条例第６条第２項に規定する

カーシェルターの使用の許可（以下「使用許

可」という。）をするときは、カーシェル　

ター野水使用許可書（別記第２号様式。以下

「使用許可書」という。）を前条に規定する

申請をした者に対し交付するものとする。 

２　前項の規定により使用許可書の交付を受け

た者（以下「使用者」という。）は、市長か

ら提示を求められたときは、これを提示しな

ければならない。 

　（使用許可内容の変更） 

第４条　使用者は、使用許可を受けた内容を変

更しようとする場合は、カーシェルター野水

使用許可内容変更申請書（別記第３号様式）

を市長に提出しなければならない。 

２　市長は、前項の規定による申請があったと
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きは、その内容について承認の可否を決定し、

カーシェルター野水使用許可内容変更承認可

否通知書（別記第４号様式）を当該申請をし

た者に対し交付するものとする。 

　（申出による使用許可の取消し） 

第５条　使用者は、自らの都合により使用許可

の取消しを受けようとするときは、カーシェ

ルター野水使用許可取消届（別記第５号様

式）に第３条第１項の規定により交付された

使用許可書を添えて市長に提出しなければな

らない。 

２　市長は、前項の規定による申請について承

認するときは、カーシェルター野水使用許可

取消承認通知書（別記第６号様式）を当該申

請をした者に対し交付するものとする。 

　（目的外使用許可の申請） 

第６条　条例第１０条の規定によりカーシェル

ターの目的外使用の許可を受けようとする者

は、カーシェルター野水目的外使用許可申請

書（別記第７号様式。以下「目的外使用許可

申請書」という。）を市長に提出しなければ

ならない。 

２　前項の目的外使用許可申請書の提出期間は、

使用しようとする日前２月から１４日までの

期間とする。ただし、やむを得ない事情があ

るものとして市長が認めた場合は、この限り

でない。 

　（目的外使用の許可） 

第７条　市長は、条例第１０条の規定に基づき

カーシェルターの目的外使用の許可（以下

「目的外使用許可」という。）をするときは、

目的外使用料の納付があった後、カーシェル

ター野水目的外使用許可書（別記第８号様式。

以下「目的外使用許可書」という。）を前条

に規定する申請をした者に対し交付するもの

とする。 

２　前項の規定により目的外使用許可書の交付

を受けた者（以下「目的外使用者」とい

う。）は、市長から提示を求められたときは、

これを提示しなければならない。 

　（目的外使用許可内容の変更） 

第８条　目的外使用者は、目的外使用許可を受

けた内容を変更しようとする場合は、カー　

シェルター野水目的外使用許可内容変更申請

書（別記第９号様式）を市長に提出しなけれ

ばならない。 

２　市長は、前項の規定による申請があったと

きは、その内容について承認の可否を決定し、

カーシェルター野水目的外使用許可内容変更

承認可否通知書（別記第１０号様式）を当該

申請をした者に対し交付するものとする。 

　（申出による目的外使用許可の取消し） 

第９条　目的外使用者は、自らの都合により目

的外使用許可の取消しを受けようとするとき

は、カーシェルター野水目的外使用許可取消

届（別記第１１号様式）に第７条第１項の規

定により交付された目的外使用許可書を添え

て市長に提出しなければならない。 

２　市長は、前項の規定による申請について承

認するときは、カーシェルター野水目的外使

用許可取消承認通知書（別記第１２号様式）

を当該申請をした者に対し交付するものとす

る。 

　（使用許可の順位） 

第１０条　使用許可及び目的外使用許可の順位

は、使用許可申請書又は目的外使用許可申請

書を受理した順による。ただし、市長が公益

上特に必要があると認めるときは、この限り

でない。 

　（使用上の遵守事項） 

第１１条　条例第８条第５号に規定する規則で

定める事項は、次に掲げる事項とする。 

⑴　災害対策の措置が講じられたときは、直

ちに利用を中止すること。 

⑵　条例第４条各号に規定する行為を行わな

いこと。 
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⑶　使用後は環境美化に努め、ごみ等を持ち

帰ること。 

⑷　その他カーシェルターを保全し、他人の

迷惑にならないようにするため、市長が指

示する事項に従うこと。 

　（目的外使用料の納入） 

第１２条　第７条の規定によりカーシェルター

の目的外使用許可を受ける者は、目的外使用

料の全額を一括して当該使用期間の開始日前

７日までに納入しなければならない。ただし、

特に市長が認めるもの並びに条例別表備考に

規定する電気、水道及び下水道の使用料につ

いては、この限りでない。 

　（目的外使用料の減免） 

第１３条　条例第１２条の規定により目的外使

用料を減額し、又は免除することができる場

合及びその額は、次のとおりとする。 

⑴　災害その他緊急やむを得ない事態の発生

により応急用の施設として使用する場合　 

全額 

⑵　他の地方公共団体又はその他の公共団体

において、公用若しくは公共用に供する使

用であって、特に必要があると認める場合 

　目的外使用許可ごとに市長が定める額 

⑶　前２号に定める場合のほか、公益上特に

必要があると認める場合　目的外使用許可

ごとに市長が定める額 

２　前項の規定により目的外使用料の減額又は

免除を受けようとする者は、カーシェルター

野水目的外使用料減免申請書（別記第１３号

様式）を目的外使用許可申請書に添付しなけ

ればならない。 

　（目的外使用料の還付） 

第１４条　条例第１３条ただし書の規定により

目的外使用料を還付する場合は、次のとおり

とする。 

⑴　市において公用又は公共用に供する必要

が生じ、その使用の許可を取り消し、又は

その使用を停止したとき。 

⑵　目的外使用者の申請により使用の中止を

認めたとき。 

⑶　災害その他使用者の責めに帰することが

できない理由により使用の開始又は継続が

できなくなったとき。 

２　前項の規定により還付することができる目

的外使用料の額は、使用許可期間の残存期間

の目的外使用料に相当する額とする。 

　（施設の破損等の届出） 

第１５条　使用者又は目的外使用者は、カー　

シェルターの施設又は附帯設備等を破損し、

汚損し、又は滅失したときは、直ちに市長に

届け出て、その指示に従わなければならない。 

　（委任） 

第１６条　この規則に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、公布の日から施行する。 

 
【別記様式　省略】 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市社会体育施設条例施行規則の一部を改

正する規則をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１１号 
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亀岡市社会体育施設条例施行規則

の一部を改正する規則 

 

　亀岡市社会体育施設条例施行規則（平成２６

年亀岡市規則第１０号）の一部を次のように改

正する。 

 

　第２条第１項中「条例第４条第１項」を「条

例第５条第１項」に改める。 

　第３条第１項中「条例第４条」を「条例第５

条第１項」に改める。 

　第７条の見出し中「使用料」の次に「及び目

的外使用料」を加え、同条第１項中「条例第９

条」を「条例第１０条及び第１４条」に改め、

「使用料」の次に「及び目的外使用料」を加え、

同条第２項中「規定により使用料」の次に「及

び目的外使用料」を加える。 

　第８条第１項中「条例第１０条ただし書」を

「条例第１１条ただし書」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

施行規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１２号 

 

亀岡市職員の勤務時間、休暇等に

関する条例施行規則の一部を改正

する規則 

 

　亀岡市職員の勤務時間、休暇等に関する条例

施行規則（平成２１年亀岡市規則第７号）の一

部を次のように改正する。 

 

　第１７条の４第１項中「１時間（使用時間が

１時間を超える場合は１５分）」を「１時間又

は１５分」に改め、同条第２項を削り、同条第

３項中「１時間」を「１時間又は１５分」に改

め、同項を同条第２項とする。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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　亀岡市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布す

る。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１３号 

 

亀岡市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則の一部を改正する規則 

 

　亀岡市会計年度任用職員の勤務時間、休暇等に関する規則（令和元年亀岡市規則第４４号）の一

部を次のように改正する。 

 

　第１３条第２項中「１時間（使用時間が１時間を超える場合は１５分）」を「１時間又は１５

分」に改める。 

　第１４条第３項中「１０の項、１２の項、１３の項、１５の項、１８の項から２１の項」を　

「１１の項、１３の項、１４の項、１６の項、１９の項、２１の項から２３の項」に改め、同条第

４項中「１５の項及び１８の項から２１の項」を「１６の項、１９の項及び２１の項から２３の

項」に改める。 

　第１７条中「１６の項及び１７の項」を「１７の項及び１８の項」に改める。 

　別表第３中２１の項を２３の項とし、２０の項を２２の項とし、１９の項を２１の項とし、同項

の前に次の１項を加える。 

 ２０　生後満１年に達しない子を育てる会計

年度任用職員が、その子の保育のために必

要と認められる授乳等を行う場合

１日２回それぞれ３０分以内で必要とする期

間（男性の会計年度任用職員にあっては、そ

の子の当該会計年度任用職員以外の親（当該

子について民法（明治２９年法律第８９号）

第８１７条の２第１項の規定により特別養子

縁組の成立について家庭裁判所に請求した者

（当該請求に係る家事審判事件が裁判所に係

属している場合に限る。）であって当該子を

現に監護するもの又は児童福祉法（昭和２２

年法律第１６４号）第２７条第１項第３号の

規定により当該子を委託されている同法第６

条の４第２号に規定する養子縁組里親である

者若しくは同条第１号に規定する養育里親で

ある者（同法第２７条第４項に規定する者の

意に反するため、同項の規定により、同法第

６条の４第２号に規定する養子縁組里親とし
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　別表第３中１８の項を１９の項とし、８の項から１７の項までを１項ずつ繰り下げ、７の項の次

に次の１項を加える。 

 

　別表第４を次のように改める。 

別表第４（第１４条関係） 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 て委託することができない者に限る。）を含

む。）が当該会計年度任用職員がこの項の休

暇を使用しようとする日におけるこの項の休

暇（これに相当する休暇を含む。）を承認さ

れ、又は労働基準法（昭和２２年法律第４９

号）第６７条の規定により同日における育児

時間を請求した場合は、１日２回それぞれ　

３０分から当該承認又は請求に係る各回ごと

の期間を差し引いた期間を超えない期間）

 
８　会計年度任用職員が骨髄移植のための骨

髄若しくは末梢血幹細胞移植のための末梢

血幹細胞の提供希望者としてその登録を実

施する者に対して登録の申出を行い、又は

配偶者、父母、子及び兄弟姉妹以外の者

に、骨髄移植のため骨髄若しくは末梢血幹

細胞移植のため末梢血幹細胞を提供する場

合で、当該申出又は提供に伴い必要な検

査、入院等をする場合

その都度必要と認められる期間

 事由 期間

 １　生理のため勤務することが著し

く困難である場合

１回について２日以内で必要とする期間

 ２　会計年度任用職員が公務によら

ない負傷又は疾病のため療養する

必要があり、その勤務しないこと

がやむを得ないと認められる場合

９０日（結核性の疾病の場合にあっては、１８０日）

以内で必要と認められる期間
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　亀岡市職員互助会規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１４号 

 

亀岡市職員互助会規則の一部を改

正する規則 

 

　亀岡市職員互助会規則（昭和３４年亀岡市規

則第６号）の一部を次のように改正する。 

 

　第３条中第４号を削り、第５号を第４号とし、

第６号を第５号とする。 

　第７条中「給料の月額の１００分の１．２」

を「月額５，０００円」に改める。 

　第９条第４項中「、亀岡市職員連絡会」を削

る。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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　初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１５号 

 

初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則の一部を改正する規則 

 

　初任給、昇給、昇格等の基準に関する規則（昭和３５年亀岡市規則第１号）の一部を次のように

改正する。 

 

　第３条中 

「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

 ４級 １　主幹の職務 

２　副所長の職務（みらい教育リサーチセンター副所長を除

く。） 

３　副園長の職務 

４　かめおか乳幼児教育センター所長の職務 

５　事務局次長の職務（議会事務局次長、選挙管理委員会事

務局次長、監査委員事務局次長及び公平委員会事務局次長

を除く。）

 ５級 １　所長の職務（かめおか乳幼児教育センター所長、消費生

活センター所長、川東保育所長、中部保育所長、第六保育

所長、学校給食センター所長及びみらい教育リサーチセン

ター所長を除く。） 

２　園長の職務（保津こども園長を除く。） 

３　館長の職務（図書館長を除く。） 

４　副館長の職務 

５　みらい教育リサーチセンター副所長の職務 

６　選挙管理委員会事務局次長の職務 

７　監査委員事務局次長の職務 

８　公平委員会事務局次長の職務

 ６級 １　消費生活センター所長の職務 

２　川東保育所長、中部保育所長及び第六保育所長の職務 

３　保津こども園長の職務 

４　教育部次長の職務 

５　学校給食センター所長の職務 

６　図書館長の職務 

７　みらい教育リサーチセンター所長の職務 

８　事務局長の職務（議会事務局長を除く。） 

９　議会事務局次長の職務
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を 

「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

に改める。 

　別表第５を次のように改める。 

 

【別表　省略】 

 

　別表第６を次のように改める。 

 

【別表　省略】 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 ４級 １　主幹の職務 

２　副所長の職務 

３　副園長の職務 

４　かめおか乳幼児教育センター所長の職務 

５　事務局次長の職務（議会事務局次長、監査委員事務局次

長及び公平委員会事務局次長を除く。）

 ５級 １　所長の職務（かめおか乳幼児教育センター所長、消費生

活センター所長、中部保育所長、第六保育所長及び学校給

食センター所長を除く。） 

２　園長の職務 

３　館長の職務（文化資料館長及び図書館長を除く。） 

４　副館長の職務 

５　監査委員事務局次長の職務 

６　公平委員会事務局次長の職務

 ６級 １　文化資料館長 

２　消費生活センター所長の職務 

３　健康福祉部次長の職務 

４　中部保育所長及び第六保育所長の職務 

５　教育部次長の職務 

６　学校給食センター所長の職務 

７　図書館長の職務 

８　事務局長の職務（議会事務局長を除く。） 

９　議会事務局次長の職務
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　管理職手当支給規則の一部を改正する規則を

ここに公布する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１６号 

 

管理職手当支給規則の一部を改正

する規則 

 

　管理職手当支給規則（昭和３４年亀岡市規則

第７号）の一部を次のように改正する。 

 

　別表第２中 

「 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　を 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　」 

「 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　」 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この規則は、令和８年４月１日から施行す

る。 

（条例附則第２項の規定の適用を受ける職員

に関する読替え） 

２　条例附則第２項の規定の適用を受ける職員

に対するこの規則による改正後の管理職手当

支給規則第３条の適用については、別表第２

中 「 ９ ７ ， ７ ０ ０ 円 」 と あ る の は 、　　　

「１３９，５００円」とする。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市税条例施行規則の一部を改正する規則

をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１７号 

 

亀岡市税条例施行規則の一部を改

正する規則 

 

　亀岡市税条例施行規則（昭和６０年亀岡市規

則第１７号）の一部を次のように改正する。 

 

　第１６条第２項中「種別割」及び「（種別

割）」を削る。 

　第１７条中「第４６３条の５、第４６３条の

２５」を「第４５８条」に改める。 

　第３８条の見出し中「種別割」を「軽自動車

税」に改め、同条中「による種別割」を「によ

 ９７，７００円

 ９０，７００円

 ７９，２００円

 ６７，７００円

 ５６，１００円

 ４９，０００円

 ７３，８００円

 ６２，８００円

 ５２，０００円

 ４５，４００円

 ８９，５００円

 ８３，９００円

 ７３，７００円

 ６３，３００円

 ５２，９００円

 ４６，７００円

 ７０，４００円

 ６０，５００円

 ５０，６００円

 ４４，６００円
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る軽自動車税」に改め、「（種別割）」を削る。 

　第４０条の見出し中「種別割」を「軽自動車

税」に改め、同条第３項中「（種別割）」を削

る。 

　第４１条の見出し中「種別割」を「軽自動車

税」に改め、同条第３項中「（種別割）」を削

る。 

　第４２条（見出しを含む。）中「種別割」を

「軽自動車税」に改める。 

　第４４条の見出し中「種別割」を削り、同条

中「（種別割）」を削る。 

　別記様式目次中「（種別割）」を削る。 

　別記第５号様式、別記第３２号様式、別記第

５９号様式（その１）、別記第５９号様式（そ

の２）、別記第６１号様式、別記第６２号様式

中「（種別割）」を削る。 

　別記第６３号様式の２備考中「条例第７７条

第１号ア」を「条例第７７条第１号ア及びウ」

に、「条例第７７条第１号ウ」を「条例第７７

条第１号エ」に、「条例第７７条第１号エ」を

「条例第７７条第１号オ」に改める。 

　別記第６４号様式中「（種別割）」を削る。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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　亀岡市営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市規則第１８号 

 

亀岡市営住宅管理条例施行規則の一部を改正する規則 

 

　亀岡市営住宅管理条例施行規則（平成９年亀岡市規則第４０号）の一部を次のように改正する。 

 

　別表第１中 

「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

を 

「 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」 

に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 団地名 構　　　造 戸数 戸当たり専用床面積 竣工年月 建設年度

 平和台住宅 準耐火構造（二階建て） 5戸 46.00㎡ 昭和29年12月 昭和28年度

 〃 準耐火構造（二階建て） 5　 46.00　 昭和30年9月 昭和29年度

 〃 木造（平屋建て） 2　 34.70　 昭和29年11月 〃

 団地名 構　　　造 戸数 戸当たり専用床面積 竣工年月 建設年度

 平和台住宅 準耐火構造（二階建て） 5戸 46.00㎡ 昭和30年9月 昭和29年度

 〃 木造（平屋建て） 1　 34.70　 昭和29年11月 〃
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告　示 

 

　亀岡市告示第２０号 

 

　亀岡市乳児等通園支援事業実施要綱を次のよ

うに定める。 

 

　　　令和８年３月４日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市乳児等通園支援事業実施要

綱 

 

　（趣旨） 

第１条　この要綱は、児童福祉法（昭和２２年

法律第１６４号。以下「法」という。）第　

３４条の１５第１項及び第２項に規定する乳

児等通園支援事業（以下「事業」という。）

の実施について、亀岡市乳児等通園支援事業

の設備及び運営の基準に関する条例（令和７

年亀岡市条例第３７号）及び亀岡市乳児等通

園支援事業の実施に関する規則（令和７年亀

岡市規則第４１号。以下「規則」という。）

に定めるもののほか、必要な事項を定めるも

のとする。 

　（定義） 

第２条　この要綱において、次の各号に掲げる

用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

⑴　認定こども園・保育所・幼稚園　子ど

も・子育て支援法（平成２４年法律第６５

号）第７条第４項に規定する認定こども園、

保育所及び幼稚園をいう。 

⑵　小規模保育事業所　法第６条の３第１０

項に規定する小規模保育事業を行う事業所

をいう。 

⑶　企業主導型保育事業所　子ども・子育て

支援法施行令（平成２６年政令第２１３

号）第１条に規定する施設をいう。 

⑷　認可外保育施設　法第５９条の２第１項

の規定に基づく届出をした施設をいう。 

⑸　市立保育所等　亀岡市立認定こども園条

例（令和元年亀岡市条例第５３号）第３条

に定める亀岡市立認定こども園及び亀岡市

立保育所条例（昭和３０年亀岡市条例第　

５１号）第２条に定める亀岡市立保育所を

いう。 

⑹　私立保育所等　社会福祉法人その他の法

人が経営する市内に所在する認定こども

園・保育所・幼稚園、小規模保育事業所、

企業主導型保育事業所及び認可外保育施設

をいう。 

⑺　実施園　市長が指定した市立保育所等及

び法第３４条の１５第２項の規定に基づき

市長の認可を受けた私立保育所等をいう。 

⑻　施設長　実施園の施設長をいう。 

⑼　一般型乳児等通園支援事業　乳児等通園

支援事業の設備及び運営に関する基準（令

和７年内閣府令第１号。以下「設備運営基

準」という。）第２０条第２項に規定する

一般型乳児等通園支援事業をいう。 

⑽　余裕活用型乳児等通園支援事業　設備運

営基準第２０条第３項に規定する余裕活用

型乳児等通園支援事業をいう。 

　（実施方法等） 

第３条　実施園は、事業を実施するに当たって

は、国要綱（「乳児等通園支援事業（こども

誰でも通園制度）の実施について」（令和７

年３月３１日こ成保第２５７号こども家庭庁

成育局長）の別紙に定める「乳児等通園支援

事業（こども誰でも通園制度）実施要綱」を

いう。）及びこの要綱を遵守しなければなら

ない。 

２　実施園は、当該施設の開所時間の範囲内に
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おいて、１回当たり１時間以上の利用可能枠

を定めるものとする。 

３　実施園は、利用可能枠の範囲内において利

用の申込みがあった場合には、当該児童の受

入れをしなければならない。ただし、職員配

置及び事業所の機能等の正当な理由により事

業の提供が困難であると施設長が判断した場

合には、受入れをしないことができる。 

４　実施場所は、実施園内とする。 

５　実施園は、第２項で定めた利用可能枠につ

いて定員及び受入年齢を設定するものとする。 

６　実施日数は、事業の利用ニーズや受入体制

を考慮し、適切に設定するものとする。 

７　実施園は、初回利用の前に、保護者と面談

を行い、制度の意義や利用に当たっての基本

的事項の伝達を行うとともに、児童の特徴や

保護者の意向等を把握するものとする。 

８　実施園は、慣れるまで時間のかかる児童に

対する対応として、利用の初期に親子通園を

させることができる。ただし、親子通園の長

期化その他児童の育ちの妨げになることがな

いよう留意しなければならない。 

９　実施園は、集団における児童の育ちに着目

した支援計画を必要に応じて作成し、日々の

保育の状況を記録する。 

１０　実施園は、児童を養育する保護者に対し

て、必要に応じて面談や子育てに係る助言等

を行うものとする。 

１１　実施園は、利用中の配慮が必要であると

確認した家庭について、市長に報告するとと

もに、市と協力し関係機関との連携を図るも

のとする。 

　（利用認定の申請等） 

第４条　対象児童（規則第３条各号のいずれに

も該当する児童をいう。以下同じ。）の保護

者は、事業の利用に当たり、実施園への利用

の申込みを行う前に、次に掲げる事項につい

て、市長が別に定める電子情報処理組織を利

用した方法により市長に申請し、利用の認定

を受けなければならない。 

⑴　対象児童の保護者の氏名及び住所 

⑵　対象児童の氏名及び生年月日 

⑶　その他市長が必要と認める事項 

２　市長は、前項の申請を受けたときは、その

内容を審査し、認定する場合は、こども家庭

庁が開発し、自治体に提供されたこども誰で

も通園制度総合支援システム（以下「システ

ム」という。）により、こども誰でも通園制

度における対象こども認定証（以下「認定

証」という。）を申請者に通知するものとす

る。また、認定をしない場合は、亀岡市乳児

等通園支援事業利用不認定通知書（別記第１

号様式）により申請者に通知するものとする。 

　（利用の申込み） 

第５条　前条第２項前段の規定により認定証の

通知を受けた対象児童（以下「認定子ども」

という。）の保護者（以下「保護者」とい

う。）は、事業を利用しようとするときは、

システムにより利用を希望する実施園に申し

込むものとする。この場合において、当該保

護者は、利用を希望する実施園に対して、認

定証を提示し、認定子どもの状況その他の事

業の利用に必要な情報を提供しなければなら

ない。 

　（利用者負担） 

第６条　事業を利用した保護者は、当該事業に

係る経費として、次の各号に掲げる区分に応

じ、当該各号に定めるところにより納入しな

ければならない。 

⑴　市立保育所等　別表に定める利用料及び

食費、教材費等（以下「利用料等」とい

う。）を、利用した日から起算して１４日

（その日が亀岡市の休日を定める条例（平

成３年亀岡市条例第１７号）第１条第１項

に規定する休日に当たるときは、その翌

日）以内に亀岡市に納入しなければならな
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い。 

⑵　私立保育所等　別表に定める利用料等を、

各実施園の施設長が定める日までに納入し

なければならない。 

２　実施園は、食費、教材費等の実費を徴収す

るときは、事業を利用する保護者に事業を利

用する前に同意を得なければならない。 

　（利用料の免除） 

第７条　市長は、事業を利用する認定子どもの

属する世帯が次の各号のいずれかに該当する

ときは、前条第１項各号に規定する利用料に

ついて、当該各号に定める金額を減免する。 

⑴　保護者が生活保護法（昭和２５年法律第

１４４号）第６条第１項に規定する被保護

者である世帯　全額 

⑵　事業を利用する日の属する年度（その日

が４月から８月までの間にあっては、前年

度）の市町村民税所得割額が７７，１０１

円未満の世帯（前号に掲げる場合を除

く。）及び要支援児童又は要保護児童の属

する世帯　２００円 

⑶　前２号に掲げるもののほか、市長が必要

と認めた世帯　市長が認めた額 

２　前項の規定により利用料の減免を受けよう

とする保護者は、事業を利用する前に利用料

の減免の申請をしなければならない。この場

合において、保護者は、次の各号に掲げる書

類を添付して市長に提出しなければならない

（システムによる申請の場合を含む。）。 

⑴　前項第２号又は第３号に該当する世帯の

うち、事業を利用する年の前年又は当年１

月１日時点で国外在住の世帯　市が指定す

る年の収入が分かる書類 

⑵　前項第２号又は第３号に該当する世帯の

うち、事業を利用する年の前年又は当年１

月１日時点で市外在住の世帯（前号に該当

する場合を除く。）　市が指定する年度の

課税証明書 

⑶　前２号に掲げるもののほか、市長が必要

と認めた書類 

３　市長は、前項に規定する申請を受けたとき

は、その内容を審査し、亀岡市乳児等通園支

援事業利用料減免承認（不承認）通知書（別

記第２号様式）により申請者に通知するもの

とする。 

４　実施園は、前項の規定による利用料の減免

を受けた認定子どもが当該実施園の事業を利

用した場合は、１月ごとに市長に報告するも

のとし、全額免除の場合は、利用料を当該対

象児童の保護者に請求しないものとする。 

５　市長は、実施園から前項の報告があったと

きは、利用料の減免を受けた保護者に利用料

の軽減として補助すべき額の限度内において、

当該保護者に代わり、当該実施園に支払う。 

６　前項の規定による支払いがあったときは、

保護者に対し補助があったものとみなす。 

　（キャンセルの取扱い） 

第８条　キャンセルに伴う利用料等の取扱いに

ついては、市長が別に定める。 

　（個人情報の保護） 

第９条　実施園において事業に携わる者（その

職を退いたものを含む。）は、当該事業によ

り知り得た個人情報等を漏らしてはならない。 

２　実施園は、個人情報の保護を十分に遵守す

るための措置を講ずるものとする。 

　（関係書類の整備） 

第１０条　実施園は、事業に関係する書類を、

当該事業年度の終了後から５年間保管してお

かなければならない。 

　（報告等） 

第１１条　市長は、事業の実施に当たって必要

と認めるときは、実施園に対し、関係する書

類の提出又は提示を求め、又は実施園に立ち

入り、調査若しくは質問を行うことができる。 

　（周知） 

第１２条　市長は、実施園について、亀岡市　
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ホームページ等に掲載する方法により周知す

るものとする。 

　（その他） 

第１３条　この要綱に定めるもののほか、必要

な事項は、市長が別に定める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

【別表、別記様式　省略】 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第２１号 

 

　次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市健康福祉部高齢福祉課に

おいて保管し、送達を受けるべき者の申出があ

れば交付する。 

　ここに、介護保険法（平成９年法律第１２３

号）第１４３条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定

により告示する。 

 

　　　令和８年３月４日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　送達する書類 

　　令和７年度介護保険料督促状　第８期分 

２　送達を受けるべき者 

 

 住所 氏名

 1 省略 省略

 2 省略 省略

 3 省略 省略

 

３　この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第２２号 

 

　住民基本台帳法施行令（昭和４２年政令第　

２９２号）第１２条第１項の規定に基づき次の

者を住民基本台帳から職権消除したので、同条

第４項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年３月５日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　住　　所　　省略 

２　氏　　名　　省略 

３　消除理由　　実態調査に基づく職権消除 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第２３号 

 

　亀岡市ふるさと住民登録制度実施要綱を次の

ように定める。 

 

 4 省略 省略

 5 省略 省略

 6 省略 省略

 7 省略 省略
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　　　令和８年３月９日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市ふるさと住民登録制度実施

要綱 

 

　（趣旨） 

第１条　この要綱は、亀岡市外に住みながら本

市と継続的に関わる意思のある者を亀岡市ふ

るさと住民（以下「ふるさと住民」とい

う。）として登録し、関係人口の規模や地域

との関係性などを把握するとともに、関わり

を多様な形でサポートすることで関係性を更

に深め、地域の担い手確保や地域経済の活性

化等に寄与することを目的とした亀岡市ふる

さと住民登録制度（以下「ふるさと住民登録

制度」という。）の実施について定めるもの

とする。 

　（登録資格） 

第２条　ふるさと住民として登録できる者は、

前条に規定する趣旨に賛同する亀岡市外に居

住する者で、ふるさと住民として１年以上登

録できるものとする。ただし、未成年者の場

合については、親権者等法定代理人の同意を

得た者に限る。 

　（登録手続） 

第３条　ふるさと住民として登録を希望する者

（以下「登録希望者」という。）は、市長が

別に定める方法により登録を申し込むものと

する。 

２　登録希望者は、次に掲げる事項に同意する

ものとする。 

⑴　市が、ふるさと住民の住所、氏名、電話

番号、メールアドレス等の個人を特定する

為に必要な情報を名簿に登録すること。 

⑵　ふるさと住民登録制度の運営上必要な場

合に限り、前号に規定する情報その他本制

度において得た個人に関する情報（以下

「登録情報」という。）を利用すること。 

⑶　登録されたメールアドレス宛てに市から

情報を発信すること。 

⑷　登録情報の一部又は全部について、国が

構築を進める「ふるさと住民登録制度」に

連携又は移行する場合があること。 

　（登録費用及び年間費用） 

第４条　ふるさと住民の登録費用及び年間費用

は、無料とする。 

　（届出義務等） 

第５条　ふるさと住民は、登録情報に変更が生

じた場合又はふるさと住民の登録の取消しを

希望する場合は、市長に速やかに届け出るも

のとする。 

　（登録の取消し） 

第６条　市長は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、ふるさと住民の登録を取り消すこ

とができる。 

⑴　前条に規定する登録の取消しの届出が　

あったとき。 

⑵　登録情報に虚偽の事項があったとき。 

⑶　同一人物による重複登録が確認されたと

き。 

⑷　亀岡市内に転入したとき。 

⑸　市に対する名誉棄損や公序良俗に反する

行為があったとき。 

⑹　その他市長がふるさと住民として不適当

と認めたとき。 

　（市の役割） 

第７条　市は、ふるさと住民に対し、次の行為

を提供するものとする。 

⑴　亀岡市に関する情報の提供 

⑵　ふるさと住民への特典・サービスの提供 

⑶　その他ふるさと住民登録制度の目的達成

に必要な活動 

　（個人情報の保護） 

第８条　ふるさと住民における個人情報の取扱
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いについては、個人情報の保護に関する法律

（平成１５年法律第５７号）及び亀岡市個人

情報保護法施行条例（令和４年亀岡市条例第

２６号）の定めるところによる。 

　（事務局） 

第９条　ふるさと住民登録制度に関する事務を

処理するため、政策企画部企画調整課内に事

務局を置く。 

２　市長は、適切な事務運営が確保できると認

められる事業者に前項の事務の一部を委託す

ることができる。 

　（その他） 

第１０条　この要綱に定めるもののほか、ふる

さと住民登録制度の実施に関し必要な事項は、

市長が別に定める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第２４号 

 

　次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明であるため、亀岡市市民生活部保険医療課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

　ここに、国民健康保険法（昭和３３年法律第１９２号）第７８条において準用する地方税法（昭

和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

　　　令和８年３月１１日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　送達する書類等 

 

 
送達する書類

送達を受けるべき者

 住　　所 氏　　名

 
1

更正・決定
通知書

令和7年度 国民健康保険料 省略 省略

 
2 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
3

更正・決定
通知書

令和7年度 国民健康保険料 省略 省略

 
4 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
5

更正・決定
通知書

令和7年度 国民健康保険料 省略 省略

 
6

更正・決定
通知書

令和7年度 国民健康保険料 省略 省略

 
7 督促状

令和7年度 
令和6年度 

過2期
国民健康保険料 省略 省略

 
8 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
9 督促状

令和7年度 
第7期

国民健康保険料 省略 省略

 
10 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
11 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
12 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
13 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
14 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
15 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略
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２　この書類を受領されないときは、地方税法第２０条の２第３項の規定により、告示の日から起

算して７日を経過した時点で書類の送達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 
16 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
17 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
18 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
19 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
20 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
21 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
22 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
23 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
24 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
25 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
26 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
27 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
28 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
29 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
30 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
31 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
32 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
33 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
34 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
35 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略

 
36 督促状

令和7年度 
第8期

国民健康保険料 省略 省略
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　亀岡市告示第２５号 

 

　次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不

明であるため、亀岡市市民生活部税務課におい

て保管し、送達を受けるべき者の申出があれば

交付する。 

　ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

　　　令和８年３月１３日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　送達する書類 

令和７年度　市民税・府民税・森林環境税

税額変更通知書 

２　送達を受けるべき者 

　住　所　　省略 

　氏　名　　省略 

３　この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第２６号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定納付受託者の名称及び所在地 

　　名　称　　ルミーズ株式会社 

　　所在地　　長野県小諸市本町３－２－２５　

菱屋本町ビル 

２　指定納付受託者が納付事務を行う歳入等 

　行政キオスク端末におけるキャッシュレス

決済利用に係る住民票関係証明書、印鑑登録

関係証明書の交付手数料 

３　指定をした日 

　　令和７年１２月１日 

４　指定の期日 

　　令和８年３月３１日 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第２７号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

２３１条の２の３第１項の規定により、指定納

付受託者を次のとおり指定したので、亀岡市財

務規則（昭和４０年亀岡市規則第１号）第４７

条の２第２項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　指定納付受託者の名称及び所在地 

　　名　称　　ブリッジ・モーション・トゥモ

ロー株式会社 

　　所在地　　東京都品川区西五反田７－７－

７　ＳＧスクエア７階 
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２　指定納付受託者が納付事務を行う歳入等 

　行政キオスク端末におけるキャッシュレス

決済利用に係る住民票関係証明書、印鑑登録

関係証明書の交付手数料 

３　指定をした日 

　　令和７年１２月１日 

４　指定の期日 

　　令和８年３月３１日 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第２８号 

 

　次の書類は、送達を受けるべき者の所在が不明のため、亀岡市市民生活部税務課において保管し、

送達を受けるべき者の申出があれば交付する。 

　ここに、地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２０条の２の規定により告示する。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　送達する書類等 

 

 

 
送達する書類

送達を受けるべき者

 住所 氏名

 1
令和7年度　督促状 
市府民税　随1期 省略 省略

 2
令和7年度　督促状 
市府民税　随1期 省略 省略

 3
令和7年度　督促状 
市府民税　第2期 省略 省略

 4
令和7年度　督促状 
市府民税　第3期 省略 省略

 5
令和7年度　督促状 
市府民税　第4期 省略 省略

 6
令和7年度　督促状 
市府民税　第2期 省略 省略

 
7

令和7年度　督促状 
市府民税　第3期 省略 省略

 8
令和7年度　督促状 
市府民税　第4期 省略 省略

 9
令和7年度　督促状 
市府民税　第3期 省略 省略

 10
令和7年度　督促状 
市府民税　第4期 省略 省略

 11
令和7年度　督促状 
市府民税　第3期 省略 省略

 
12

令和7年度　督促状 
市府民税　第4期 省略 省略

 13
令和7年度　督促状 
市府民税　第3期 省略 省略

 14
令和7年度　督促状 
市府民税　第4期 省略 省略

 15
令和7年度　督促状 
市府民税　第3期 省略 省略

 16
令和7年度　督促状 
市府民税　過年度1期 省略 省略

 
17

令和7年度　督促状 
軽自動車税（種別割） 省略 省略
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２　この書類を受領されないときは、地方税法

第２０条の２第３項の規定により、告示の日

から起算して７日を経過した時点で書類の送

達があったものとみなす。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第２９号 

 

　地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第　

４１６条第３項の規定により、令和８年度分固

定資産税に係る土地価格等縦覧帳簿及び家屋価

格等縦覧帳簿の縦覧期間及び縦覧場所を次のと

おり定める。 

 

　　　令和８年３月２４日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　縦覧期間　　令和８年４月１日から 

　　　　　　　　令和８年６月１日まで 

　　　　　　　　（閉庁日を除く。） 

 

２　縦覧場所　　亀岡市安町野々神８番地 

　　　　　　　　亀岡市市民生活部税務課 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第３０号 

 

　亀岡市飲用水水質検査費補助金交付要綱（平

成２４年亀岡市告示第６７号）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

　　　令和８年３月２６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第５条中「有機溶剤」の次に「、ペルフルオ

ロオクタンスルホン酸（ＰＦＯＳ）及びペルフ

ルオロオクタン酸（ＰＦＯＡ）」を加える。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、令和８年４月１日から実施する。 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第３１号 

 

　亀岡市文化財保護条例（昭和４３年亀岡市条例第４３号）第６条第１項の規定に基づき次の文化

財を亀岡市指定文化財に指定したので、同条第４項の規定により告示する。 

 

　　　令和８年３月２７日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第３２号 

 

　亀岡市立保育所及び認定こども園給食費の徴収に関する要綱（令和元年亀岡市告示第１７８号）

の一部を次のように改正する。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第３条の表中「３，２００円」を「３，４００円」に改め、「４，５００円」を「４，８００

円」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施し、令和８年４月１日から適用する。 

 

「掲示済」 

 

 指定名称 種別 所有者 所在地

 丹波亀山城鯱瓦 歴史資料 亀岡市 亀岡市古世町中内坪1番地

 村上邸のカヤ 天然記念物 村上　浩子 亀岡市保津町西馬場42-1,43-1

 石門心学関係資料 歴史資料 石田　二郎 亀岡市東別院町東掛六田18
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　亀岡市告示第３３号 

 

　亀岡市婚活支援事業補助金交付要綱（令和３

年亀岡市告示第３９号）の一部を次のように改

正する。 

 

　　　令和８年３月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　附則第２項中「令和８年３月３１日」を「令

和１３年３月３１日」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第３４号 

 

　亀岡市空き家流動化促進事業補助金交付要綱

（令和３年亀岡市告示第５８号）の一部を次の

ように改正する。 

 

　　　令和８年３月３０日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　附則第２項を削り、附則第１項の見出し及び

項番号を削る。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 

 

「掲示済」 

　亀岡市告示第３５号 

 

　亀岡市都市計画法に基づく開発許可等の基準

に関する条例（平成２８年亀岡市条例第４２

号）第８条第１項第３号及び第９条第１項第３

号の規定に基づく指定区域を変更したので、同

条例第８条第２項において準用する同条例第６

条第６項の規定により、当該指定区域の変更に

係る図書を次のとおり縦覧に供する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　変更した区域の名称及び土地の区域 

馬路地区（亀岡市馬路町、河原林町河原尻、

千歳町千歳　地内） 

河原林町河原尻地区（亀岡市河原林町河原

尻　地内） 

河原林町勝林島地区（亀岡市河原林町勝林

島　地内） 

千代川地区（亀岡市千代川町　地内） 

 

２　変更した予定建築物等の用途 

　【河原林町河原尻地区】 

　［開発行為］ 

⑴　専用住宅（その敷地面積が、自己の居住

の用に供するものにあっては１５０平方　

メートル以上のもの、その他のものにあっ

ては３００平方メートル以上のものに限

る。） 

⑵　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅（その敷地面積が、自

己の居住の用に供するものにあっては　　

１５０平方メートル以上のもの、その他の

ものにあっては３００平方メートル以上の

ものに限る。） 

⑶　⑷に掲げるもののほか、第二種低層住居
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専用地域内に建築することができる店舗、

飲食店その他これらに類するものでその用

途に供する部分の床面積の合計が１５０平

方メートル以内のもの（３階以上の部分を

その用途に供するものを除く。） 

⑷　次に掲げる農業の利便を増進するために

必要な店舗等でその用途に供する部分の床

面積の合計が５００平方メートル以内のも

の（３階以上の部分をその用途に供するも

のを除く。） 

ア　建築物の周辺の地域で生産された農産

物の販売を主たる目的とする店舗 

イ　アの農産物を材料とする料理の提供を

主たる目的とする飲食店 

ウ　自家販売のために食品製造業を営むパ

ン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これ

らに類するもの（アの農産物を原材料と

する食品の製造又は加工を主たる目的と

するものに限る。）で作業場の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの（原

動機を使用する場合にあっては、その出

力の合計が０．７５キロワット以下のも

のに限る。） 

⑸　診療所 

⑹　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である事務

所でその用途に供する部分の床面積の合計

が５０平方メートル以内のもの 

⑺　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である美術

品又は工芸品を製作するためのアトリエ又

は工房でその用途に供する部分の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの 

［建築行為］ 

⑴　自己の居住の用に供する専用住宅（［開

発行為］⑴又は⑵のうちその他のものとし

て都市計画法第２９条第１項の規定に基づ

く開発許可を受けた土地に建築するものを

除き、かつ、新築の場合にあってはその敷

地面積が１５０平方メートル以上のものに

限る。） 

⑵　⑴に掲げるもののほか自己の居住の用に

供する専用住宅（その敷地面積が３００平

方メートル以上のものに限る。） 

⑶　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる自己の居住の用に供する兼用住

宅（［開発行為］⑴又は⑵のうちその他の

ものとして都市計画法第２９条第１項の規

定に基づく開発許可を受けた土地に建築す

るものを除き、かつ、新築の場合にあって

は敷地面積が１５０平方メートル以上のも

のに限る。） 

⑷　⑶に掲げるもののほか第一種低層住居専

用地域内に建築することができる自己の居

住の用に供する兼用住宅（その敷地面積が

３００平方メートル以上のものに限る。） 

⑸　⑹に掲げるもののほか、第二種低層住居

専用地域内に建築することができる店舗、

飲食店その他これらに類するものでその用

途に供する部分の床面積の合計が１５０平

方メートル以内のもの（３階以上の部分を

その用途に供するものを除く。） 

⑹　次に掲げる農業の利便を増進するために

必要な建築物でその用途に供する部分の床

面積の合計が５００平方メートル以内のも

の（３階以上の部分をその用途に供するも

のを除く。） 

ア　建築物の周辺の地域で生産された農産

物の販売を主たる目的とする店舗 

イ　アの農産物を材料とする料理の提供を

主たる目的とする飲食店 

ウ　自家販売のために食品製造業を営むパ

ン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これ

らに類するもの（アの農産物を原材料と

する食品の製造又は加工を主たる目的と

するものに限る。）で作業場の床面積の
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合計が５０平方メートル以内のもの（原

動機を使用する場合にあっては、その出

力の合計が０．７５キロワット以下のも

のに限る。） 

⑺　診療所 

⑻　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である事務

所でその用途に供する部分の床面積の合計

が５０平方メートル（用途を変更する場合

にあっては１５０平方メートル）以内のも

の 

⑼　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である美術

品又は工芸品を製作するためのアトリエ又

は工房でその用途に供する部分の床面積の

合計が５０平方メートル（用途を変更する

場合にあっては１５０平方メートル）以内

のもの 

⑽　旅館業法第２条第３項に規定する簡易宿

所営業に係るもの（用途を変更する場合に

限る。） 

 

　【河原林町勝林島地区】 

　［開発行為］ 

　次の⑴から⑺までに掲げるもの（⑶から⑺

までに掲げるもののうち土砂災害警戒区域又

は洪水等が発生した場合に生命又は身体に著

しい危害が生ずるおそれがあると認められる

土地の区域を含む敷地面積が１，０００平方

メートル以上のものについては、安全上及び

避難上の対策を実施するものに限る。） 

⑴　専用住宅（その敷地面積が、自己の居住

の用に供するものにあっては１５０平方　

メートル以上のもの、その他のものにあっ

ては３００平方メートル以上のものに限

る。） 

⑵　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅（その敷地面積が、自

己の居住の用に供するものにあっては　　

１５０平方メートル以上のもの、その他の

ものにあっては３００平方メートル以上の

ものに限る。） 

⑶　⑷に掲げるもののほか、第二種低層住居

専用地域内に建築することができる店舗、

飲食店その他これらに類するものでその用

途に供する部分の床面積の合計が１５０平

方メートル以内のもの（３階以上の部分を

その用途に供するものを除く。） 

⑷　次に掲げる農業の利便を増進するために

必要な店舗等でその用途　に供する部分の

床面積の合計が５００平方メートル以内の

もの（３階以上の部分をその用途に供する

ものを除く。） 

ア　建築物の周辺の地域で生産された農産

物の販売を主たる目的とする店舗 

イ　アの農産物を材料とする料理の提供を

主たる目的とする飲食店 

ウ　自家販売のために食品製造業を営むパ

ン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これ

らに類するもの（アの農産物を原材料と

する食品の製造又は加工を主たる目的と

するものに限る。）で作業場の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの（原

動機を使用する場合にあっては、その出

力の合計が０．７５キロワット以下のも

のに限る。） 

⑸　診療所 

⑹　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である事務

所でその用途に供する部分の床面積の合計

が５０平方メートル以内のもの 

⑺　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である美術

品又は工芸品を製作するためのアトリエ又

は工房でその用途に供する部分の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの 
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［建築行為］ 

　次の⑴から⑽までに掲げるもの（⑸から⑽

までに掲げるもののうち土砂災害警戒区域又

は洪水等が発生した場合に生命又は身体に著

しい危害が生ずるおそれがあると認められる

土地の区域を含む敷地面積が１，０００平方

メートル以上のものについては、安全上及び

避難上の対策を実施するものに限る。） 

⑴　自己の居住の用に供する専用住宅（［開

発行為］⑴又は⑵のうちその他のものとし

て都市計画法第２９条第１項の規定に基づ

く開発許可を受けた土地に建築するものを

除き、かつ、新築の場合にあってはその敷

地面積が１５０平方メートル以上のものに

限る。） 

⑵　⑴に掲げるもののほか自己の居住の用に

供する専用住宅（その敷地面積が３００平

方メートル以上のものに限る。） 

⑶　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる自己の居住の用に供する兼用住

宅（［開発行為］⑴又は⑵のうちその他の

ものとして都市計画法第２９条第１項の規

定に基づく開発許可を受けた土地に建築す

るものを除き、かつ、新築の場合にあって

は敷地面積が１５０平方メートル以上のも

のに限る。） 

⑷　⑶に掲げるもののほか第一種低層住居専

用地域内に建築することができる自己の居

住の用に供する兼用住宅（その敷地面積が　　

３００平方メートル以上のものに限る。） 

⑸　⑹に掲げるもののほか、第二種低層住居

専用地域内に建築することができる店舗、

飲食店その他これらに類するものでその用

途に供する部分の床面積の合計が１５０平

方メートル以内のもの（３階以上の部分を

その用途に供するものを除く。） 

⑹　次に掲げる農業の利便を増進するために

必要な建築物でその用途に供する部分の床

面積の合計が５００平方メートル以内のも

の（３階以上の部分をその用途に供するも

のを除く。） 

ア　建築物の周辺の地域で生産された農産

物の販売を主たる目的とする店舗 

イ　アの農産物を材料とする料理の提供を

主たる目的とする飲食店 

ウ　自家販売のために食品製造業を営むパ

ン屋、米屋、豆腐屋、菓子屋その他これ

らに類するもの（アの農産物を原材料と

する食品の製造又は加工を主たる目的と

するものに限る。）で作業場の床面積の

合計が５０平方メートル以内のもの（原

動機を使用する場合にあっては、その出

力の合計が０．７５キロワット以下のも

のに限る。） 

⑺　診療所 

⑻　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である事務

所でその用途に供する部分の床面積の合計

が５０平方メートル（用途を変更する場合

にあっては１５０平方メートル）以内のも

の 

⑼　第一種低層住居専用地域内に建築するこ

とができる兼用住宅の兼用用途である美術

品又は工芸品を製作するためのアトリエ又

は工房でその用途に供する部分の床面積の

合計が５０平方メートル（用途を変更する

場合にあっては１５０平方メートル）以内

のもの 

⑽　旅館業法第２条第３項に規定する簡易宿

所営業に係るもの（用途を変更する場合に

限る。） 

 

３　縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 
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　亀岡市告示第３６号 

 

　亀岡市地域経済循環創造事業補助金交付要綱

（令和６年亀岡市告示第１９８号）の一部を次

のように改正する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　第５条第１項中「２，５００万円」を　　

「３，０００万円」に、「１．５倍以上２倍未

満」を「２倍以上３倍未満」に、「３，５００

万円、２倍以上」を「４，０００万円、３倍以

上４倍未満」に改め、「５，０００万円」の次

に 「、 ４倍以 上であ る場 合に あっては　　　　

５，５００万円」を加える。 

 

　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この要綱は、令和８年４月１日から実施す

る。 

　（経過措置） 

２　令和８年３月３１日までに総務省要綱第９

条の規定により、市長が交付申請を行った事

業に対する補助金については、なお従前の例

による。 

３　令和８年３月３１日までに別途定められた

事業実施計画書を総務省に提出し、令和８年

４月１日以降に市長が交付申請を行った事業

における改正後の亀岡市地域経済循環創造事

業補助金交付要綱（次項において「新要綱」

という。）第５条の規定の適用については、

改正後の補助限度額が改正前の補助限度額を

下回る場合に限り、なお従前の例による。 

４　補助事業の事業期間が複数年度であって、

令和８年３月３１日までに総務省要綱第１０

条の規定により、市長が事業初年度の交付決

定を受けた事業における新要綱第５条の規定

の適用については、なお従前の例による。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第３７号 

 

　亀岡市外部公益通報に関する要綱を次のよう

に定める。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市外部公益通報に関する要綱 

 

　（趣旨） 

第１条　この要綱は、公益通報者保護法（平成

１６年法律第１２２号。以下「法」とい

う。）の規定に基づき、外部公益通報を適切

に処理するため、市がとるべき措置等必要な

事項を定めるものとする。 

　（定義） 

第２条　この要綱において使用する用語の意義

は、法において使用する用語の例による｡ 

　（外部公益通報窓口の設置） 

第３条　市長は、外部公益通報を処理し、及び

外部公益通報に関する相談に応じるため、外

部公益通報を受け付ける窓口（以下「通報窓

口」という。）を総務部総務課に設置する。 

２　通報窓口は、担当部署（本市において、通

報された事実について処分又は勧告等をする

権限に関する事務を所掌する部署をいう。）

と協力して対応するものとする。 

　（外部公益通報の処理） 
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第４条　市長は、外部公益通報を受けた場合は、

通報対象事実及び関係事業者並びに通報対象

事実が生じ、又はまさに生じようとしている

と信ずるに足りる証拠書類等の有無について、

確認を行い、その内容を公益通報内容整理票

（別記様式）に記入するものとする。 

２　市長は、前項の外部公益通報の内容を審査

し、処分又は勧告等をする権限を有する通報

対象事実に係る外部公益通報と認められると

きは、当該通報を受理し、通報を行った外部

の公益通報者（以下「外部公益通報者」とい

う。）に遅滞なく通知するものとする。 

３　市長は、前項の規定による審査の結果、処

分又は勧告等をする権限を有する通報対象事

実に係る外部公益通報でないと認めたときは、

当該通報を不受理としたことを外部公益通報

者に遅滞なく通知するものとする。 

　（調査の実施） 

第５条　市長は、前条第２項の規定により外部

公益通報を受理したときは、遅滞なく必要な

調査（以下「調査」という。）を行うものと

する。 

２　前項の規定にかかわらず、調査を行う必要

性が認められない場合は、調査を行わないこ

ととし、外部公益通報者にその旨通知するも

のとする。 

３　市長は、適正な法執行の確保、外部公益通

報者の秘密保持並びに利害関係人の正当な利

益及び公共の利益の保護に配慮し、必要かつ

相当と認められる方法により、調査を行い、

特別な事情があるときは、弁護士その他の識

見を有する者に調査を依頼することができる。 

　（教示） 

第６条　市長は、当該通報対象事実について、

他の行政機関が処分又は勧告等をする権限を

有することが明らかになったときは、当該通

報対象事実について処分又は勧告等をする権

限を有する行政機関を、外部公益通報者に遅

滞なく教示するものとする。 

　（是正措置） 

第７条　市長は、調査の結果、通報対象事実が

あると認めたときは、速やかに法令に基づく

措置その他適当な措置（以下「是正措置等」

という。）をとるものとする。 

　（調査状況等の通知） 

第８条　市長は、調査の進捗状況及び結果並び

に是正措置等の内容について、適宜、外部公

益通報者に通知するよう努めるものとする。

ただし、外部公益通報者が通知を希望しない

場合は、この限りでない。 

　（秘密保持等） 

第９条　外部公益通報の処理に従事する者は、

外部公益通報に関する秘密を他に漏らしては

ならない。その職を退いた後においても同様

とする。 

２　外部公益通報を受けた事案について、特別

の利害関係を有する職員は、当該外部公益通

報に係る事務に関与してはならない。 

　（外部公益通報の調査への協力) 

第１０条　市長は、他の行政機関から外部公益

通報に関する調査の協力を求められたときは、

これに協力するものとする。 

　（外部公益通報以外の通報の取扱い） 

第１１条　市長は、外部公益通報以外の通報の

内容が法令遵守の観点から外部公益通報に準

じた取扱いをすべきものであると判断したと

きは、外部公益通報に準じて適切に処理する

ものとする。 

　（その他） 

第１２条　この要綱に定めるもののほか、外部

公益通報の処理について必要な事項は、市長

が別に定める。 

 

　　　附　則 

 

　この要綱は、告示の日から実施する。 
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【別記様式　省略】 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市告示第３８号 

 

　亀岡市立地適正化計画を変更したので、都市

再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第

８１条第２４項において準用する同条第２３項

の規定により、次のとおり告示し、当該計画書

を公衆の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　計画の名称 

亀岡市立地適正化計画 

２　計画区域 

亀岡市都市計画区域 

３　縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市まちづくり推進部都市計画課 

 

「掲示済」 

 

訓　令 

 

　亀岡市訓令第１号 

 

　　　　　　　　　　　　　　　庁中一般 

 

　亀岡市会計管理者の権限に属する事務の専決

等に関する規程の一部を改正する訓令を次のよ

うに定める。 

 

　　　令和８年３月１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市会計管理者の権限に属する

事務の専決等に関する規程の一部

を改正する訓令 

 

　亀岡市会計管理者の権限に属する事務の専決

等に関する規程（平成１８年亀岡市訓令第４

号）の一部を次のように改正する。 

 

　第２条第３項中第６号を第７号とし、第５号

を第６号とし、第４号の次に次の１号を加える。 

⑸　公共料金明細サービス（金融機関が引き

落とす料金の請求金額を、事前に確認でき

るサービスをいう。）を利用した支出命令

の審査及び支払決定に関すること。 

 

　　　附　則 

 

　この訓令は、令和８年３月１日から施行する。 
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　亀岡市訓令第２号 

 

　　　　　　　　　　　　　　　庁中一般 

 

　亀岡市事務処理規程の一部を改正する訓令を

次のように定める。 

 

　　　令和８年３月２８日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

亀岡市事務処理規程の一部を改正

する訓令 

 

　亀岡市事務処理規程（昭和５８年亀岡市訓令

第２号）の一部を次のように改正する。 

 

　第２６条第１１号から第１４号までを次のよ

うに改める。 

⑾　医療費等支払資金貸付事業に関すること。 

⑿　国民健康保険の保健事業・特定健診に関

すること。 

⒀　国民健康保険事業納付金及び保険給付費

等交付金に関すること。 

⒁　京都府国民健康保険団体連合会負担金

（国民健康保険事業に限る。）に関するこ

と。 

　第２６条第１５号及び第１６号を削る。 

 

　　　附　則 

 

　この訓令は、令和８年４月１日から施行する。 
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公　告 

 

　亀岡市公告第２３号 

 

　一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

　なお、この工事は受発注者双方が工程調整を綿密に行い、月単位の週休２日を確保できるよう工

事を実施する「週休２日制工事」の対象である。 

　また、この工事は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

　　　令和８年３月２日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　工事の概要等 

⑴　工 事 番 号　　水配替第11号 

⑵　工 事 名　　国道477号（東加舎）交通安全事業に伴う配水管移設工事（その2） 

⑶　工 事 場 所　　亀岡市本梅町地内 

⑷　工 事 種 別　　水道施設工事 

⑸　工 事 概 要　　配水管布設工 

　　　　　　　　　　　　HPPEφ75　　　　Ｌ＝11.0ｍ 

　　　　　　　　　　　　配水管仮設工　　1式 

⑹　予定価格（税込）6,347,000円 

　　　　　　　　　　【入札書比較価格（税抜）5,770,000円】 

⑺　工 期　　契約日の翌日から120日間 

⑻　部 分 払　　無 

⑼　前 金 払　　有（原則請負金額の40％以内。保証事業会社の保証が必要。） 

⑽　中間前金 払　　　請負金額500万円以上かつ工期150日以上（変更工期を含む。）で前払

金の支払を受けており、工期の2分の1が経過していること、工程表により

工期の2分の1が経過するまでに実施すべきものとされている当該工事に係

る作業が行われていること、当該工事に係る既済作業に要する経費が請負

代金の2分の1以上に相当することのいずれの要件にも該当し、認定された

場合に限り請求できる。（中間前払金は請負金額の20％以内　保証事業会

社の保証が必要） 

⑾　最低制限価格　　採用 

⑿　入 札 保 証 金　　免除 

⒀　契 約 保 証 金　　　落札者は、契約金額の100分の10以上の額の契約保証金を契約締結と同

時に納入しなければならない。この場合において、銀行その他契約担当者
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が確実と認める金融機関又は保証事業会社（公共工事の前払金保証事業に

関する法律（昭和27年法律第184号）第2条第4項に規定する保証事業会社

をいう。）の保証をもって契約保証金の納付に代えることができ、公共工

事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金を免除する。 

⒁　支給材料及び貸与品　　無 

⒂　契約書の要否　　要 

 

２　入札参加資格要件 

⑴　令和7年度亀岡市建設工事入札参加資格審査において、「水道施設工事」の「Ｂ等級」に認

定された者のうち、希望順位3位以上で、亀岡市内に本社（本店）を置く者とする。また、入

札参加は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵　「亀岡市水道施設等の事故に関する協定」を締結していること。 

⑶　建設業法に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑷　「特記仕様書　3．配水管技能者の資格」に記載されている資格を有している者を現場代理

人、主任技術者又は監理技術者のいずれかに配置すること。 

⑸　手持ち工事（水道施設工事）が1件以上ある場合は、入札に参加することができない。 

（※手持ち工事とは、亀岡市が実施する令和6年4月1日以降に発注した水道施設工事（Ｂ等級

対象工事）の競争入札により落札した工事で、公告の日現在、工事完成届が未提出であるもの

をいう。ただし、災害対象案件、随意契約、ＪＶによるものや亀岡市長以外と契約予定で落札

したものは手持ち工事に含まない。また、公告日から開札日までの間に、他の水道施設工事

（Ｂ等級対象工事）の競争入札で落札した業者は、落札した時点で本案件への入札参加資格を

失う。） 

⑹　受注金額が1億円を超える場合は、入札に参加することができない。 

（※受注金額は、亀岡市が実施する令和7年4月1日以降に発注した土木一式工事、建築一式工

事及び水道施設工事における受注総計額とする。また、公告日から開札日までの間に、受注金

額が1億円を超える場合は、落札した時点で本案件への入札参加資格を失うこととする。ただ

し、災害対象案件、随意契約、ＪＶによるもの、亀岡市長以外と契約予定で落札したものや契

約変更の増減額は対象外とする。） 

⑺　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑻　入札参加申請時において、亀岡市又は京都府の指名停止期間中でないこと。 

 

３　入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴　一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式1） 

⑵　配置予定技術者調書（別紙様式2） 

※　入札参加資格確認申請時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の候補者を記載

することができるが、その場合は全ての候補者について、条件を満たしていなければならな

い。 
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　なお、配置予定技術者調書に記載された技術者は、契約工期中、当該工事に専任できるも

のとすること（請負金額が4,500万円（建築一式工事の場合は9,000万円）以上の場合）。 

　配置予定技術者は、自社と直接的かつ恒常的な雇用関係にある技術者を記載すること。

（恒常的な雇用関係とは、入札参加資格確認申請の日以前におおむね3箇月以上の雇用関係

があることをいう。） 

⑶　配置予定技術者が持っている資格・免許等を証する書面等の写し 

※　１⑷、２⑷に係る技術者の資格要件を有すると判断できる資格・免許等に関するものを添

付すること。 

 

４　入札手続等 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

　　　入札システム停止時間帯は受付できない。 

　　　紙による提出は、閉庁日及び閉庁時間は受け付けない。 

 

 手　続　等 期間・期日・期限　等 手続の方法等

 入札参加資格確認申請書

等の配布期間

令和8年3月2日（月） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 設計図書等の閲覧期間 令和8年3月2日（月） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 入札参加資格確認申請書

等の受付

令和8年3月10日（火） 

午前9時から 

令和8年3月11日（水） 

午後4時まで

共通事項3のとおり

 入札参加確認通知の送付 令和8年3月12日（木） 

午後5時までに電子入札システムにより通知

共通事項3のとおり

 質疑の受付 

 

申請書等に関する質問 

令和8年3月9日（月）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和8年3月12日（木）午後3時まで

共通事項5のとおり 

 質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和8年3月13日（金） 

午後5時まで

共通事項5のとおり

 入札期間 

 

令和8年3月17日（火） 

午前9時から 

令和8年3月18日（水） 

午後3時まで

共通事項6のとおり 

 開札日時 令和8年3月19日（木） 

午前11時

電子入札システムに

よる
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５　入札参加資格の確認 

　入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

　なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書と配置予定技術者調書に

より、基本事項について確認を行い、資格の有無を審査したものであり、配置予定技術者調書と

確認資料による詳細な審査は、開札後行うものである。 

 
６　落札者の決定方法 

　予定価格の制限の範囲内で、最低の価格をもって入札した者を落札者とする。ただし、最低制

限価格未満で入札した者は失格とする。 

 

７　その他 

⑴　落札者の決定後、当該入札に付する工事に係る契約の締結までの間において、当該落札者が

入札参加資格要件を満たさなくなった場合には、当該工事契約を締結しないことがある。 

⑵　入札参加申請書に虚偽の記載をした場合には、当工事の入札に参加できないとともに、亀岡

市の指名停止措置を行うことがある。 

⑶　2日目の締切間際に電子入札の入札書の送信をしようとして、パソコントラブルにより送信

が間に合わず入札書不着になるケースも懸念されるので、入札書等は「原則として、入札書受

付期間の1日目に提出する」こととし「2日目は（1日目にトラブル等が発生した場合の）予備

日」として、必ず受付期間内に間に合うように提出すること。 

⑷　「週休2日制工事」の詳細については、特記仕様書等によるものとする。 

⑸　その他については、共通事項のとおりとする。 

 

（問い合わせ先）亀岡市　総務部　契約検査課（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 
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　亀岡市公告第２４号 

 

　土地区画整理法（昭和２９年法律第１１９

号）第１４条第１項の規定により亀岡市篠町篠

洗川土地区画整理組合の設立を認可した。 

 

　　　令和８年３月５日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　組合の名称 

　　　亀岡市篠町篠洗川土地区画整理組合 

２　事業施行期間 

令和８年３月５日から 

令和１１年３月３１日まで 

３　施行地区の区域 

　亀岡市篠町篠洗川、篠向谷、森下タン条、

森下垣内及び森向坂の各一部 

４　事務所の所在地 

　亀岡市大井町南金岐尾垣内９番地 

５　設立認可の年月日 

　令和８年３月５日 

６　事業年度 

　　　毎年４月１日から翌年３月３１日まで 

７　公告の方法 

　この組合の事務所又は亀岡市役所の掲示

板に掲示して行う。 

 

「掲示済」 

 

 

 

亀岡市公告第２５号 

 

　亀岡市篠町篠洗川土地区画整理事業の施行地

区及び設計の概要を表示する図書を土地区画整

理法（昭和２９年法律第１１９号）第２１条第

６項の規定により公衆の縦覧に供する。 

 

　　　令和８年３月５日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　縦覧に供する図書 

　　施行地区及び設計の概要を表示する図書 

２　縦覧期間 

　土地区画整理法第４５条第５項又は第　

１０３条第４項の公告の日まで 

３　縦覧時間 

　午前８時３０分から午後５時１５分まで 

４　縦覧場所 

　　　亀岡市安町野々神８番地 

　　　亀岡市まちづくり推進部都市整備課 

 

「掲示済」 
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　亀岡市公告第２６号 

 

　一般競争入札（条件付き）を執行するので、次のとおり公告する。 

　なお、この業務は、亀岡市電子入札システムによる電子入札対象案件である。 

 

　　　令和８年３月６日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　業務の概要等 

⑴　業 務 番 号　　7業委第11号 

⑵　業　 務　 名　　市道並河蚊又線建物撤去設計業務委託 

⑶　業 務 場 所　　亀岡市大井町並河地内 

⑷　業 務 種 別　　建築業務 

⑸　業 務 内 容　　解体設計業務 

　　　　　　　　　　　　計画施設概要 

　　　　　　　　　　　　　平成5年完成（32年経過）延362.10㎡、782.40㎡ 

　　　　　　　　　　　　業務委託概要 

　　　　　　　　　　　　　解体設計及び積算業務　一式 

⑹　予定価格（税込）4,906,000円 

　　　　　　　　　　【入札書比較価格（税抜）4,460,000円】 

⑺　履 行 期 間　　契約日の翌日から令和8年3月31日まで 

⑻　部 分 払　　無 

⑼　前 金 払　　無 

⑽　最低制限価格　　不採用 

⑾　入札保証 金　　免除 

⑿　契約保証 金　　免除 

⒀　支給材料及び貸与品　　有 

⒁　契約書の要否　　要 

 

２　入札参加資格要件 

⑴　令和7年度亀岡市測量・建設コンサルタント等入札参加資格審査において、「建築」に登録

している者のうち、京都府内に本社（本店）、支社（支店）又は営業所を置く者とする。また、

入札参加者は単体とし、共同企業体は認めない。 

⑵　仕様書に基づく技術者の配置が可能であること。 

⑶　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当していないこと。 

⑷　入札参加申請時において、京都府又は亀岡市の指名停止期間中でないこと。 
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３　入札参加資格確認申請時の提出書類 

⑴　一般競争入札参加資格確認申請書（別紙様式1） 

 

４　入札手続等 

（注）都合により開札日時を変更する場合は、開札までに連絡する。 

　　　入札システム停止時間帯は受付できない。 

　　　紙による提出は、閉庁日及び閉庁時間は受け付けない。 

 

５　入札参加資格の確認 

　入札参加申請を受付けた後、入札参加資格の確認について別途通知する。 

　なお、この入札参加資格の確認は、一般競争入札参加資格確認申請書により、基本事項につい

て確認を行い、入札参加資格の有無を審査したものであり、詳細な審査は、開札後行うものであ

る。 

 

 

 手　続　等 期間・期日・期限　等 手続の方法等

 入札参加資格確認申請書

等の配布期間

令和8年3月6日（金） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 設計図書等の閲覧期間 令和8年3月6日（金） 

午後3時から

共通事項2のとおり

 入札参加資格確認申請書

等の受付 

 

令和8年3月13日（金） 

午前9時から 

令和8年3月16日（月） 

午後4時まで

共通事項3のとおり

 入札参加確認通知の送付 令和8年3月17日（火） 

午後5時までに電子入札システムにより通知

共通事項3のとおり

 質疑の受付 

 

申請書等に関する質問 

令和8年3月12日（木）午後5時まで 

設計図書に関する質問 

令和8年3月13日（金）午後3時まで

共通事項5のとおり 

 質疑の回答 申請書等に関する回答：随時 

設計図書に関する回答 

令和8年3月16日（月）午後5時まで

共通事項5のとおり

 入札期間 

 

令和8年3月18日（水） 

午前9時から 

令和8年3月19日（木） 

午後3時まで

共通事項6のとおり 

 開札日時 令和8年3月23日（月） 

午前10時

電子入札システムに

よる
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６　落札者の決定方法 

　予定価格の制限の範囲内で、最低の価格を

もって入札した者を落札者とする。 

 

７　その他 

⑴　落札者の決定後、当該入札に付する業務

に係る契約の締結までの間において、当該

落札者が入札参加資格要件を満たさなく　

なった場合には、当該業務委託契約を締結

しないことがある。 

⑵　入札参加申請書に虚偽の記載をした場合

には、当業務の入札に参加できないととも

に、亀岡市の指名停止措置を行うことがあ

る。 

⑶　2日目の締切間際に電子入札の入札書の

送信をしようとして、パソコントラブルに

より送信が間に合わず入札書不着になる　

ケースも懸念されるので、入札書等は「原

則として、入札書受付期間の1日目に提出

する」こととし「2日目は（1日目にトラブ

ル等が発生した場合の）予備日」として、

必ず受付期間内に間に合うように提出する

こと。 

⑷　その他については、共通事項のとおりと

する。 

 

（問い合わせ先） 

　　　　亀岡市　総務部　契約検査課 

　　　　（電話0771-25-5041） 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第２７号 

 

　令和６年１月１７日付け亀岡市公告第５号で

公告した旧農業経営基盤強化促進法（昭和５５

年法律第６５号）第１８条第１項により定めた

農用地利用集積計画について一部を取り消した

ので、同法第１９条の規定により公告し、その

関係書類を次により縦覧に供する。 

 

　　　令和８年３月１２日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　取り消した農用地利用集積計画 

　令和６年１月１７日付け亀岡市公告第５

号の一部 

２　縦覧期間 

　令和８年３月１２日以後、常時備え置く

こととする。 

３　縦覧場所 

　　　亀岡市安町野々神８番地 

　　　亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第２８号 

 

　農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１９条第５項の規定により地域計画

を変更したので、同条第８項の規定により公告

し、当該地域計画を次により縦覧に供する。 

 

　　　令和８年３月１３日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　縦覧期間 

　令和８年３月１３日以後、常時備え置く

こととする。 
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２　縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第２９号 

 

　令和７年３月３１日付け亀岡市公告第３２号

で公告した地域計画を変更するので、農業経営

基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第

１９条第７項の規定により公告し、その当該地

域計画の変更案を次により縦覧に供する。 

　なお、利害関係人は、当該地域計画の変更案

について、令和８年３月３０日（縦覧期間満了

の日）までに意見書を提出することができる。 

 

　　　令和８年３月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　縦覧期間 

　　　自　令和８年３月１６日 

　　　至　令和８年３月３０日 

２　縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第３０号 

 

　令和７年亀岡市公告第１１０号に基づき実施

した本市職員採用試験の結果、次のとおり合格

者を決定し、職員採用候補者名簿に登載したの

で公告する。ただし、有効期限については、令

和９年４月１日までとする。 

 

　　　令和８年３月１６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

合格者受験番号 

　かめおか方式 

　　事務（上級） 

　　１００２　１０１２　１０２１　１０２９ 

　　建築（上級） 

　　３００２ 

　　学芸員 

　　６００２ 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第３１号 

 

　亀岡農業振興地域整備計画を変更するので、

農業振興地域の整備に関する法律（昭和４４年

法律第５８号）第１３条第４項で準用する同法

第１１条第１項の規定により公告し、当該農業

振興地域整備計画の変更案に当該農業振興地域

整備計画を変更しようとする理由を記載した書

面を添えて、次により縦覧に供する。 

　なお、亀岡市の住民は、当該農業振興地域整

備計画の変更案について、令和８年４月１６日

（縦覧期間満了の日）までに意見書を提出する

ことができる。 

　また、当該農業振興地域整備計画の変更案の

うち農用地利用計画の変更案に係る農用地区域

内にある土地の所有者その他その土地に関し権

利を有する者は、当該農用地利用計画の変更案
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に対して異議があるときは、令和８年４月１７

日（縦覧期間満了の日の翌日）から令和８年５

月１日までにこれを申し出ることができる。 

 

　　　令和８年３月１７日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　縦覧期間 

自　令和８年３月１８日 

至　令和８年４月１６日 

２　縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第３２号 

 

　森林経営管理法（平成３０年法律第３５号）

第３６条第３項の規定により、次のとおり民間

事業者を選定したため、森林経営管理法施行規

則（平成３０年農林水産省令第７８号）第３３

条第３項の規定により民間事業者の選定結果を

公告する。 

 

　　　令和８年３月１７日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　民間事業者の募集期間 

　　　令和７年１０月１７日から 

　　　令和８年１月１３日まで 

２　応募事業者数 

２者 

３　経営管理実施権の設定を受ける民間事業者

の選定委員会開催日 

　　　令和８年３月１０日 

４　経営管理実施権設定候補森林 

　　　別紙のとおり 

５　選定結果 

　　　西別院町犬甘野地区 

 

【別紙　省略】 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第３３号 

 

　森林経営管理法（平成３０年法律第３５号）

第３６条第３項の規定により、次のとおり民間

事業者を選定したため、森林経営管理法施行規

則（平成３０年農林水産省令第７８号）第３３

条第３項の規定により民間事業者の選定結果を

公告する。 

 

　　　令和８年３月１７日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　民間事業者の募集期間 

　　　令和７年１０月１７日から 

　　　令和８年１月１３日まで 

２　応募事業者数 

　　　１者 

３　経営管理実施権の設定を受ける民間事業者

の選定委員会開催日 

　　　令和８年３月１０日 

 整理番号 提　案　者 結　果

 １ 日吉町森林組合 不採用

 ２ 亀岡市森林組合 採用
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４　経営管理実施権設定候補森林 

別紙のとおり 

５　選定結果 

　　　東本梅町松熊地区 

 

【別紙　省略】 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市公告第３４号 

 

　鳥獣による農林水産業等に係る被害の防止の

ための特別措置に関する法律（平成１９年法律

第１３４号）第４条第１項の規定により亀岡市

鳥獣被害防止計画を策定する。 

　なお、策定した計画は、令和８年４月１日に

効力を生じるものとし、亀岡市役所において縦

覧に供する。 

 

　　　令和８年３月２６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　縦覧場所 

　　　亀岡市安町野々神８番地 

　　　亀岡市産業観光部農林振興課 

２　縦覧期間 

　　　令和８年３月２６日から 

　　　令和８年３月３１日まで 

 

「掲示済」 

 整理番号 提　案　者 結　果

 １ 亀岡市森林組合 採用

　亀岡市公告第３５号 

 

　農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第

６５号）第１９条第５項の規定により地域計画

を変更したので、同条第８項の規定により公告

し、当該地域計画を次により縦覧に供する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

１　縦覧期間 

　令和８年３月３１日以後、常時備え置く

こととする。 

２　縦覧場所 

亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市産業観光部農林振興課 

 

「掲示済」 
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任免及び辞令 

 

　　　　　　　　　　　　　川　勝　啓　史 

亀岡市総合計画審議会委員の委嘱を解きます 

　　　　　　　　　　　　　内　藤　一　徳 

亀岡市総合計画審議会委員に委嘱します 

任期は令和８年６月２６日までとします 

　　　令和８年３月２日 

 

　　　　　　　　　　　　　安　藤　　　進 

亀岡市国民保護協議会委員の委嘱を解きます 

　　　令和８年３月１５日 

 

　　　　　　　　　　　　　尾　鼻　裕　一 

亀岡市国民保護協議会幹事に委嘱します 

任期は令和９年３月１４日までとします 

　　　　　　　　　　　　　西　平　早　希 

亀岡市地域公共交通会議委員に委嘱します 

任期は令和９年７月２０日までとします 

　　　　　　　　　　　　　中　籔　希　人 

亀岡市地域公共交通会議委員の委嘱を解きます 

　　　　　　　　　　　　　出　嶌　克　臣 

亀岡市都市計画審議会委員の委嘱を解きます 

　　　　　　　　　　　　　中　道　宣　人 

亀岡市都市計画審議会委員に委嘱します 

任期は令和８年９月４日までとします 

　　　令和８年３月１６日 

 

　　　　　　　　　　　　　小　川　宜　久 

亀岡市人権尊重推進審議会委員に委嘱します 

　　　令和８年３月２５日 

 

（各　通）
　　　　　　　　福　島　達　夫 

　　　　　　　　　　　　　大　西　正　乘 

亀岡市介護認定審査会委員の委嘱を解きます 

　　　令和８年３月３１日 

 

議会事務局欄 

 

規　程 

 

　亀岡市議会サイバーセキュリティを確保する

ための方針に関する規程を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　亀岡市議会議長　小川克己 

 

　亀岡市議会規程第１号 

 

亀岡市議会サイバーセキュリティ

を確保するための方針に関する規

程 

 

　亀岡市議会における地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条の６の規定に基づく

サイバーセキュリティを確保するための方針に

関し必要な事項については、情報セキュリティ

ポリシー（亀岡市情報化の推進に関する規程

（平成２５年亀岡市訓令第４号）及び亀岡市情

報セキュリティ対策基準規程（平成２７年亀岡

市訓令第５号））の例による。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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監査委員欄 

 

規　程 

 

　亀岡市監査委員サイバーセキュリティを確保

するための方針に関する規程を次のように定め

る。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　亀岡市代表監査委員　関本孝一 

 

　亀岡市監査委員規程第１号 

 

亀岡市監査委員サイバーセキュリ

ティを確保するための方針に関す

る規程 

 

　亀岡市監査委員における地方自治法（昭和　

２２年法律第６７号）第２４４条の６の規定に

基づくサイバーセキュリティを確保するための

方針に関し必要な事項については、情報セキュ

リティポリシー（亀岡市情報化の推進に関する

規程（平成２５年亀岡市訓令第４号）及び亀岡

市情報セキュリティ対策基準規程（平成２７年

亀岡市訓令第５号））の例による。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

公　表 

 

　亀岡市監査公表第３号 

 

　地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第　

１９９条第１項、第２項及び第４項の規定によ

る監査を亀岡市監査基準に準拠して実施し、同

条第１２項の規定に基づき監査の結果に関する

報告を決定したので、同条第９項の規定により、

次のとおり公表する。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　亀岡市監査委員　関本孝一 

　　　　　　　亀岡市監査委員　木村　勲 

 

１　監査の種類 

　令和７年度定期監査及び行政監査 

 

２　監査の対象 

　監査対象課に係る令和７年度の事務の執行

及び財務に関する事務の執行について 

 

３　監査の着眼点 

　市の事務の執行及び財務に関する事務の執

行が適正かつ効率的に行われているか。 

 

４　監査の主な実施内容 

　監査の対象について、関係諸帳簿、証拠書

類等を調査し、併せて関係各課長への聴取を

行った。 

 

５　監査の実施場所及び日程 

⑴　監査の実施場所 

　監査委員室 

 

 



 
亀　岡　市　公　報

88 

令和８年４月１５日発行 第９７５号

⑵　監査日程 

 

６　監査の結果 

　監査の結果は、次の事項を除いて概ね適正であると認められた。 

　なお、監査執行の過程において、口頭により指導を行った軽易な事項については、今後の事務

処理に留意されたい。 

⑴　市民生活部 

　以下の各課に係る令和７年１１月末現在における財務に関する事務の執行等について、抽出

して監査を行った。 

ア　市民課 

　特に指摘する事項はなかった。 

イ　火葬場整備推進課 

　特に指摘する事項はなかった。 

ウ　保険医療課 

　特に指摘する事項はなかった。 

エ　税務課 

　特に指摘する事項はなかった。 

⑵　まちづくり推進部 

　以下の各課に係る令和７年１１月末現在における財務に関する事務の執行等について、抽出

して監査を行った。 

　概ね適正に処理されていたが、一部に次のような事項が見受けられたので、適正な事務処理

をされたい。 

ア　都市計画課 

　特に指摘する事項はなかった。 

 

 対象課 監査期間 ヒアリング実施日

 〇市民生活部 

　　市民課 

　　火葬場整備推進課 

　　保険医療課 

　　税務課 

〇まちづくり推進部 

　　都市計画課 

　　都市整備課 

　　桂川・道路交通課 

　　土木管理課 

　　建築住宅課 

〇全国都市緑化フェア推進室 

　　全国都市緑化フェア推進課 

　　全国都市緑化フェア整備課

令和８年１月１３日から 

令和８年３月３１日まで

令和８年２月１７日 

令和８年２月１８日 

令和８年２月１９日
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イ　都市整備課 

　特に指摘する事項はなかった。 

ウ　桂川・道路交通課 

(ｱ) ＪＲ千代川駅地区東西自由通路整備

事業に伴う嵯峨野線千代川構内自由通

路新設工事の施行に係る基本協定書第

６条第１項に基づく２０２５年度協定

書第４条において、工事費の概算払を

請求できる旨定めているが、前金払に

よって支出が行われていた。 

　これらは、支出の方法の特例として、

地方自治法、地方自治法施行令及び亀

岡市財務規則において明確に区別され

ている。 

　２０２５年度協定書に基づき適正な

事務処理をされたい。 

エ　土木管理課 

　特に指摘する事項はなかった。 

オ　建築住宅課 

　特に指摘する事項はなかった。 

⑶　全国都市緑化フェア推進室 

　以下の各課に係る令和７年１１月末現在

における財務に関する事務の執行等につい

て、抽出して監査を行った。 

ア　全国都市緑化フェア推進課 

　特に指摘する事項はなかった。 

イ　全国都市緑化フェア整備課 

　特に指摘する事項はなかった。 

 

７　意見 

　以上が、市民生活部等における令和７年度

の財務に関する事務の執行等について監査し

た結果である。 

　なお、今回の監査で見受けられた以下の点

については、今後の事務処理において留意さ

れたい。 

　各種契約等を監査する中で、契約書の業務

名等の記載を誤り、書類の作成や記載事項の

確認を形式的に行っているのではないかと危

惧されるものがあった。 

　契約書等作成の際には、ダブルチェックを

徹底されたい。 

　また、従来は月ごとに行っていた業務が、

数箇月にわたり滞っていた事例があった。監

査を行った時点では処理されていたものの、

毎月確実に行っていれば、仮に問題が発覚し

ても迅速に対応することができ、結果的に職

員の負担を軽減することにつながる。 

　定例の業務については、複数の職員で進捗

状況を把握し、適切な時期に、確実に行うよ

う努められたい。 

　先に指摘した概算払と前金払については、

いずれも債権者は確定しているが、支払期日

（債務履行期）が未到来であるというところ

は同じである。 

　しかし、概算払は債務金額が未確定の場合

に一定金額（概算）をもって支払い、債務金

額が確定した時点で精算するものであるのに

対し、前金払は債務金額が確定している場合

に、その全部又は一部を支払うものであると

いう違いがある。 

　ともに支出の方法の特例として地方自治法

に定められたものであることから、適正な支

出の方法がとられているか、今一度、全庁的

に確認されたい。 

 

「掲示済」 
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令和８年４月１５日発行 第９７５号

教育委員会欄 

 

規　則 

 

　亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則及び亀

岡市教育委員会職員の職の設置に関する規則の

一部を改正する規則をここに公布する。 

 

　　　令和８年３月２４日 

 

　　　　　　　　　亀岡市教育委員会 

　　　　　　　　　　　教育長　川勝哲也 

 

　亀岡市教育委員会規則第１号 

 

亀岡市教育委員会事務局事務分掌

規則及び亀岡市教育委員会職員の

職の設置に関する規則の一部を改

正する規則 

 

（亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則の一

部改正） 

第１条　亀岡市教育委員会事務局事務分掌規則

（昭和４０年亀岡市教育委員会規則第３号）

の一部を次のように改正する。 

　第３条第３項中「及び総括指導主事」を　

「、総括指導主事及び主任指導主事」に改め

る。 

（亀岡市教育委員会職員の職の設置に関する

規則の一部改正） 

第２条　亀岡市教育委員会職員の職の設置に関

する規則（平成１８年亀岡市教育委員会規則

第４号）の一部を次のように改正する。 

　第２条中「総括指導主事」の次に「、主任

指導主事」を加える。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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第９７５号令和８年４月１５日発行

選挙管理委員会欄 

 

規　程 

 

　亀岡市選挙管理委員会サイバーセキュリティ

を確保するための方針に関する規程を次のよう

に定める。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

　亀岡市選挙管理委員会規程第１号 

 

亀岡市選挙管理委員会サイバーセ

キュリティを確保するための方針

に関する規程 

 

　亀岡市選挙管理委員会における地方自治法

（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の６の

規定に基づくサイバーセキュリティを確保する

ための方針に関し必要な事項については、情報

セキュリティポリシー（亀岡市情報化の推進に

関する規程（平成２５年亀岡市訓令第４号）及

び亀岡市情報セキュリティ対策基準規程（平成

２７年亀岡市訓令第５号））の例による。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

告　示 

 

　亀岡市選挙管理委員会告示第１８号 

 

　亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の　

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

　　　令和８年３月２日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

１，４３７人 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市選挙管理委員会告示第１９号 

 

　亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

　　　令和８年３月２日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 
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令和８年４月１５日発行 第９７５号

２３，９４２人 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市選挙管理委員会告示第２０号 

 

　合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

　　　令和８年３月２日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

１１，９７１人 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市選挙管理委員会告示第２１号 

 

　令和８年４月５日執行予定の京都府知事選挙

におけるポスター掲示場の設置場所を次のよう

に定める。 

 

　　　令和８年３月１７日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

【省　略】 

 

「掲示済」 

　亀岡市選挙管理委員会告示第２２号 

 

　亀岡市条例の制定又は改廃の請求に要する有

権者総数の５０分の１の数、亀岡市の事務の執

行に関する監査の請求に要する有権者総数の　

５０分の１の数及び合併協議会設置の請求に要

する有権者総数の５０分の１の数は、次のとお

りである。 

 

　　　令和８年３月１８日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

１，４３７人 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市選挙管理委員会告示第２３号 

 

　亀岡市議会の解散請求に要する有権者総数の

３分の１の数並びに亀岡市の市長、副市長、教

育長、教育委員会の委員、選挙管理委員、監査

委員及び亀岡市議会議員の解職請求に要する有

権者総数の３分の１の数は、次のとおりである。 

 

　　　令和８年３月１８日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

２３，９４３人 

 

「掲示済」 
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第９７５号令和８年４月１５日発行

　亀岡市選挙管理委員会告示第２４号 

 

　合併協議会設置協議について選挙人の投票に

付する請求に要する有権者総数の６分の１の数

は、次のとおりである。 

 

　　　令和８年３月１８日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

１１，９７２人 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市選挙管理委員会告示第２５号 

 

　令和８年４月５日執行の京都府知事選挙にお

ける投票管理者及び同職務代理者を次のとおり

選任した。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 
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令和８年４月１５日発行 第９７５号

令和８年４月５日執行　京都府知事選挙　投票管理者・同職務代理者一覧表 

 

「掲示済」 

 
地区名

投票区 
番　号

投 票 管 理 者 同 職 務 代 理 者

 氏　　名 住　　　　所 氏　　名 住　　　　所

 
亀　岡

1 山　口　勝　弘 省略 大　原　裕　司 省略

 2 武　内　政　一 省略 巻　田　晃　宏 省略

 東別院 3 石　田　孝　博 省略 乾　　　彰　展 省略

 
西別院

5 中　島　三羊子 省略 近　藤　洋　介 省略

 6 村　上　　　徹 省略 藤　田　光　裕 省略

 
曽我部

7 俣　野　昭　夫 省略 松　岡　真　也 省略

 8 和　田　敏　宏 省略 宮　川　泰　一 省略

 吉　川 9 赤　田　雅　光 省略 白　崎　徹　也 省略

 薭田野 10 松　井　祥　一 省略 山　口　裕　貴 省略

 
本　梅

12 西　村　　　誠 省略 竹　岡　将　之 省略

 13 福　井　道　雄 省略 谷　　　健　太 省略

 
畑　野

14 石　野　一　哉 省略 岡　本　英　明 省略

 15 谷　口　文　雄 省略 園　田　恭　丈 省略

 
宮　前

16 柴　田　恒　男 省略 工　藤　　　彰 省略

 17 森　　　修　一 省略 山　末　達　也 省略

 18 小　畑　充　弘 省略 橋　本　広　明 省略

 
大　井

19 島　田　眞　二 省略 中　川　　　眺 省略

 20 勢　籏　英　明 省略 森　田　幸　治 省略

 
千代川

21 井　㞍　豊　貞 省略 田　村　知　弘 省略

 22 俣　野　謙　三 省略 上　園　千　佳 省略

 
馬　路

23 井　川　幸　一 省略 西　川　公　典 省略

 24 今　西　良　匡 省略 倉　橋　浩　史 省略

 25 堤　　　邦　尋 省略 谷　　　裕　幸 省略

 
旭

26 平　井　　　正 省略 野　木　彰　彦 省略

 27 人　見　哲　雄 省略 小　野　憲　司 省略

 
千　歳

28 渡　邉　正　満 省略 泊　　　武　宏 省略

 29 廣　瀬　忠　司 省略 廣　瀬　敬　太 省略

 30 杉　崎　正　弘 省略 今　西　洋　希 省略

 
河原林

31 福　島　利　之 省略 岩　本　尚　志 省略

 32 桂　　　敏　彦 省略 林　田　和　也 省略

 保　津 33 廣　瀨　文　章 省略 山　口　福　子 省略

 
東本梅

35 山　際　貴　士 省略 松　谷　克　美 省略

 36 中　西　　　潔 省略 日下部　安　彦 省略

 篠 37 尾　松　佳栄子 省略 出　口　直　輝 省略

 篠・東つつじ 38 中　　　龍　雄 省略 石　津　　　仁 省略

 西つつじ 39 野　中　康　朗 省略 串　﨑　　　眞 省略

 亀　岡 40 岡　本　保　文 省略 太　田　健一郎 省略

 篠 41 吉　城　昭　浩 省略 谷　　　智　行 省略

 南つつじ 42 山　田　　　実 省略 中　西　孝　臣 省略

 東別院 43 山　室　圭　介 省略 曽我部　　　育 省略

 篠 44 岡　村　義　隆 省略 齊　藤　洋　平 省略

 千代川 45 廣　瀨　健　次 省略 松　永　恵理子 省略
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令和８年４月１５日発行 第９７５号

　亀岡市選挙管理委員会告示第２６号 

 

　令和８年４月５日執行の京都府知事選挙における各投票区の投票所を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会委員長　美馬義晴 

 

 

「掲示済」 

 投票区名 投票所の施設 所在地

 第 １ 投票区 亀岡小学校 亀岡市内丸町１５番地

 第 ２ 投票区 亀岡市役所市民ホール 亀岡市安町野々神８番地

 第 ３ 投票区 東別院町ふれあいセンター 亀岡市東別院町東掛一アン１５番地８

 第 ５ 投票区 亀岡市西別院生涯学習センター 亀岡市西別院町柚原佃１７番地

 第 ６ 投票区 犬甘野児童館 亀岡市西別院町犬甘野霜ノ下２、３、４番地

 第 ７ 投票区 曽我部公民館 亀岡市曽我部町南条北荒水代４番地１

 第 ８ 投票区 寺区公民館 亀岡市曽我部町寺広畑１２番地

 第 ９ 投票区 吉川公民館 亀岡市吉川町吉田沢６３番地

 第１０投票区 亀岡市薭田野生涯学習センター 亀岡市薭田野町佐伯西ノ辻９番地１

 第１２投票区 ほんめ町ふれあいセンター 亀岡市本梅町井手梅原３番地

 第１３投票区 西加舎公民館 亀岡市本梅町西加舎塩賀１４番地１

 第１４投票区 畑野町公民館 亀岡市畑野町千ケ畑西山５番地１

 第１５投票区 土ケ畑公民館 亀岡市畑野町土ケ畑堂ノ下１９番地

 第１６投票区 宮川公民館 亀岡市宮前町宮川谷ノ下１０３番地

 第１７投票区 神前ふれあいサロン 亀岡市宮前町神前平見１番地１

 第１８投票区 猪倉公民館 亀岡市宮前町猪倉森ノ下１０番地

 第１９投票区 大井小学校 亀岡市大井町並河１丁目３番１号

 第２０投票区 小金岐区会議所 亀岡市大井町小金岐馬場崎２１番地

 第２１投票区 千代川町自治会館 亀岡市千代川町北ノ庄国主ケ森１９番地

 第２２投票区 北ノ庄会議所 亀岡市千代川町北ノ庄市場２番地

 第２３投票区 馬路生涯学習センター 亀岡市馬路町流川２番地１

 第２４投票区 池尻区公民館 亀岡市馬路町池尻６０番地１

 第２５投票区 馬路老人センター 亀岡市馬路町小米田４５番地４

 第２６投票区 旭コミュニティセンター 亀岡市旭町年角２５番地

 第２７投票区 山階公民館 亀岡市旭町井戸ノ下２１１番地２

 第２８投票区 国分公民館 亀岡市千歳町国分西垣内１５番地１

 第２９投票区 千歳町自治会事務所 亀岡市千歳町千歳垣根２番地３

 第３０投票区 出雲会議所 亀岡市千歳町千歳南所２６番地

 第３１投票区 亀岡市河原林生涯学習センター 亀岡市河原林町河原尻上六反田９番地１

 第３２投票区 勝林島会議所 亀岡市河原林町勝林島稲荷５３番地

 第３３投票区 保津児童館 亀岡市保津町弐番１１番地１

 第３５投票区 赤熊公民館 亀岡市東本梅町赤熊南垣内２２番地

 第３６投票区 大内営農センター 亀岡市東本梅町大内上条３０番地

 第３７投票区 安詳小学校 亀岡市篠町篠中北裏６８番地

 第３８投票区 東つつじケ丘ふれあいセンター 亀岡市東つつじケ丘都台３丁目６番７号

 第３９投票区 西つつじケ丘ふれあいセンター 亀岡市西つつじケ丘大山台１丁目１２番１３号

 第４０投票区 亀岡市文化資料館 亀岡市古世町中内坪１番地

 第４１投票区 詳徳小学校 亀岡市篠町柏原田中３番地１

 第４２投票区 亀岡市南つつじケ丘コミュニティセンター 亀岡市南つつじケ丘大葉台２丁目４３番１号

 第４３投票区 見立自治会館 亀岡市東別院町鎌倉見立１９番地１７１

 第４４投票区 西山区集会所 亀岡市篠町王子唐櫃越 1番地５１

 第４５投票区 小林区会議所 亀岡市千代川町小林植田１２０番地１



 
亀　岡　市　公　報

96 

令和８年４月１５日発行 第９７５号

　亀岡市選挙管理委員会告示第２７号 

 

　令和８年４月５日執行の京都府知事選挙の投票記載場所における候補者の氏名掲示の掲載順序を

定めるくじを行う場所及び日時を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会委員長　美馬義晴 

 

１　場　所　　亀岡市安町野々神８番地 

　　　　　　　亀岡市役所 

 

２　日　時　　令和８年３月１９日　午後５時３０分 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市選挙管理委員会告示第２８号 

 

　令和８年４月５日執行の京都府知事選挙における期日前投票所の場所及び当該期日前投票所を設

ける期間を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会委員長　美馬義晴 

 

 

「掲示済」 

 施　設　名 所　在　地 期　間

 
亀岡市役所　市民ホール 亀岡市安町野々神８番地

令和８年３月２０日から 

同年４月４日まで

 
カインズ亀岡店 亀岡市大井町並河４丁目２０番地

令和８年３月２０日から 

同月２１日まで



 
亀　岡　市　公　報

97 

令和８年４月１５日発行 第９７５号

　亀岡市選挙管理委員会告示第２９号 

 

　令和８年４月５日執行の京都府知事選挙における期日前投票所に係る投票管理者及び同職務代理

者を次のとおり選任した。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会委員長　美馬義晴 

 

令和８年４月５日執行　京都府知事選挙 

期日前投票所における投票管理者・同職務代理者　一覧表 

 

⑴　市役所　市民ホール 

⑵　カインズ亀岡店 

「掲示済」 

 

 
職務を行うべき日

投 票 管 理 者 同職務代理者

 氏　　名 住　　所 氏　　名 住　　所

 令和8年3月20日(金) 小　島　香代子 省略 美　馬　義　晴 省略

 令和8年3月21日(土) 美　馬　義　晴 省略 河原林　茂　美 省略

 令和8年3月22日(日) 河原林　茂　美 省略 中　井　康　雄 省略

 令和8年3月23日(月) 中　井　康　雄 省略 小　島　香代子 省略

 令和8年3月24日(火) 小　島　香代子 省略 美　馬　義　晴 省略

 令和8年3月25日(水) 美　馬　義　晴 省略 河原林　茂　美 省略

 令和8年3月26日(木) 河原林　茂　美 省略 中　井　康　雄 省略

 令和8年3月27日(金) 中　井　康　雄 省略 小　島　香代子 省略

 令和8年3月28日(土) 小　島　香代子 省略 美　馬　義　晴 省略

 令和8年3月29日(日) 美　馬　義　晴 省略 河原林　茂　美 省略

 令和8年3月30日(月) 河原林　茂　美 省略 中　井　康　雄 省略

 令和8年3月31日(火) 中　井　康　雄 省略 小　島　香代子 省略

 令和8年4月1日(水) 小　島　香代子 省略 美　馬　義　晴 省略

 令和8年4月2日(木) 美　馬　義　晴 省略 河原林　茂　美 省略

 令和8年4月3日(金) 河原林　茂　美 省略 中　井　康　雄 省略

 令和8年4月4日(土) 中　井　康　雄 省略 小　島　香代子 省略

 
職務を行うべき日

投 票 管 理 者 同職務代理者

 氏　　名 住　　所 氏　　名 住　　所

 令和8年3月20日(金) 中　井　康　雄 省略 小　島　香代子 省略

 令和8年3月21日(土) 河原林　茂　美 省略 中　井　康　雄 省略
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　亀岡市選挙管理委員会告示第３０号 

 

　令和８年４月５日執行の京都府知事選挙にお

ける開票管理者及び同職務代理者を次のとおり

選任した。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市選挙管理委員会告示第３１号 

 

　令和８年４月５日執行の京都府知事選挙の開

票の場所及び日時を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

１　開票場所 

ガレリアかめおか 

亀岡市余部町宝久保１番地１ 

２　開票日時 

令和８年４月５日　午後９時 

 

「掲示済」 

 
開 票 管 理 者 省略 美 馬　義 晴

 
同職務代理者 省略 中 井　康 雄

　亀岡市選挙管理委員会告示第３２号 

 

　令和８年４月５日執行の京都府知事選挙にお

ける亀岡市開票区の開票立会人を定めるくじを

行う場所及び日時を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　亀岡市選挙管理委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　美馬義晴 

 

１　場　所　　亀岡市安町野々神８番地 

亀岡市役所 

 

２　日　時　　令和８年４月２日 

　　　　　　　午後５時３０分 

 

「掲示済」 
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公平委員会欄 

 

規　則 

 

　亀岡市公平委員会サイバーセキュリティを確

保するための方針に関する規則をここに公布す

る。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　亀岡市公平委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　深澤則夫 

 

　亀岡市公平委員会規則第１号 

 

亀岡市公平委員会サイバーセキュ

リティを確保するための方針に関

する規則 

 

　亀岡市公平委員会における地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の６の規定に

基づくサイバーセキュリティを確保するための

方針に関し必要な事項については、情報セキュ

リティポリシー（亀岡市情報化の推進に関する

規程（平成２５年亀岡市訓令第４号）及び亀岡

市情報セキュリティ対策基準規程（平成２７年

亀岡市訓令第５号））の例による。 

 

　　　附　則 

 

　この規則は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

農業委員会欄 

 

規　程 

 

　亀岡市農業委員会サイバーセキュリティを確

保するための方針に関する規程を次のように定

める。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市農業委員会 

　　　　　　　　　　　　会長　神﨑　弥 

 

　亀岡市農業委員会規程第１号 

 

亀岡市農業委員会サイバーセキュ

リティを確保するための方針に関

する規程 

 

　亀岡市農業委員会における地方自治法（昭和

２２年法律第６７号）第２４４条の６の規定に

基づくサイバーセキュリティを確保するための

方針に関し必要な事項については、情報セキュ

リティポリシー（亀岡市情報化の推進に関する

規程（平成２５年亀岡市訓令第４号）及び亀岡

市情報セキュリティ対策基準規程（平成２７年

亀岡市訓令第５号））の例による。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 
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公　告 

 

　亀岡市農業委員会公告第３号 

 

　令和８年３月定例総会を下記のとおり公告す

る。 

 

　　　令和８年３月２日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市農業委員会 

　　　　　　　　　　　　会長　神﨑　弥 

 

記 

 

１　日　時 

　　　令和８年３月５日（木） 

　　　午前９時００分から 

２　場　所 

　　　亀岡市役所　３０２、３０３会議室 

３　議　題 

・第１号議案　農地法第１８条第６項の規定

による通知の承認について 

・第２号議案　農地法第３条の規定による許

可申請に係る許可について 

・第３号議案　非農地証明交付について 

・第４号議案　農用地利用集積等促進計画

（案）（貸借） 

 

「掲示済」 

 

上下水道部欄 

 

規　程 

 

　亀岡市上下水道部サイバーセキュリティを確

保するための方針に関する規程を次のように定

める。 

 

　　　令和８年３月１２日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市上下水道事業管理規程第１号 

 

亀岡市上下水道部サイバーセキュ

リティを確保するための方針に関

する規程 

 

　上下水道部における地方自治法（昭和２２年

法律第６７号）第２４４条の６の規定に基づく

サイバーセキュリティを確保するための方針に

関し必要な事項については、情報セキュリティ

ポリシー（亀岡市情報化の推進に関する規程

（平成２５年亀岡市訓令第４号）及び亀岡市情

報セキュリティ対策基準規程（平成２７年亀岡

市訓令第５号））の例による。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市下水道条例施行規程の一部を改正する

規程を次のように定める。 
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　　　令和８年３月１２日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市上下水道事業管理規程第２号 

 

亀岡市下水道条例施行規程の一部

を改正する規程 

 

　亀岡市下水道条例施行規程（昭和５７年亀岡

市水道事業管理規程第９号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

　第５条第１項第１号イ中「第５条第３号」を

「第６条第３号」に改める。 

　第１２条第１項中「前項」を「第１０条第２

項」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、令和８年３月１２日から施行す

る。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市上下水道部処務規程の一部を改正する

規程を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市上下水道事業管理規程第３号 

 

亀岡市上下水道部処務規程の一部

を改正する規程 

 

　亀岡市上下水道部処務規程（昭和４８年亀岡

市水道事業管理規程第２号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

　別表第１中「水道経営係　下水道経営係」を

「経営係」に改める。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市上下水道部決裁規程及び亀岡市上下水

道事業会計規程の一部を改正する規程を次のよ

うに定める。 

 

　　　令和８年３月１９日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市上下水道事業管理規程第４号 

 

亀岡市上下水道部決裁規程及び亀

岡市上下水道事業会計規程の一部

を改正する規程 

 

　（亀岡市上下水道部決裁規程の一部改正） 

第１条　亀岡市上下水道部決裁規程（昭和４８

年亀岡市水道事業管理規程第３号）の一部を

次のように改正する。 

　第９条に次の１号を加える。 

⑷　公共料金明細サービス（金融機関が引

き落とす料金の請求金額を事前に確認で

きるサービスをいう。）を利用した支出

に関すること。 
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　（亀岡市上下水道事業会計規程の一部改正） 

第２条　亀岡市上下水道事業会計規程（平成　

２６年亀岡市上下水道事業管理規程第３号）

の一部を次のように改正する。 

　第４６条の次に次の１条を加える。 

　（口座自動振替払） 

第４６条の２　公共料金明細サービス（金融

機関が引き落とす料金の請求金額を事前に

確認できるサービスをいう。以下同じ。）

を受けて支払う経費は、債権者が指定した

期日に債権者の請求金額を出納取扱金融機

関が上下水道事業の預金口座から債権者の

預金口座に振り替える方法により支払うこ

とができる。 

２　公共料金明細サービスに関する支出伝票

は、債権者が作成した振替情報に基づき作

成し、請求書の添付を要しないものとする。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 

 

　亀岡市物価高騰対応に係る水道基本料金の免

除に関する規程を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月２６日 

 

　　　　　　　　　　亀岡市長　桂川孝裕 

 

　亀岡市上下水道事業管理規程第５号 

 

亀岡市物価高騰対応に係る水道基

本料金の免除に関する規程 

 

　（趣旨） 

第１条　この規程は、物価高騰の影響を受けて

いる者を支援することを目的として、亀岡市

水道事業給水条例（平成２９年亀岡市条例第

３２号。以下「水道事業給水条例」とい

う。）第３９条第２項（亀岡市飲料水供給施

設給水条例（昭和４３年亀岡市条例第１３号。

以下「飲料水供給施設給水条例」という。）

第５条において準用する場合を含む。）の規

定に基づき、水道事業の管理者の権限を行う

市長（以下「管理者」という。）が特別な理

由があると認めて実施する水道基本料金（水

道事業給水条例第２７条第１項に規定する基

本料金又は飲料水供給施設給水条例第４条第

１項に規定する基本料金及び同条第２項に規

定する計量給水によるメーター使用料をいう。

以下同じ。）の免除の取扱いについて、必要

な事項を定めるものとする。 

　（免除の対象者） 

第２条　水道基本料金の免除の対象者は、水道

事業給水条例第１８条（飲料水供給施設給水

条例第５条において準用する場合を含む。）

に定める給水契約を申し込み、その承認を受

けた者とする。ただし、国又は地方公共団体

の管理によるものは除くものとする。 

　（免除の対象期間及び免除額） 

第３条　免除の対象期間及び免除額は、令和８

年４月１日から同年７月３１日までの間に実

施する水道事業給水条例第２８条に規定する

メーター点検に係る水道基本料金の全額とす

る。 

　（免除申請） 

第４条　この規程による水道基本料金の免除を

受けようとする者の申請は必要としない。 

　（その他） 

第５条　この規程に定めるもののほか必要な事

項は、管理者が別に定める。 
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　　　附　則 

 

　（施行期日） 

１　この規程は、令和８年４月１日から施行す

る。 

　（失効） 

２　この規程は、令和８年８月３１日限り、そ

の効力を失う。 

 

「掲示済」 

市立病院欄 

 

規　程 

 

　亀岡市病院事業会計規程の一部を改正する規

程を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月１日 

 

　　　　亀岡市病院事業管理者　田中宏樹 

 

　亀岡市病院事業管理規程第１号 

 

亀岡市病院事業会計規程の一部を

改正する規程 

 

　亀岡市病院事業会計規程（平成１６年亀岡市

病院事業管理規程第２９号）の一部を次のよう

に改正する。 

 

　第９条に次の１項を加える。 

２　前項で定める会計伝票については、当該会

計伝票に記載すべき事項を記録した電磁的記

録（電子的方式、磁気的方式その他の知覚に

よっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処

理の用に供されるものをいう。）をもってこ

れに代えることができる。 

　第１８条第１項中「損益勘定、資産勘定、負

債勘定、資本勘定及び整理勘定」を「収益勘定、

費用勘定、資産勘定、資本勘定及び負債勘定」

に改める。 

　第３９条第１項第１号中「保険料」を「使用

料、保管料又は保険料」に改める。 

　第４５条の次に次の１条を加える。 
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　（口座自動振替払） 

第４５条の２　公共料金明細サービス（金融機関が引き落とす料金の請求金額を事前に確認できる

サービスをいう。以下同じ。）を受けて支払う経費は、債権者が指定した期日に債権者の請求金

額を出納取扱金融機関が病院事業の預金口座から債権者の預金口座に振り替える方法により支払

うことができる。 

２　公共料金明細サービスに関する支出伝票は、債権者が作成した振替情報に基づき作成し、請求

書の添付を要しないものとする。 

　第５０条第２項を削る。 

　別表収益勘定の表及び費用勘定の表を次のように改める。 

収益勘定 

 

 款 項 目 節 （科目区分の説明）

 病院事業収
益

 医業収益 主たる医業活動から生ずる収益

 入院収益

 入院収益 入院診療に係る収益

 外来収益

 外来収益 外来診療に係る収益

 その他医業
収益

 室料差額収益 個室使用に係る室料差額収益

 診断文書収益 診断書等に係る手数料収益

 他会計負担金 法第１７条第１項第１号の経費（救
急医療等）に係る負担金

 公衆衛生活動
収益

各種の健康診断、予防接種等集団的
保健予防活動に係る収益

 医療相談収益 個別的保健予防活動に係る収益

 受託検査施設
利用収益

受託検査収益、医療機器を他の医療
機関に利用させた場合の収益等

 その他医業収
益

上記以外の医業収益

 医業外収益 金融その他主たる医業活動以外から
生ずる収益

 受取利息配
当金

預金及び投資等による収益

 預金利息 普通預金、通知預金、定期預金等の
利子

 基金利息

 貸付金利息 貸付金から生ずる利子

 有価証券利息 投資有価証券及び有価証券から生ず
る利子

 配当金 投資（投資有価証券を除く。）から
生ずる配当金

 他会計補助
金
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 一般会計補助

金

収益的支出を負担することを目的と

する他会計からの繰入金で返済を要

しないもの

 補助金

 国府補助金 収益的支出を負担することを目的と

する国庫補助金又は府補助金

 負担金交付

金

 一般会計負担

金

法第１７条第１項第２号の経費に係

る負担金

 その他負担金

交付金

 患者外給食

収益

 患者外給食収

益

職員等の給食に係る収益

 消費税及び

地方消費税

還付金

 消費税及び地

方消費税還付

金

 長期前受金

戻入

規則第２１条第２項又は第３項の規

定により償却した長期前受金の額の

うち医業外収益として整理するもの

 長期前受金戻

入

償却資産の取得又は改良に充てた国

庫補助金等に係る対象償却資産の減

 その他医業

外収益

 有価証券売却

収益

有価証券の売却代金

 不用品売却収

益

不用品の売却代金

 その他医業外

収益

 訪問看護事

業収益

訪問看護事業から生じる収益

 訪問看護事

業収益

 介護保険収益 介護報酬

 医療保険収益 診療報酬

 その他事業収

益

上記以外の訪問看護収益

 特別利益 当年度の経常的収益から除外すべき

利益

 固定資産売

却益
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費用勘定 

 

 固定資産売却

益

固定資産の売却価額が当該固定資産

の売却時の帳簿価額を超える金額

 過年度損益

修正益

 過年度損益修

正益

前年度以前の損益の修正で利益の性

質を有するもの

 その他特別

利益

 その他特別利

益

 款 項 目 節 （科目区分の説明）

 病院事業費

用

 医業費用 主たる医業活動から生ずる費用

 給与費

 給料 職員の給料

 手当 職員の扶養、地域、期末、勤勉、時

間外勤務及び特殊勤務等の諸手当

 報酬 臨時又は非常勤の顧問、参与、審議

会委員等の報酬

 法定福利費 事業主負担の健康保険料、共済組合

費、雇用保険料、公務災害補償費等

 退職給付費 職員退職給付費

 賞与引当金繰

入額

賞与引当金として計上するための繰

入額

 その他引当金

繰入額

その他引当金として計上するための

繰入額

 負担金 他会計での退職職員に係る退職給付

費病院負担分

 材料費

 薬品費 内服薬、外用薬、注射薬（血液等を

含む。）その他薬品の費用

 診療材料費 診療用材料として直接消費されるも

の（レントゲンフィルム、酸素、包

帯、ガーゼ、縫合糸等）、診療用具

等として１年以内に消費するもの

 給食材料費 患者給食に係る材料費、患者給食用

具として１年以内に消費するもの

 医療用消耗備

品費

診療用具等又は患者給食用具であっ

て、減価償却を必要としないものの

うち、１年を超えて使用できるもの

（聴診器、血圧計、自動天秤等）
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 経費

 厚生福利費 職員及びその家族に対する法定外福

利費

 報償費 報奨金、奨励金等

 旅費 普通旅費及び費用弁償

 職員被服費 職員に支給又は貸与する事務服、白

衣、診察衣、作業衣等の費用

 消耗品費 事務用、管理用に使用するもので、

１年以内に使用するもの

 消耗備品費 事務用、管理用の用具等で、１年を

超えて使用できるもので減価償却を

必要としないものの費用

 光熱水費 電気、水道、ガス料金

 燃料費 重油、ガソリン代等

 食糧費 院内・外会議、来客接待用

 印刷製本費 文書、図面、帳簿等の印刷費及び伝

票、帳簿等の製本費

 修繕費 有形固定資産等の維持修繕に要する

費用

 保険料 建物（火災、地震等）、車、医師賠

償保険等の保険料

 使用料及び賃

借料

住宅、テレビ借料、タクシー使用料

等

 通信運搬費 はがき、郵便切手、電信電話料、電

話加入移転架設料、乗車船券類、運

送料等

 委託料 清掃、寝具等各種保守・委託業務の

対価として支払われる費用

 諸会費 医師会費その他会費、各種協議会の

会費

 手数料 検査等業務の対価として支払われる

費用

 交際費 交際費

 図書費 定期刊行物等図書費

 補償費 賠償金等

 修繕引当金繰

入額

修繕引当金として計上するための繰

入額

 特別修繕引当

金繰入額

特別修繕引当金として計上するため

の繰入額

 貸倒引当金繰

入額

貸倒引当金として計上するための繰

入額

 雑費 広告費等

 減価償却費 規則第１３条、第１５条又は第１６

条の規定による償却額
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 建物減価償却

費

建物に対する減価償却費

 構築物減価償

却費

構築物に対する減価償却費

 器械備品減価

償却費

器械備品に対する減価償却費

 車両減価償却

費

車両に対する減価償却費

 その他有形固

定資産減価償

却費

その他有形固定資産に対する減価償

却費

 無形固定資産

減価償却費

無形固定資産に対する減価償却費

 資産減耗費 規則第１３条、第１５条又は第１６

条の規定による償却額

 棚卸資産減耗

費

棚卸資産の毀損、変質又は滅失によ

る除却費及び低価法による評価損

 固定資産除却

費

有形固定資産の除却損又は廃棄損及

び撤去費

 研究研修費

 研究材料費 研究材料の費用

 報償費 研究研修のために招聘した講師に対

する謝金等の費用

 図書費 研究研修用図書（定期刊行物を含

む。）の購入代

 研究旅費 学会講習会出席等の旅費又はこれら

に対する補助額

 研究雑費 印刷費、研修会費等前記の科目に属

さない費用

 医業外費用 金融及び財務活動に伴う費用その他

主たる医業活動に係る費用以外の費

用

 支払利息及

び企業債取

扱諸費

 企業債利息 企業債に対する利息

 割賦償還利息

 長期借入金利

息

長期借入金に対する利息

 一時借入金利

息

一時借入金に対する利息

 リース支払利

息

ファイナンス・リース取引における

支払利息

 企業債手数料

及び取扱費

企業債の元利償還の都度支払う手数

料及び取扱費並びに繰上償還に要す

る補償金
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 繰延勘定償

却

繰延勘定の償却額

 企業債発行差

金償却

 退職給与金償

却

 試験研究費償

却

 控除対象外消

費税額償却

 患者外給食

材料費

 患者外給食材

料費

職員等の給食のために消費する食品

の費用

 雑損失 上記以外の医業外費用

 不用品売却原

価

売却した不用品の原価

 その他雑損失

 消費税及び

地方消費税

 消費税及び地

方消費税

 その他医業

外費用

 その他医業外

費用

 訪問看護事

業費用

 訪問看護給

与費

 給料 職員の給料

 手当 職員の扶養、地域、期末、勤勉、時

間外勤務及び特殊勤務等の諸手当

 報酬 臨時又は非常勤の顧問、参与、審議

会委員等の報酬

 法定福利費 事業主負担の健康保険料、共済組合

費、雇用保険料、公務災害補償費等

 退職給付費 職員退職給付費

 賞与引当金繰

入額

賞与引当金として計上するための繰

入額

 その他引当金

繰入額

その他引当金として計上するための

繰入額

 材料費

 診療材料費 診療用材料として直接消費されるも

の（包帯、ガーゼ、縫合糸等）、診

療用具等として1年以内に消費する

もの



 
亀　岡　市　公　報

110 

令和８年４月１５日発行 第９７５号

 

 

 医療用消耗備

品費

診療用具等であって、減価償却を必

要としないもののうち、１年を超え

て使用できるもの（聴診器、血圧計

等）

 経費

 厚生福利費 職員及びその家族に対する法定外福

利費

 報償費 報奨金、奨励金等

 旅費 普通旅費及び費用弁償

 職員被服費 職員に支給又は貸与する事務服、白

衣、診察衣、作業衣等の費用

 消耗品費 事務用、管理用に使用するもので、

１年以内に使用するもの

 消耗備品費 事務用、管理用の用具等で、１年を

超えて使用できるもので減価償却を

必要としないものの費用

 光熱水費 電気、水道、ガス料金

 燃料費 重油、ガソリン代等

 食糧費 院内・外会議、来客接待用

 印刷製本費 文書、図面、帳簿等の印刷費及び伝

票、帳簿等の製本費

 修繕費 有形固定資産等の維持修繕に要する

費用

 保険料 建物（火災、地震等）、車、賠償保

険等の保険料

 使用料及び賃

借料

住宅、テレビ借料、タクシー使用料

等

 通信運搬費 はがき、郵便切手、電信電話料、電

話加入移転架設料、乗車船券類、運

送料等

 委託料 各種保守・委託業務の対価として支

払われる費用

 諸会費 各種協議会等の会費

 手数料 検査等業務の対価として支払われる

費用

 図書費 定期刊行物等図書費

 補償費 賠償金等

 修繕引当金繰

入額

修繕引当金として計上するための繰

入額

 特別修繕引当

金繰入額

特別修繕引当金として計上するため

の繰入額

 貸倒引当金繰

入額

貸倒引当金として計上するための繰

入額

 雑費 広告費等
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（注）節の科目については、特別の必要がある場合は、別に定めることができる。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、公布の日から施行する。 

 

「掲示済」 

 

 研究研修費

 報償費 研究研修のために招聘した講師に対

する謝金等の費用

 図書費 研究研修用図書（定期刊行物を含

む。）

 研究旅費 学会講習会出席等の旅費又はこれら

に対する補助額

 研究雑費 印刷費、研修会費等前記の科目に属

さない費用

 特別損失 当年度の経常費用から除外すべき損

失

 固定資産売

却損

 固定資産売却

損

固定資産の売却価額が当該固定資産

の売却時の帳簿価額を不足する金額

 減損損失

 減損損失 事業年度の末日において予測するこ

とができない減損が生じたもの又は

減損損失を認識すべきものの当該生

じた減損による損失又は認識すべき

減損損失の額

 災害による

損失

 災害による損

失

災害による巨額の臨時損失

 過年度損益

修正損

 過年度損益修

正損

前年度以前の損益の修正で損失の性

質を有するもの

 その他特別

損失

 その他特別損

失

 予備費

 予備費

 予備費
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　亀岡市立病院職員の給与に関する規程の一部

を改正する規程を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　亀岡市病院事業管理者　田中宏樹 

 

　亀岡市病院事業管理規程第２号 

 

亀岡市立病院職員の給与に関する

規程の一部を改正する規程 

 

　亀岡市立病院職員の給与に関する規程（平成

１６年亀岡市病院事業管理規程第２６号）の一

部を次のように改正する。 

 

　第１０条第３項第１号中「７，３００円」を

「１１，０００円」に、「６，４００円」を

「９，６００円」に改め、同項第２号ア中　

「３，５５０円」を「５，３００円」に、　

「３，１００円」を　「４，６５０円」に改め、

同号イ中「３，１００円」を「４，６５０円」

に、「２，７００円」を「４，０５０円」に改

め、同号ウ中「２，１５０円」を「３，２００

円」に、「１，９００円」を「２，８５０円」

に改める。 

　別表第３の３医療職給料表⑵職務級別基準表

４級の項中「放射線技術科長」を「薬剤科長、

放射線技術科長」に改める。 

　別表第６中 

「 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　を 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　」 

「 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　　に改める。 

 

 

 

 

　　　　　　　　　　　　　　　」 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」 

 89,500円

 83,900円

 73,700円

 63,300円

 52,900円

 46,700円

 70,400円

 60,500円

 50,600円

 44,600円

 97,700円

 90,700円

 79,200円

 67,700円

 56,100円

 49,000円

 73,800円

 62,800円

 52,000円

 45,400円
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規　程 

 

　亀岡市固定資産評価審査委員会サイバーセ　

キュリティを確保するための方針に関する規程

を次のように定める。 

 

　　　令和８年３月３１日 

 

　　　　　亀岡市固定資産評価審査委員会 

　　　　　　　　　　　委員長　松岡保彦 

 

　亀岡市固定資産評価審査委員会規程第１号 

 

亀岡市固定資産評価審査委員会サ

イバーセキュリティを確保するた

めの方針に関する規程 

 

　亀岡市固定資産評価審査委員会における地方

自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条

の６の規定に基づくサイバーセキュリティを確

保するための方針に関し必要な事項については、

情報セキュリティポリシー（亀岡市情報化の推

進に関する規程（平成２５年亀岡市訓令第４

号）及び亀岡市情報セキュリティ対策基準規程

（平成２７年亀岡市訓令第５号））の例による。 

 

　　　附　則 

 

　この規程は、令和８年４月１日から施行する。 

 

「掲示済」
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